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■ 村田
���

玲音
��

明治学院大学学長（任期：2020年４月１日〜2024年３月31日）、明治学
院大学名誉教授。1975年東京大学理学部数学科卒業、1982年東京都立
大学理学研究科数学専攻博士課程を修了、1990年に理学博士。1982年
明治学院大学専任講師に就任、1991年同教授。経済学部長、入試担当副
学長を歴任し2020年より学長を務める。専門は数学（解析的整数論）で、
剰余指数・位数の分布が主な研究テーマである。

■ 山中
����

司
���

立命館大学生命科学部教授。2011年慶應義塾大学大学院政策・メディ
ア研究科博士課程修了。博士（政策・メディア）。立命館大学生命科学部
准教授を経て2018年より現職。専門は応用言語学、言語哲学（プラグマ
ティズム）、英語教育政策。著書に『プラグマティズム言語学序説：意味
の構築とその発生』（共著、ひつじ書房）、『プロジェクト発信型英語プロ
グラム：自分軸を鍛える「教えない」教育』（共著、北大路書房）などが
ある。

■ 高尾
���

俊介
�����

甲南女子大学文学部准教授。2004年筑波大学第二学群比較文化学類卒
業。2008年情報科学芸術大学院大学［IAMAS］修了。修士（メディア
表現）。専門はジェネラティブアート。2022年よりジェネラティブア
ート振興財団を設立、代表理事を務める。表現のためのプログラミン
グ手法クリエイティブコーディングの実践と普及振興活動に取り組ん
でいる。

■ 山下
����

香
���

甲南女子大学文学部准教授。専門は建築計画・まちづくり。2002年英
国立グラスゴー大学建築学部卒業、2004年フランス・パリ建築大学ラ
ビレット校修了（Architecte D.P.L.G）、2013年京都大学大学院工学研
究科建築学専攻単位取得退学。建築・まちづくり事務所状況設計室代
表（一級建築士）。2015年流通科学大学人間社会学部特任准教授を経
て現職。地域資源を活用したコミュニティ形成に関する研究、おかん
アート（婦人の手芸作品）に関する研究、建築物の修景に関する研究
に取り組んでいる。

■ 松本
����

章代
���

東北学院大学情報処理センター長、情報学部教授。静岡大学大学院理
工学研究科システム科学専攻博士後期課程修了。博士（情報学）。東京
工業高等専門学校情報工学科助手、青山学院大学理工学部情報テクノ
ロジー学科助手・助教を経て、2010年東北学院大学教養学部情報科学
科講師、2015年同准教授、2022年同教授。2023年より現職。プログ
ラミング教育、自然言語処理等に興味を持つ。

■ 前田
���

吉広
����

福山大学大学教育センター講師。2001年筑波大学芸術専門学群卒業
後、富士写真フイルム株式会社にてデザイナーとして勤務。2007年
Swinburne University of Technology（豪州）にて修士号取得（Master of

Entrepreneurship and Innovation）。ブランドコンサルティング会社等での
勤務を経て現職。主にキャリア教育、インターンシップ科目を担当。国
家資格キャリアコンサルタント、GCDF-Japanキャリアカウンセラー。
キャリアデザインの可視化に関する研究・教育に取り組んでいる。

■ 三田
��

薫
���

実践女子大学短期大学部英語コミュニケーション学科主任・教授。短期
大学部言語文化教育研究センター長。1983年筑波大学第一学群人文学
類卒業。1985年筑波大学大学院修士課程教育研究科修了。1995年獨協
大学大学院博士後期課程外国語学研究科単位取得満期退学。1998年実
践女子短期大学英文学科専任講師。2001年実践女子短期大学英語コミ
ュニケーション学科助教授。2008年より同教授。

■ 及川
����

麻衣子
���

山野美容芸術短期大学美容総合学科准教授。山野美容芸術短期大学卒
業、日本福祉大学大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻修士課程修
了。青山学院大学ジェロントロジー研究所客員研究員。美容技術、美容
福祉やジェロントロジーの研究・教育に取り組んでいる。

■ 衛藤
���

大青
����

別府大学短期大学部准教授。日本大学生物資源科学研究科応用生命科学
専攻博士前期課程修了、修士（生物資源科学）。2017年別府大学短期大
学部食物栄養科准教授。

■ 後藤
���

善友
����

別府大学短期大学部副学長、別府大学・別府大学短期大学部メディア教
育・研究センター長、別府大学短期大学部教授、大分大学客員教授。大
分大学工学研究科博士後期課程単位取得退学、博士（工学）。2016年別
府大学短期大学部初等教育科教授、2019年別府大学・別府大学短期大
学部メディア教育・研究センター長、2023年より別府大学短期大学部
副学長。

■ 江藤
���

宏
���

九州工業大学大学院情報工学研究院助教。2011年九州工業大学情報工
学部卒業。2013年九州工業大学大学院情報工学府博士前期課程修了。
2015年日本学術振興会特別研究員（DC2）。2016年九州工業大学大学院

執筆者紹介
情報工学府博士後期課程修了。博士（情報工学）。2016年日本学術振興
会特別研究員（PD）。2016年九州大学大学院経済学研究院助教。2021年
東北大学大学院情報科学研究科特任助教。2022年より現職。2022年よ
り数理・DS・AI教育推進室員。

■ 藤本
����

晶子
���

九州工業大学大学院情報工学研究院准教授。2005年九州大学理学部卒
業。2007年九州大学大学院理学府地球惑星科学専攻修士課程修了。
2010年九州大学大学院理学府地球惑星科学専攻博士後期課程修了。博
士（理学）。2010年宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所宇宙航空プロ
ジェクト研究員。2015年九州大学国際宇宙天気科学・教育センター学
術研究員。2017年４月日本学術振興会特別研究員RPD（所属：九州大学
国際宇宙天気科学・教育センター）。2018年九州工業大学助教。2020年
革新的宇宙利用実証ラボラトリー併任。2022年より現職。2024年４月
より数理・DS・AI教育推進室長。

■ 宮野
���

英次
���

九州工業大学大学院情報工学研究院教授。1991年九州大学工学部卒業。
1993年九州大学工学研究科修士課程修了。1995年九州大学工学研究科
博士後期課程修了。博士（工学）。1995年九州大学工学部助手。1998年
九州芸術工科大学講師。2001年九州工業大学助教授。2013年より現職。
2019年１月〜2022年３月高度データサイエンティスト育成室長。
2022年９月〜2024年３月数理・DS・AI教育推進室長。

■ 齊藤
����

剛史
���

九州工業大学大学院情報工学研究院教授。1999年豊橋技術科学大学工
学部卒業。2001年豊橋技術科学大学工学研究科修士課程修了。2004年
豊橋技術科学大学工学研究科博士後期課程修了。博士（工学）。2004年
鳥取大学工学部助手。2007年同大学助教。2010年九州工業大学准教授。
2021年より現職。2022年より数理・DS・AI教育推進室員。2023年６月
より九州工業大学データサイエンス・AI研究センター長。

■ 浦田
���

淳司
����

筑波大学システム情報系准教授。2015年東京大学大学院工学系研究科
博士課程修了。2016年より神戸大学大学院工学研究科特命助教、2018
年より東京大学大学院工学系研究科助教・講師を経て、2023年より現
職。主な研究テーマは行動科学、都市交通計画、非定常行動システムマ
ネジメント。

■ 嚴
��

先鏞
����

筑波大学システム情報系准教授。2018年筑波大学大学院システム情報
工学研究科博士後期課程修了。2018年より豊田都市交通研究所研究員、
2019年より東京大学空間情報科学研究センター特任研究員、2021年よ
り筑波大学システム情報系助教を経て、2023年より現職。研究分野は都
市解析、空間情報科学、土地利用計画、ビッグデータ解析。

■ 川島
����

宏一
����

筑波大学システム情報系教授。2010年筑波大学大学院システム情報工
学研究科博士後期課程修了。1984年より国土交通省、1998年より世界
銀行、2006年より佐賀県CIO、2012年より公共イノベーション代表取締
役。国連公共サービス賞を日本初受賞。専門はデータ共有による公共価
値の創出。

■ 鈴木
���

貴
���

大阪大学数理・データ科学教育研究センター副センター長。1953年生
まれ。理学博士（東京大学）。専門は解析学・非線形偏微分方程式論、数
理科学・数理医学。大阪大学理学研究科教授、基礎工学研究科教授を経
て、2017年より数理・データ科学教育研究センター（MMDS）特任教授。
数理・データサイエンス・AI教育の構築と実践に携わる。

■ 清木
���

康
���

武蔵野大学データサイエンス学部長、データサイエンス研究科長、アジ
アAI研究所所長。2011〜2021年、慶應義塾大学大学院GESL（グローバ
ル環境システムリーダープログラム）コーディネータ、5D-World Map

System Creator, Information Modelling and Knowledge Bases (IOS PRESS)

Editor in Chief (2002-current)。情報処理学会フェロー、電子情報通信学
会フェロー。1983年、慶應義塾大学大学院工学研究科博士課程修了。工
学博士。1984〜1996年、筑波大学講師・助教授。その間、1991〜1992
年、カリフォルニア大学アーバイン校客員研究員。1998〜2021年、慶
應義塾大学環境情報学部教授。その間、2012〜2016年、Adjunct Professor,

University of Jyväskylä, Department of the Mathematical Information

Technology, Finland。2015〜2017年、慶應義塾大学大学院政策・メディ
ア研究科委員長。2016〜2018年、日本データベース学会会長。2018年
情報処理学会コンピュータサイエンス領域功績賞、2021年情報処理学
会功績賞。2021〜現在、武蔵野大学。

■ 熊谷
����

多加史
���

武蔵野大学研究支援部。1979年、慶應義塾大学工学部電気工学科卒。
1979年〜2016年、株式会社日立製作所。主にコンピュータ、ネットワ
ーク製品の開発業務に従事。その間、1989年〜2003年、慶應義塾大学
環境情報学部非常勤講師、2004年〜2014年アラクサラネットワークス
株式会社出向。2017年〜現在、武蔵野大学。データサイエンス学部、研
究科（修士課程・博士後期課程）、アジアAI研究所の設置、運営に従事。

＊本欄はお書きいただいた資料からできるだけ統一し、掲載しました。
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本学では2024年４月から、理系の新学部『情

報数理学部』と、文理接続を目指す研究所『情報

科学融合領域センター』をスタートさせる。本学

は160年の歴史を持つが、これまで文系の学部し

か持っておらず、情報数理学部は初めての理系学

部になる。最近では、多くの大学でデータサイエ

ンス、あるいは情報系の学部新設や学部改組が行

われている。この中で、『情報科学融合領域セン

ター』を同時に設立する点が本学の特徴になると

思われるので、背景などについて記してみたい。

本学が理系学部設立を考えた理由は大きく二つ

あって、「真の意味での総合大学には、人文・社

会・自然の三つの視点がしっかり揃っている必要

がある」ということ、もう一つは「時代と社会の

要請」である。人文や社会の視点と対等に渡り合

って物事の本質を見極めるという重要な役割を理

系の部局に求めるなら、どうしても学部という形

にならざるをえない。ただ、これまで理系の土壌

を持たない大学が新たに理系学部を作り、既存の

学部と調和しながら発展していくのは、想像以上

に難しいことだと思う。外から専門家集団を招い

て優れた学部を作れば、分野的にも人的にも既存

の学部と共通部分の少ない学部になってしまい、

新しい学部が「離れ島」になってしまう恐れがある。

そこで本学では新学部と同時に『情報科学融合

領域センター』を開設する。これは、既存の学部

の教員と新学部の教員が問題を持ち寄り、文系的

な課題と新学部が持つ理系的な発想や手段を組み

合わせて問題解決を考えていこうとする研究所

で、文理融合を目指す《場》を用意したのであ

る。本学がこれまで蓄積してきた文系の膨大な研

究・教育の成果を新しい方向に活かすことができ

れば、後発で情報数育を始める本学の魅力になる

のではないか。既存の学部と新しい学部の教員の

間に共同研究が始まれば、新学部も大学に早く溶

けこめるのではないか。将来は『情報科学融合領域

センター』が全学部を繋ぐハブのような役割を果

たしてくれるのではないか等々、期待は大きい。

幸い、情報科学は従来の文系的な研究と非常に

組み合わせやすい分野である。情報科学をここま

で発展させてきたのは理系の学問、主として数学

であるが、これが成熟してきた現在、その成果を

どのように社会に活かすかが大きな課題である。

この段階になると、応用先の社会に関する知識や

感覚が非常に重要である。今後は、理系的思考と

文系のセンスを併せ持った人材が活躍する社会に

なっていくのであろう。

新しい学部では、３年次以降の教育を３つのコ

ースに分けて行う。『数理・量子情報コース』

『AI・データサイエンスコース』『情報システ

ム・セキュリティコース』である。データサイエ

ンスを中央に置き、その右に今後の発展が期待さ

れる「システムへの組み込み」をコースとして配

置した。もう一つのコースは理論を重視したコー

スで、情報科学の教員を目指す人や、これから大

きな進展が期待される量子計算アルゴリズムなど

を学ぶコースである。こうした情報教育を、数学

の基盤の上に組み立てていくことを明示するた

め、学部の名称は敢えて漢字表記の「情報数理」

を用いた。

現在、社会では官民を挙げて理系人材の育成

や、文理融合を進めようとしている。私もここま

では便宜上理系・文系という言葉を使ってきた

が、文系・理系という区別は早く解消した方が良

いと考えている。この区別が重要視されているの

は大学入試の世界である。ここに大きな関門があ

るため、高校生は早い時期に自分の進路を文系・

理系と決めてしまい、多くの生徒はそれ以後数学

の学習を止めてしまう。今後の社会で期待される

のは、その頭脳や感性の中に文系・理系の教養や

関心が混然と混じり合っているような人材であろ

う。数学は理系学問の共通言語として、特殊な地

位を占めている。日本の社会が本当の意味の文理

融合や理系人材の育成を考えるなら、数学教育の

充実を図るのが結局は早道になると思う。

明治学院大学
学長 村田　玲音

『情報数理学部』『情報科学融合領域センター』

設立雑感

（任期：2020年4月1日～2024年3月31日）
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１．はじめに

ChatGPTの登場から１年が経ち、世間は生成AI

の登場による「激震」から落ち着きを取り戻しつ

つあるように思います。皮肉にも、大学における

生成AIの拡がりはイマイチで、フル活用している

大学生は一部に留まっているようです。したがっ

て当初懸念されたような生成AIによる「ズル」が

散見されることにはなっておらず、このことに胸

を撫で下ろしている大学英語教員も実は少なくな

いのかもしれません。

しかし、これは一時の過渡的な状況だと思って

います。ビジネスセクターでは生成AIを積極的に

取り入れ、大きく生産性を向上させる事例が数多

く報告されており、新たな「デバイド（格差）」

が生まれつつあります。さらに英語学習に目を向

けると、生成AIを活用して英語を独学で効率よく

学ぶビジネスパーソンは着実に増えつつありま

す。自分にとって最適なレベルのテーラーメード

のTOEICの問題を生成AIに出してもらったり、

ChatGPTやその関連アプリを相手にスピーキング

の練習を隙間時間に行ったりするなど、これまで

になかった方法で英語を学び、英語力を着実に伸

ばしている例も散見されています。

またもう一つ、現在の大きな生成AIの技術トレ

ンドとして、letter（文字）からsound（音）へと

いう大きな展開が見られます。これが意味するこ

ととは、生成AIがこれまで対応していた、英語を

「読む」・「書く」場合、つまり非同期における

場面のみならず、「話す」・「聞く」のような同

期型のコミュニケーションにも適用されつつある

ことを意味します。デジタルと相性の良い生成AI

技術をフル活用することで、少なくともオンライ

ンでの会議などにおいて、我々はストレスなくそ

れぞれの母語でコミュニケーションし合える日が

着実に近づきつつあります。

こうなってくるとますます、「ではなぜ私たち

は英語を学ぶのか？」という疑問が一層突きつけ

られるように思います。テクノロジーによるサポ

ートが24時間365日、しかも大変廉価に得られる

状態で、私たちはいわゆる「自力の」、「生身の」

英語力をどこまで高める必要があるのでしょう

か。あるいは必要がなくなってきたのでしょうか。

本稿ではこの問題について取り上げ、読者の皆さ

んと考えてみたいと思います。

２．生成AIが成し遂げてしまったこと

議論の前に、まずは筆者の立場を明らかにして

おこうと思います。巷でよく言われるような、生

成AIの登場によって、もう英語教育はいらないで

あるとか、英語教員は不要といった論調にはいさ

さか無理があると思っています。英語教育が根こ

そぎなくなってしまうことには個人的に反対です

し、やはり英語の先生も、英語を学ぶ教室などの

場も引き続き重要な役割を果たすと考えています。

特　集

デジタル革命の象徴になりつつある生成AIの出現に、国内外で大きな反響を呼んでおり、日々開発される情報技術

の下、「規制」と「利用」の在り方が議論されています。

生成AIで人命の軽視、人権の侵害に使用するなどの行為を制御することは当然ですが、生成AIを生きとし生けるも

のの幸せに役立てられるかどうかは、正に人間の叡知に期待するところ大でして、真理の探究を進める大学教育にお

いては、新しい技術を使いこなしていく知的活動を止めることはできません。むしろ、使いこなすことを支援する教

育や研究の在り方を開発していくことが重要と考えます。

そのような観点から、授業で生成AIを利活用した学びの一端を紹介する中で、学びを効果的に支援する授業の在り

方を模索することにしました。

ChatGPTで英語教育の在り方を探求

立命館大学
教授 山中　　司
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しかし、今のままの猫も杓子も英語を学ぶ状態、

小学校から大学までノーチョイスで英語に関わり

続ける時代は、そろそろ終わりにするべきだと考

えています。やりたくもない英語を学習者に押し

付けるのは教える側にとっても不幸ですし、モチ

ベーションの観点からも、時間やお金のコストと

いう観点からも有益だとは思いません。また、個

別最適化学習を得意とするAIを前に、一斉授業と

いう形で、既存の教員がどれだけ「教える」とい

うことにこだわり続けられるかは甚だ疑問です。

そして生成AIの登場は、英語教育に良い意味で

の外圧となって働き、その質を大いに高めること

に貢献できる可能性があります。これは筆者が声

高に叫びたい点の一つです。

昔から学習に「ズル」はつきものです。宿題を

親にやってもらったり、先輩が使ったものを流用

したり、はじめから答え丸写しで問題を解いたり

と、ズルは生成AIだけに与えられた特権ではあり

ません。しかし生成AIを使えば、そうしたズルを

極限まで効率良く行えることもまた確かです。

つまり、学習者にとって、その課題やタスクが

自分にとって有意義に思えないのであれば、生成

AIを使ってそれを「適当にやる」でしょう。自由

社会ですから、生成AIをいくら使うなといっても、

テスト等の特殊な環境を除いて、基本的にそれは

学習者の判断に委ねられています。つまり生成AI

の登場によって、これまで当たり前のように学習

者に与えられていた宿題や課題、タスクやワーク

が見直されることになります。早い話が、右から

左に生成AIを使ってやって済むようなものであれ

ば、多くの学習者はそうする誘惑に駆られるわけ

です。安易にズルするか、自力で取り組むか、AI

を活用しつつも自分の英語力に資する使い方をす

るか、そのためのモチベーションは与えられた課

題の質に大きく左右されることになるでしょう。

良い意味で課題が鍛えられ、淘汰されていくのだ

と思います。そしてこれは、教育にとって確実に

プラスになります。なぜなら、とても意味がある

とは思えない、ただの苦行と変わらないような課

題に、学習者が無意味な時間を取られないように

なるからです。

前置きが長くなりましたが、これからも英語教

育が果たして必要かどうかを議論する上で、以降

ではこれまでに生成AIが成し遂げたことを概観

し、それらのインパクトについてまずは考察した

いと思います。その後、生成AIでは成し遂げられ

特　集

ない点について考え、筆者なりの結論に至りたい

と思います。言うまでもなく、生成AIによって成

し遂げられないものにどれだけ読者の納得感があ

るかどうかに、英語教育の存亡はかかっているわ

けです。

生成AIが成し遂げたこととして、本稿では大き

く２つ指摘しておきたいと思います。「①ある種

のシンギュラリティの獲得」、「②母語の復権」です。

「①ある種のシンギュラリティの獲得」から見

ていきましょう。シンギュラリティはカーツワイ

ルによって広まった特異点を表す用語ですが、簡

単に言ってしまえば、AIが人間を凌駕する、その

時を意味します。SF的な怖さをも感じさせます

が、カーツワイルはそれが近未来に必ずやってく

ると論じます[1]。学者によってこれがいつ来るの

か、近いのか、遠いのか、種々議論があるところ

ですが、実は言語という点において、特に外国語

においては、シンギュラリティは達成されたと見

做してよいのかもしれないのです。

私たちは第一言語、すなわち母語では、特に文

法や語の活用など、誰から教えられることもなく

ほぼ完璧に身につけてしまいます。これを言語学

は「母語話者の直観」と言いますが、第一言語以

外で、この直観を得ることは極めて難しいと言え

るでしょう。日本人の英語ができない理由は、日

本人の勉強が足りないからではなく、言語的セン

スがないからでもありません。単純に母語話者が

持つ直観を会得できないからに他なりません。い

つかはネイティブのように…というのは残念なが

ら蜃気楼でしかないのです。

しかし、生成AIは学習者が持ち得ない母語話者

の直観を持ち得ます。直観を持っているというよ

りは、母語話者によって産出された限りなく膨大

なデータを駆使しているため、母語話者並みの精

度が出るのです。これは一人の学習者が生涯かけ

て触れることのできる言語データを軽々と凌駕す

るものであり、もはやAIの出力を真似した方が、

自分で何とかして編み出す外国語表現よりも優れ

てしまっているのです。

「②母語の復権」は、生成AIとのやり取りでは、

母語を用いて外国語の出力を得ることができる、

つまり、外国語学習における母語の使用に大きな

活路が見出されていることです。

私たちにとって一番思考や感情が乗ってくる言

語、それは紛れもなく私たちの第一言語、多くの

日本人にとってそれは日本語となります。中高の
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英語の授業などではオールイングリッシュがもて

はやされますが、先に述べたように、オールイン

グリッシュで授業をしてみたところで、母語話者

の直観を持たない日本人の英語では限界がありま

す。繰り返しますが、これは良い悪いではなく、

仕方のないことです。限られた英語力で教員や学

習者が必死に頑張ってみたところで、今度は肝心

な「内容」が薄くなってしまうのです。これを本

末転倒と言わず何と言うのでしょう。

機械翻訳をはじめ、生成AIの優れたところの一

つは、日本語でプロンプト（命令）を出しても、

英語で返すように指示すれば、それを直ちに英語

で返してくれるところです。つまりここに言語の

壁はもはやないのです。「これって何て英語で言

うのだろう？」という問いに対し私たち日本人は

自分の最も得意とする日本語で入力し、その回答

を自らの外国語能力を超えたレベルで手にするこ

とができるのです。無理して英語で考える必要も

ありませんし、逆に日本語の機微を、英語表現の

中に実現していくことができるのです。こうした

ことを行うには、これまでは相当高度な英語能力

が必要でした。しかし、生成AIを用いることで、

一足飛びにこれができてしまうのです。

３．生成AIが成し遂げられていないこと

それでは日本人の英語使用は、これでバラ色な

のでしょうか。言語の壁は取り払われ、テクノロ

ジーさえ使いこなせれば、もはや外国語学習は不

要と言えるのでしょうか。

残念ながらそうとは言えません。少し専門的に

述べてみたいのですが、CEFRという言語（外国

語）能力を記述する枠組みがあります。詳細は省

きますが、筆者も加わった共同研究（寺内ほか

2024）[2]では、大学までの英語教育が目標とする

英語レベルはCEFR B1レベル（英検２級程度）

であるのに対して、実際に企業がグローバルビジ

ネスを展開する際に社員に求める能力はCEFR

B2レベル（英検準１級程度）以上であり、CEFR

B1とB2には容易には超え難い、「壁」と言っても

よいような大きな跳躍があることが分かってきま

した。

B1レベルとB2レベルの最大の違いは、そこに

介在する相手の存在です。例えばグローバルビジ

ネスと言っても、一定程度「パターン」や「型」

が存在するような英語でのやり取り、例えば、物

品の発注や受注のような業務は入社まもない社員

でも十分対応できます。交渉といっても値段の交

渉や支払いの催促など、十分想定のできるやり取

りであって、これらはB1の英語力があれば十分

にこなせます。

ところがB2以上は、予め想定できないような

相手の話題やその複雑性に対し、適切に応対しや

り遂げる能力が求められます。ご想像の通り、こ

れらは単なる英語力だけでどうにかなるものでは

ありません。会社に損害が出かねないリアルでシ

ビアな現実の中、それぞれが持つ人間力や教養、

経験や知識、その他ありとあらゆるものを総動員

して、自分なりのやり方を確立できなければ到達

できる地平ではないのです。業務内容や役職によ

って期待される内容は千差万別であり、これだけ

やっておけばOKといった甘い世界では決してあ

りません。筆者らがインタビューさせてもらった

グローバルに活躍されているビジネスパーソン

は、強烈な原体験や悔しさなどをバネに、時に焦

り、時に割り切る中で、我流でそれぞれがこうし

た域に到達していました。一つ一つのストーリー

に深く納得させられたのと同時に、これは皆が皆

できるものではないなと痛感しました。

もうお分かりになるでしょうか。いわゆる高度

な英語力、筆者はそれをCEFR B2以上と想定し

ますが、こうした領域では生成AIだけを用いても

不十分なのです。一般的な、誰でも思いつくよう

な当たり障りのない受け答えはこのレベルには期

待されていません。自分にしかできない、味のあ

る、人間的魅力に裏打ちされた言語表現ができる

ことが、B2の壁を超えた人間だけが見ることの

できる風景です。

反対に、B1レベル以下であれば、極端な話、

AIが出力する英語に大いに頼ってもよく、また頼

った方がよいかもしれないのです。

肝心なことは、自分は英語をどの程度のレベル

で使えるようになりたいのか、闇雲な理想論では

なく、現実的なニーズに則った付き合い方が必要

だということです。生成AIは、本当の意味で英語

教育のパンドラの箱を開けてくれたのかもしれま

せん。

参考文献
[1] レイ・カーツワイル（2007）『ポスト・ヒュー

マン誕生』NHK出版

[2] 寺内一ほか（2024）『ビジネスコミュニケーシ

ョンのための英語力』朝日出版社

特　集
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１．実践の背景と概要

ChatGPTを代表とした生成AIの急激な進化が社

会に大きな影響を与え始めています。教育分野で

は、既に生成AI技術の応用が大きな期待を集める

一方で、データセットの偏重やプライバシーの問

題、効果的な活用において利用者側の工夫が求め

られるなど、課題が残ります。単に生成AIを既存授

業の枠組みに組み込むだけでなく、活用を前提に

した授業設計の体系化が今後の効果的な教育実践

において重要であることは言うまでもありません[1]。

筆者らは、2023年４月〜７月に本学メディア

表現学科でChatGPTを用いた授業「メディア表現

発展演習Ⅰ」（以下本演習）を実施しました。本

稿では、演習内での学生の学習体験と参加度の変

化をアンケートによって分析し、生成AIをグルー

プワークに組み込んだ教育プログラムの可能性と

効果の調査を行いました。本演習には、学生40

名が参加しました。演習の第１フェーズでは、

「理想のメディア表現に関する授業」のシラバス

案をChatGPTで作成しました。第２フェーズでは、

それらシラバスを基にグループワークの形式で模

擬授業を設計し、最終発表では、８つのグループ

が各々の理想に基づく15分の模擬授業を行い、

生成AIを利活用した授業等の紹介と今後の授業の在り方を考える

学生が生成AI を主体的に活用するという点にお

いて、一定の成果が見られました。

２．個人作業、グループ作業における

ChatGPTの有用性

振り返りでは、個人作業への ChatGPTの有用

性、グループ作業へのChatGPTの有用性に対して

アンケート調査を行いました。ChatGPTが個人作

業、グループ作業で役に立ったかという質問に対

して「とても役に立った」「それなりに役に立っ

た」「あまり役に立たなかった」「全く役に立たな

かった」「全く使わなかった」の５件法にて回答

する形式とし、38名が回答しました（次ページ

図２）。その結果、個人作業におけるChatGPTの

有用性については、「とても役に立った」44.7％

（n＝17）、「それなりに役に立った」31.6％（n＝

12）、「あまり役に立たなかった」13.2％（n＝5）、

「役に立たなかった」（n＝0）、「全く使わなかっ

た」10.5％（n＝4）という回答結果となりまし

た。76.3％（n＝29）は役に立ったと回答した一

特　集

高尾　俊介
山下　　香

甲南女子大学
文学部准教授
甲南女子大学
文学部准教授

⽣成AI（ChatGPT）を活⽤したグループワークにおける
学⽣の学習体験と参加度の評価について

図１　本演習の位置づけと概要

表１　本演習の構成

演習の構成 演習の目的と概要

フ
ェ
ー
ズ
１

フ
ェ
ー
ズ
２

第１回

第２回

第３回

第４回

第５回

第６回

第７回

第８回�

第９回

第10回

第11回

第12回

第13回

第14回

第15回

講義

実践

講義

実践

実践

発表

実践

実践

実践

実践

実践

実践

発表

発表

実践

AIの歴史とChatGPTの概要を知る

ChatGPT案を使ってシラバス案を作成する

シラバス作成における注意点を共有する

ChatGPTによるシラバス案を改善する

ChatGPTによるシラバス案を改善する

「理想のメディア実現」シラバス発表とピア・レスポンス

模擬授業を設計する授業回について協議する

模擬授業を設計する

模擬授業を設計する

模擬授業を設計する

中間発表：模擬授業の進捗発表とピア・レスポンス

ピア・レスポンスをもとに模擬授業を改善する

最終発表：模擬授業の実施

最終発表：模擬授業の実施

振り返り：アンケート・自由記述を用いた振り返り

(左から　高尾、山下)
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通した変化を把握するために、振り返りではアン

ケート調査を行いました。15回の演習前後で

ChatGPTに対する認識は変化したか、という質問

に対して、「とても変化した」、「それなりに変化

した」、「あまり変化しなかった」、「全く変化しな

かった」の４件法にて回答する形式とし、38名

が回答しました。「とても変化した」47.4％（n＝

18）、「それなりに変化した」は36.8％（n＝14）、

「あまり変化しなかった」13.2％（n＝5）、「全く

変化しなかった」2 .6％（ n＝1）と回答し、

84 .2％（n＝32）が変化する一方で、15 .8％

（n＝6）は変化しなかったと回答しました。認識

に変化のあった学生からは、「自分の力に加えて

生成AIを使うことで、よりできることの幅が広が

った。授業の初めにあった授業内容を考える際に

非常に役立った。（中略）それまで議論が止まって

いたが進むようになった。」、「完璧な解答を引き

出すには使用する人の能力が必要になりますが、

積極的に触れていくことで自分だけでは到達でき

なかったところに手を伸ばすための力になると感

じるようになりました。」といったように、驚き

や有用性を指摘する意見が出ました。認識に変化

のなかった学生からは、「やはり役に立った場面

と役に立たなかった場面が半々くらいの割合であ

ったため、生成AIに対する認識は今の段階ではあ

まり変化していない。」「ChatGPTは抽象的な意見

しかできないので、自分から具体的な例や解読が

必要だとなります。」というように、生成AIや

ChatGPTに対する懐疑的な意見が出ました。

４．ChatGPTへの関わり方に対する自

己評価　—ルーブリックを用いて—

振り返りでは、ChatGPTへの関わり方に対して

教員が「知識」「スキル」「態度」からなるルーブ

方、約１/４である23.7％（n＝9）があまり役に

立たなかった、あるいは、全く使わなかったと回

答しました。グループ作業における ChatGPTの

有用性については、「とても役に立った」55.3％

（n＝21）、「それなりに役に立った」44.7％（n＝17）

となり、グループ作業では全員が「とても」ある

いは「それなりに」役に立ったと回答しました。

一方、「あまり役に立たなかった」、「役に立たな

かった」、「全く使わなかった」は０でした。個人

作業、グループ作業ともにChatGPTの有用性が認

められましたが、約１/４の学生は、個人作業に

おいて有用性を感じていませんでした。個人作業

に対する自由記述では、「個人作業だったのでま

ず自分が疑問に思ったこと、模擬授業で説明する

うえで知りたいことが出てきたとき、すぐに

ChatGPTで聞くことで知ることができ（中略）」

と個人の相談相手としてChatGPTを活用する意見

の一方で、「授業スライドや発表原稿など、自分

で内容を考えて書くことが多かったため、あまり

使わなかった。」と活用に至らなかった意見も見

られました。グループ作業に対する自由記述では、

「実際に今回の模擬授業の話し合い時に、どのよ

うな授業にするか思いつかなかったときに、とり

あえずChatGPTに簡単な質問を投げかけていくつ

かアイデアを出し、話し合いを広げていくことが

でき（中略）」「ChatGPTとのやり取りを通して、

自分たちの頭の中で考えているふんわりとした考

えをうまく言語化して形にしてもらった。」とい

うように、アイデアや意見を出す際のChatGPTの

有用性を確認できました。

３．受講前後における ChatGPTに対す

る認識の変化

ChatGPTに対する学生の認識について、演習を

特　集

図３　受講前後における生成AIへの認識の変化図２　個人作業・グループ作業における有用性
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10.5％
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44.7％
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55.3％
（21）
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リックを作成し、39名の学生がChatGPTへの関

わり方を自己評価しました。「知識」においては、

「ChatGPT の長所・短所、人間の長所・短所につ

いて、シラバスの作成と模擬授業の設計の経験を

もとに説明できるか」と質問し、「説明できる」

25 .6％（n＝10）、「おおまかに説明できる」

69.2％（n＝27）、「説明できない」5.1％（n＝2）

と回答しました。「スキル」においては、「データ

の加工やアイデア評価といった情報処理における

活用方法を探索し、自分が知りたかった内容を引

き出し、深めることができるか」と質問し、「内

容を引き出し、深めることができる」43 .6％

（n＝17）、「内容を引き出すことができる」

33.3％（n＝13）、「内容を引き出すことができな

い」23.1％（n＝9）と回答し、ChatGPTから自

分の知りたい答えを引き出せた学生とそうでない

学生が顕著に分かれる結果となりました。「態度」

においては、「作業過程において、ChatGPTから

の気づき、仲間・教員・資料からの気づきを区別

して記録し、作業の経緯を説明できるか」と質問

し、「記録し、説明できる」28.2％（n＝11）、

「区別、記録している」56.4％（n＝22）、「区別、

記録していない」15.4％（n＝6）と回答しまし

た。作業過程で得た気づきや、仲間・教員・資料

から得た気づきに基づき、作業過程を意識的に説

明できる学生は少ないことが分かりました。

※　小数点以下第４位を四捨五入しているため、合計

値が100％となっていません。

５．まとめ

グループワークにおける課題は、グループ内で

主張の強く声の大きいメンバーの意見に全体の方

向性が左右されてしまう点があげられますが、グ

ループワークを苦手とする学生が個人活動で

ChatGPTに相談しながら、グループ活動に取り組

む様子も確認できました。筆者らはこういった課

題を解決し、グループ内のディスカッションを俯

瞰的かつ効率的に行うための案として、ChatGPT

を用いて仮想的なグループディスカッションの方

法を試験的に検討しました。例えば、グループ内

の学生４人がそれぞれChatGPT内で属性の異なる

５人の仮想の登場人物を設定し、議論を交わさせ

るというものです。

別の課題として、生成AIの活用度が浅いため内

容が陳腐化してしまい、「生成AIが考えた」シラ

バスや模擬授業をそのまま人間が発表してしまう

ケースもありました。授業終了後のアンケート調

査では、約１/４の学生が個人作業でChatGPTの

有用性を感じなかったと回答しており、その原因

としてはプロンプトに対する知識と経験の不足が

考えられます。生成AIへの問いかけ方の良例・悪

例をひろく紹介することで、学生の自主的な生成

AIへの関わりを促すことができます。個別の案の

独創性、展開可能性といった指標・評価軸を、学

生がChatGPTに提示することで、人間の感性が導

き出したアイデアをChatGPTに定量的に評価させ

ることも課題解決の一つの方法として採用できる

可能性があります。

いつでも、どこでも、何についても、何度でも

質問可能な、精神的低負荷の思考アシスタントと

して生成AIを捉えることで、利用者の思考のプロ

セスそのものを効率化し、加速させることが可能

になった場合、多様な活用方法を理解することこ

そが重要です。卓上電卓やスマートフォンによっ

て人間の思考様式が変化してきた以上の変化が、

生成AIへ順応した思考プロセスの獲得を通じて、

人間の知的生産活動にもたらされることは想像に

難くありません。人間の認知的領域を分類したブ

ルームのタキソノミー[2]のような教育評価手法を

取り入れ、複雑な生成AIの活用を段階的に理解す

るようなカリキュラムを作成することができれ

ば、教育目標をより高いレベルに設定することが

できるかもしれません。

本稿の過程で明らかとなった教育課題の改善に

ついては、関連授業を通じて引き続き取り組む予

定です。今後も情報テクノロジーを忌避せず、導

入の糸口を模索することで、学科におけるICT教

育のあり方を更新し、未来の学びのあり方につい

て検討していきます。

参考文献
[1] 尾関基行、山本あすか（2023). 「遠隔グループ

ディスカッションでのChatGPTの利用に関する

一検討」 『日本教育工学会研究報告集』 2023

巻、第1号、 pp.77-83 .

[2] 石井英真（2003）．「「改訂版タキソノミー」に

よるブルーム・タキソノミーの再構築：知識と

認知過程の二次元構成の検討を中心に」『教育方

法学研究』第28巻、第0号、pp.47-58.

特　集
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１．はじめに

2022年11月30日にAIチャットボット「ChatGPT」

が公開され、日本でも瞬く間に広く利用されるよ

うになりました。ChatGPTに代表される生成AIは

大学教育にも影響を与えることが懸念され、

2023年度の初頭においては、各大学で学生に対

する利用基準設置や注意喚起が行われました。そ

の一方で、レポート課題を課す教員側においても、

生成AIを利用した不正を防ぐ対策や正当に評価す

るための工夫が求められることになりました。

筆者は情報系学科に所属し、主にプログラミン

グ等の専門科目を担当しています。そのうちプロ

グラミングに必要な知識を教える科目では、レポ

ート課題で成績を付けています。例年と同様にレ

ポートを課した場合、学生が生成AIを利用してレ

ポートを作成する可能性がある以上、教員として

それを見抜くことに多大な労力を割く必要があり

ます。そこでレポートの出題の仕方を工夫しよう

と考えました。

２．授業実施方法

（１）授業概要

「プログラミングの基礎」は本学教養学部情報

科学科２年生を対象とした専門科目です。前期週

１回（90分）計15回で実施します。必修科目で

はありませんが履修推奨科目という位置づけで、

対象学生のほぼ全員（約120名）が履修します。

システム開発の仕事をする上で必要なプログラミ

ングのリテラシーを身に付けることを目的として

います。

テキスト[1]の１章から５章において、各章を学

習し終えるごとにまとめのレポートを提出させま

す。そのレポートが成績評価のうち50％を占め

ます。

生成AIを利活用した授業等の紹介と今後の授業の在り方を考える

（２）初回授業における生成AIの扱い

2022年度までは「テキスト○章の範囲におい

て、授業の中で疑問に感じたことを１つ選び、そ

れについて自分で調べまとめなさい。」という課

題で各章ごとにレポートを書かせていました。

2023年度も同様に出題した場合、生成AIの回答

がそのまま提出されることが予想されました。

そこで2023年度は、初回の授業において、ま

ずChatGPTに関する３つのニュースを紹介し、ど

れほど有能かということと、使用に当たり注意が

必要かということを説明しました。つづいて、初

回の授業内容（コンピュータの歴史）について講

義した後、その内容をChatGPT3.5に尋ねるとど

のくらい不正確な情報が出力されるのかを紹介し

ました。

なお、授業の冒頭で学生にChatGPTについて使

ったことがあるか、知っているかどうかについて

尋ねたところ、「使ってみた」が13.4％、「ネット

記事やTwitter、YouTubeなどで見た」が53.6％、

「知らない／わからない」が33.0％という結果

（有効回答数112）でした。2023年４月の時点で

は生成AIに対して学生の認識に差があったことが

わかります。

（３）レポート課題の方針

本授業では、あえて生成AIを履修者全員に使用

させることによって、不正に利用することを防ぎ、

生成AIの欠点を認識させ正しい使い方を促すこと

につなげます。さらに不正利用を未然に防ぐこと

により、教員が不正を見抜くためにかける労力を

不要にします。

（４）レポート課題内容

2023年度はタイプA、タイプB、タイプCの３

特　集

生成AIの利用を前提とした
レポート課題についての提案

東北学院大学 
情報処理センター長・情報学部教授 松本　章代
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・ 以下の項目について含めること

プログラムのテーマ、ChatGPTに与えたプロ

ンプト、生成されたソースコード、プログ

ラムの説明、実行後の感想

・ プログラム作成の手順

①　まず、「Excel マクロ」などで検索し、

マクロでどんなことができるのかについ

てリサーチしてChatGPTにどんなプログラ

ムを作らせるかを考える。

②　ChatGPTにプログラムを生成させる。

③　そのプログラムをWordまたはExcelで実

行して動作を確認する。

2023年度は１章・３章・４章をタイプＡ、２

章をタイプＢ、５章をタイプCで実施しました。

３．成果

（１）調査目的

本授業で課した５回のレポート課題は、いずれ

も生成AIの利用を前提とする内容です。多くの学

生が初めて生成AIを活用して課題に取り組む中

で、何を考えどのように感じたのかについて分析

します。

（２）調査内容および方法

各レポートから感想の項目を抽出したテキスト

情報、および第15回（最終回）の講義の中で

「この授業でChatGPTを利用した感想」について

自由記述アンケート調査を実施し回収したテキス

ト情報を対象とします。これらのテキストをKH

Coderを用いて語の出現頻度に基づき分析します。

なお、対象テキスト数をnとします。

（３）調査結果および考察

出現頻度の高かった語を次ページ表１に示しま

す。

タイプA（n=326）では「分かる」という単語

が80回出現していました。ChatGPTが出力した

文章が自分の書いた文章と比較し、分かりやすい

かどうかについて言及したコメントが多数ありまし

た。また、「詳しい」が59回、「簡潔」が43回、「構

成」が36回出現しているように、限られた字数の中

でのまとめ方についての検討に、ChatGPTの出力

が役立つと感じた学生が多いことが分かりました。

タイプB（n=111）では「正しい」44回、「正

確」37回、「間違う」30回、「誤る」22回、「正

特　集

通りのレポート課題を出題することにしました。

タイプAでは、例年同様にまず学生自身に書か

せた後、ChatGPTにも同じテーマのレポートを書

かせ、両方をセットで提出させます。具体的な出

題内容（学生への指示）を以下に示します。

○章の範囲において、授業の中で疑問に感じ

たことを１つ選んでテーマとし、そのテーマに

ついて自分で調べまとめなさい。

・ タイトル（テーマ）、このテーマを選択し

た理由、レポート本文、参考文献に分けて

書く

・ そのうえでChatGPTに同じテーマのレポー

トを書かせる（できるだけ自分にとって役

立つように試行錯誤して工夫する）

・ ChatGPTの文章を参考に自分のレポートを

改善するとしたら、といった視点で感じた

ことをコメントする

・ レポート本文が600〜1000文字になるよ

うに

・ 参考文献は２つ以上（裏取り・補完）

タイプBでは、最初からChatGPTでレポートを

書かせ、その内容について正しいかどうか検証を

行わせます。学生への提示内容を以下に示します。

○章の範囲において、授業の中で疑問に感

じたことを1つ選んでテーマとし、そのテーマ

についてChatGPTに600字〜1,000字程度でレ

ポートを書かせ、その情報の内容について正し

いかどうか検証をおこないなさい。

・ 以下の項目について書く

タイトル（テーマ）、このテーマを選択した

理由、 ChatGPTに与えたプロンプト、

ChatGPTが生成した文章、正しいことが確認

された情報、誤っていることが確認された

情報、正誤不明な情報（調べても確認でき

ない情報）、欠けていると思われる情報、参

考文献（最低でも２つ以上）、感想

タイプCでは、ChatGPTを使って未経験のプロ

グラミング言語でプログラムを作成させ、レポー

トとしてまとめさせます。学生への指示内容を以

下に示します。

ChatGPTを使ってWordまたはExcelのマクロ

をVBAで作成し、それを実際に実行して動作

を確認したうえでレポートを作成し提出しな

さい。
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誤」13回、「間違い」12回と正誤に関連する語が

多く、また「調べる」59回、「必要」21回、「検

証」20回、「確認」14回といった語も目立ちます。

タイプBは正確性の検証を行わせたため、多くの

学生はChatGPTの出力について真偽を検証する必

要性を強く実感していました。

タイプCについては、情報系科目特有の出題内

容であるため、紙面の都合上ここでは省略します。

最終回で尋ねた「この授業でChatGPTを利用し

た感想」（n=111）でもっとも目を引いたのは

「便利」であり39回出現していました。また「正

しい」17回、「使い方」17回、「活用」16回、

「間違う」13回、「正確」12回、「利用」11回と

なっており、全体的に「使い方に気を付けつつ活

用していきたい」という感想が多かった一方、

「難しい」も７回出現していました。図１はアン

ケートのテキストから作成した共起ネットワーク

図です。

総合的には、こちらが出題の際に想定した感想

を多くの学生がもっており、ねらいは成功したと

言えます。

４．おわりに

文部科学省は2023年７月13日、全国の大学と

高等専門学校に対し、生成AIの教学面の取り扱い

について対応を促す通知を出しました。その文書[2]

内では「生成AIへのプロンプトに関する工夫やそ

れによる出力の検証、生成AIの技術的限界の体験

等により、生成AIを使いこなすという観点を教育

活動に取り入れることも考えられる。」と述べら

れています。

生成AIの登場によりレポート課題の出題方法を

見直す必要があると感じ、生成AIの利用を前提と

した課題を考案し実践しました。タイプAとタイ

プBについては、他の様々な科目で適応可能であ

り、上述の「生成AIを使いこなすという観点を教

育活動に取り入れること」も達成できていると考

えています。

今後も、学生による生成AIの不正利用を防ぎつ

つ有効活用を指導し、かつ教員側の課題採点の労

力を極力増やさない授業を目指し、さらに議論と

実践を重ねていきたいと思います。

参考文献及び関連URL
[1] 増井敏克，基礎からのプログラミングリテラシ

ー，技術評論社，2019.

[2] 文部科学省，大学・高専における生成AIの教学

面の取扱いについて（周知），

https://www.mext.go.jp/content/20230714-

mxt_senmon01-000030762_1.pdf

特　集

表１　出現頻度表

図１　本授業でChatGPTを利用した感想
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１．はじめに
この研究は、大規模言語モデルAI（ChatGPT）

を活用することで、大学生が自分自身を深く理解

する手助けになり、彼らのキャリア支援に役立つ

可能性を探るものです。学生の皆さんには、

ChatGPTを用いて自身の学習成果物（本研究では

課題レポート）を分析し、その結果を自己理解に

役立てるために振り返りをしてもらいました。

２．目的と意義
大学生にとって、自分自身をよく理解すること

は、卒業後のキャリアを考える上でとても重要な

要素の一つです。しかし、自分の得意なことや苦

手なこと、個性や能力を正確に把握することは簡

単ではありません。その結果、表面的な自己認識

に留まってしまう学生も少なくありません。この

研究では、生成AIを使って学習成果物（課題レポ

ート）を分析し、振り返りに活用することで、学

生が自分自身をより深く理解する手助けになるか

を探りました。もし、生成AIを用いた自己分析が

有効だとわかれば、支援を得るために一定の条件

（時間の調整や費用など）が必要なキャリアカウ

ンセリングや専門家の助けを借りることなく、ス

マートフォンがあればいつでも気軽に自己理解を

深めることができると考えられます。

３．調査方法
筆者が勤めている私立総合大学のキャリア教育

科目「キャリアデザインⅠ」（学部１年生を対象

とした必修科目）を受講したことがある11名の

学生に、その講義内で提出した３回分の課題レポ

ートの内容と指定のプロンプトをChatGPTに入力

してもらい、出力された分析結果に対する考察を

アンケート形式で回答してもらうよう依頼しまし

た。この調査では、協力してくれた学生が無料で

利用することができるGPT-3.5を使用しました。

生成AIを利活用した授業等の紹介と今後の授業の在り方を考える

（１）課題の内容

「キャリアデザインⅠ」の授業で出される課題

は、大学が定める１年次の教育目標の「自立」に

必要な力や、社会で必要とされるコミュニケーシ

ョン能力の向上につながる８つのテーマの中から

１つを選び、約３ヶ月間継続して取り組むもので

す。学生はその期間における行動や失敗、問題解

決のための工夫などから得られた気づきや学びを

レポートとしてまとめ、提出します。自分の意識

や行動が、時間の経過とともにどのように変化し

ていくのかに気づきやすくするために、学生は課

題の開始から約１ヶ月ごとにレポートを作成し、

合計３回レポートを提出します。１回のレポート

で求められる文章量は700〜900文字です。

（２）プロンプト

プロンプトは、大きく２つのパートに分類でき

ます（表１）。最初の入力パート（ステップ１〜

４）は、ChatGPTによる分析に必要な前提条件や

レポート内容を伝える内容。出力パート（ステッ

プ５〜７）は、入力パートの情報を基にChatGPT

に分析結果を出力させるための内容になります。

特　集

生成AIによる自己理解の深化
〜学習成果物を活用したキャリア支援の可能性〜

表１　プロンプトの全体像

ｽﾃｯﾌﾟ1

ｽﾃｯﾌﾟ2

ｽﾃｯﾌﾟ3

ｽﾃｯﾌﾟ4

ｽﾃｯﾌﾟ5

ｽﾃｯﾌﾟ6

ｽﾃｯﾌﾟ7

入力

パート

指令概要

課題レポート1

課題レポート2

課題レポート3

3ヶ月を通じた成長分析

社会人基礎力の指標を用いた成長分析

弱点及び改善すべき点の導出

福山大学　
大学教育センター講師 前田　吉広

出力

パート

学生には、教員が事前に用意したプロンプト

（次ページ表２）を全７回のステップに沿って、

順番にコピー＆ペーストしてもらうように指示を

しました。こうすることで、11名の学生が

ChatGPTに入力する内容の統一を図りました。ま

た、学生には自身が３回に亘って提出した課題レ
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４．結果と考察
この研究では、アンケート結果とChatGPTの出

力結果の２つに関して考察を行いました。

（１）アンケート結果と考察

学生がChatGPTによるレポート課題の分析結果

をどのように評価したかをまとめたものが表４に

なります。

ポートの内容を指定のタイミング（ステップ２、

３、４）でコピー＆ペーストしてもらい、ChatGPT

に学習させる内容をパーソナライズする作業を行

ってもらいました。

ステップ５、６、７では、前のステップで学習

した3回分のレポート内容に基づき、ChatGPTに

3種類の異なる分析結果を出力するよう求めるプ

ロンプトを用意しました。

（３）調査方法

この調査は、Zoomを使ったオンラインのライ

ブ配信による講義形式で実施しました。学生はそ

れぞれのパソコンからオンライン講義を受けなが

ら、教員から提供されたプロンプトをコピー＆ペ

ーストしてChatGPTに入力しました。ステップ２、

３、４で自身の課題レポートを入力する際は、個

人情報に当たる内容がレポートに含まれていない

かを確認してもらい、該当箇所が見つかった場合

は、その部分の修正を勧めました。その後、ステ

ップ５、６、７で出力された分析結果が自己理解

にどの程度有効だったか５段階で評価してもら

い、その回答理由と合わせてMicrosoft Formsで作

成されたアンケート（表３）に回答するよう依頼

しました。

特　集

表２　プロンプトの詳細

ステップ プロンプト

1

【指令概要】

これから、私が３ヶ月間取り組んできたことについて、ChatGPT

に伝えます。ChatGPTは、私が取り組んできた内容を記載した報

告書を分析し、３ヶ月を通じてどのように成⻑したかを説明して

ください。私の取り組みは、１ヶ月ごとにレポートとしてまとめ

ています。

課題レポート１ 取り組み開始から１ヶ月後に記載

課題レポート２ 取り組み開始から２ヶ月後に記載

課題レポート３ 取り組み開始から３ヶ月後に記載

課題レポート１〜３の記載時期も考慮して、私の成長を分析して

ください。これから、課題レポート１から順番に伝えます。準備

は良いですか？

【課題レポート1の入力】※学生により異なる

【課題レポート2の入力】※学生により異なる

【課題レポート3の入力】※学生により異なる

【3ヶ月を通じた成長分析】

以上、３つの報告書から、私が３ヶ月を通じてどのように成長し

たかについて、３つのポイントにまとめて説明してください。

【社会人基礎力の指標を用いた成長分析】

次に、経済産業省が提唱する「社会人基礎力」の12の能力要素

（主体性、働きかけ力、実行力、課題発見力、計画力、創造力、発

信力、傾聴力、柔軟性、情況把握力、規律性、ストレスコントロ

ール力）に照らし合わせて、私が3ヶ月を通じて特に成長したと

考えられる能力要素を３つ選び、その理由を説明してください。

【弱点及び改善すべき点の導出】

最後に、３つの報告書から、私の弱点や改善すべき点を導き出し、

３つのポイントにまとめて説明してください。

2

3

4

5

6

7

表３　分析結果の有効性を測るアンケートの概要

設問数 9問

設問

内容

【Q1.「ステップ5」に対するChatGPTの回答内容を転記し

て下さい

Q2. ChatGPTの回答内容について、あなたの感想に最も

近いものは次のどれですか？(5段階)

Q3. Q2の回答理由を説明して下さい

Q4.「ステップ6」に対するChatGPTの回答内容を転記し

て下さい

Q5. ChatGPTの回答内容について、あなたの感想に最も

近いものは次のどれですか？(5段階)

Q6. Q5の回答理由を説明して下さい

Q7.「ステップ7」に対するChatGPTの回答内容を転記し

て下さい

Q8. ChatGPTの回答内容について、あなたの感想に最も

近いものは次のどれですか？(5段階)

Q9. Q8の回答理由を説明して下さい

とても参考になった、まあまあ参考になった、どちらとも

言えない、あまり参考にならなかった、参考にならなかった

5段階

評価の

項目

表４　各ステップの分析結果に対する学生の評価

とても参考になった

まあまあ参考になった

どちらとも言えない

あまり参考にならなかった

参考にならなかった

ステップ5

2名

8名

1名

0名

0名

ステップ6 

8名

2名

1名

0名

0名

ステップ7

7名

3名

0名

0名

1名

多くの学生がChatGPTによる３種類の分析結果

に対して肯定的な意見を持っていることがわかり

ました。特にステップ６、７の分析結果は「とて

も参考になった」という評価が最も多く、ステッ

プ５と比べて、より高い満足度が示されました。

特に高い評価を受けた理由は、「課題レポート

の一部分を根拠にして、自分が成長した能力がは

っきりと表現されていた」ことや、「普段、自分

では使わないような語彙や表現を通じて、自己の

特性が明確に描かれていた」こと等があげられま

した。

社会人基礎力の指標に基づく成長分析（ステッ

プ６）では、社会人基礎力12の能力要素の視点

が加わり、新たな切り口から学びや気づきを得ら

※赤枠部分は、最も回答が多かった選択肢
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れたことが評価されたと考えられます。ステップ

６の分析結果に挙げられていた12の能力要素の

選出回数を整理したものが図１です。「主体性

（11回）」が最も多く、次いで「柔軟性（９回）」、

「課題発見力（６回）」という結果になりました。

と出力された情報の文字数の合計に大きな差はな

く、概ね入力した情報に相当する分析結果が出力

されたことが確認できました。

アンケート結果と照らし合わせて、特に評価の

高かった（とても参考になった）分析結果の特徴

を導き出したところ、「自分が自己認識していた

強みや弱みが、結果としても明らかになった」こ

と、また「これまで気づいていなかった強みや弱

みを新たに発見できた」こと、「自分ではうまく

整理や表現ができなかった内容が言葉にされてい

た」こと等が主な高評価の理由として挙げられま

した。

これらのことから、ChatGPTのような生成AIを

利用した学習成果物の分析は、学生のみでは難し

い深い自己理解を促すキャリア支援の方法として

一定の効果があると推察されます。生成AIの更な

る改善と進化によって、キャリアカウンセリング

や専門家の手を借りることなく、学生が自己理解

を深め、自己肯定感を高めることができるように

なることが期待できます。

５．今後の課題
この研究を通じて、生成AIを使用した学生の自

己分析支援には一定の効果があることが確認でき

ました。この結果は、現代の大学におけるキャリ

ア教育に求められる時代のニーズに合った支援方

法の一つとなる可能性があると考えます。

しかし、協力してくれた学生が11名と限られ

ていることや、特定の科目におけるケーススタデ

ィに過ぎないため、結果を一般化することには難

しさがあります。今回の調査では、学生自身が気

軽に利用できる無料版ChatGPT（GPT-3.5）の出

力結果を使用しましたが、有料版ChatGPT

（GPT-4）を利用することで分析結果も大きく変

化することが確認できています。今後、生成AIの

進化によって分析結果が変わる可能性や、他の科

目や学習成果物に対しても同様の効果があるのか

どうかを確かめるためには、より多くの学生を対

象にした更なる調査が必要です。さらに、学生の

将来のビジョンに適した分析結果を得るために

は、プロンプトの改善や追加情報の入力が求めら

れます。また、生成AIの分析結果に過度に依存し

ないような教育方法の開発も必要になります。

ChatGPTを始めとする生成AIの潜在能力と限界

を教員が理解し、その特性を活かしながらキャリ

ア教育に適切にとり入れ、指導とサポートを行っ

ていくことが大切だと考えています。

特　集

図１　ステップ６の分析結果に挙げられた社会人基礎力
12の能力要素の選出回数

一方で、「どちらとも言えない」「参考にならな

かった」という回答を選択した理由に、「ありき

たりな内容だと感じた」といった意見も見られま

した。今回、ChatGPTに学習させた情報が学生の

作成したレポートのみだったこともあり、既知の

内容と重なる部分が少なくなかったことが、この

ような評価・意見につながったと考えられます。

（２）ChatGPTの出力結果と考察

ステップ２、３、４で入力された各学生の課題レ

ポートの文字数と、ステップ５、６、７で出力さ

れた分析結果の文字数を比較した結果が表５です。

表５　レポート（３回分）の合計文字数とChatGPTによ
る分析結果（３回分）の合計文字数の比較

学生NO

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

合計

レポート文字数

1,707

2,342

2,299

1,354

2,260

2,503

2,013

3,063

722

2,682

2,982

23,927

ChatGPT文字数

2,017

2,014

2,131

2,096

2,091

1,830

1,769

1,991

1,817

3,123

2,480

23,359

差

-310

+328

+168

-742

+169

+673

+244

+1,072

-1,095

-411

+502

+568

※グレー部分は、文字数の差がマイナスを示したもの

今回用意したプロンプトでは、個人単位による

違いは若干ありましたが、入力した情報の文字数



16 JUCE Journal 2023年度 No.4

１．はじめに

2023年度に実践女子大学短期大学部と山野美

容芸術短期大学で「カルタプロジェクト」を実施

しました。これはカルタ制作を通じた学生と高齢

者の相互支援の活動であり、その中で生成AIを活

用しています。今回はその活動に至るまでの経緯

と、カルタプロジェクトの具体的な内容、その成

果について紹介します。

２．これまでの試みと見えてきた課題

実践女子大学短期大学部と山野美容芸術短期大

学は、私立大学情報教育協会が主催している｢地

域貢献支援事業コンソーシアム」のうちの「高齢

者支援事業」を通して連携を開始し、2021年度

より学生と高齢者による世代間交流を、オンライ

ン・オフラインの様々な方法で実施してきまし

た。コロナ禍の時期は、Zoomを使って学生と高

齢者の交流を実施しました。また2022年度には、

映像の撮影方法について映画監督を招いてワーク

ショップを開催し、それを基に学生が高齢者にイ

ンタビューを行い、YouTube動画を作成しまし

た。

こうした活動は、学生と高齢者の交流機会を増

やすという成果があった一方、課題も見えてきま

した。第一の課題は、Zoomの短い時間の交流で

は、学生が高齢者とうまくコミュニケーションが

とれず、高齢者から学生への一方通行の会話にな

りがちであること、第二の課題は、コロナ禍が終

息して以降の学生の参加率の顕著な減少でした。

両校とも昼休みの短縮などで時間的余裕がなくな

る中、こうした活動をすべて課外活動として継続

することが困難となりました。

そこで2023年度は、学生の負担を大幅に軽減

しながら学生と高齢者の交流が一方通行ではなく

双方向の学びあい、相互支援となることを目指し

生成AIを利活用した授業等の紹介と今後の授業の在り方を考える

ました。また、各教育機関の関わり方も見直しま

した。すなわち、実践女子大学短期大学部は正課

授業を中心に活動を行い、山野美容芸術短期大学

は課外活動で協力するという体制にしました。さ

らに活動の負担を軽減する手段として、生成AIの

積極的な導入を試み、「カルタプロジェクト」を

計画することとなりました。

３．カルタを取り入れた背景

2023年度の活動にカルタをとり入れたきっか

けは、日本福祉大学が制作した認知症カルタでし

た。このカルタは、認知症に優しい地域づくりを

考え、「遊び」を通じて将来、自分の身近な人が

認知症になった時に優しい対応ができるようにな

ってほしい、という願いを込め制作されたカルタ

です。このカルタをモデルとしながら、高齢者の

フレイル予防や健康寿命延伸を目的としたカルタ

を目指し、カルタのテーマを「健康、美容、食生

活」とすることとしました。

カルタ作りには、実践女子大学生活科学部食生

活科学科も含めた３つの教育機関が参加しまし

た。実践女子大学、実践女子短期大学部英語コミ

ュニケーション学科の学生は、「健康、食生活」

に関する知識を基に、また山野美容芸術短期大学

の学生は、日常の整容、美容の知識を基にカルタ

を制作しました。

高齢者の団体としては、これまで交流を続けて

きた２つの異世代者団体（BABA lab、地域デビ

ュー楽しみ隊）の協力を受けることとなりました。

こうして３つの教育機関と２つの異世代者団体が

共同でカルタを制作することになりました。

参加者の負担を減らすという点では、カルタの

読み札制作は、学生と異世代者が分担して制作す

ることが可能です。また、読み札の句や絵札のイ

ラスト制作では、生成AIを活用することにより、

特　集

三田　　薫
及川麻衣子

実践女子大学短期大学部 
英語コミュニケーション学科教授

(左から　三田、及川)

山野美容芸術短期大学 
美容総合学科准教授

私情協の短期大学コンソーシアム活動に生成AIを導入した学びの成果
～地域貢献支援事業の「高齢者支援事業」での試行～
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学生の負担が軽減されると考えました。

学生と高齢者の学びあいを促進するという点で

は、それぞれが制作した読み札を通して、学生と

高齢者が互いの感性や日常的に抱えている課題を

知る機会となることを目指し、また、カルタが完

成した際に対面でカルタ大会を実施することによ

り、交流が深まると考えました。

2023年度前期は５月に読み札募集、６月に絵

札のイラスト制作、７月20日にカルタ大会とい

う流れで「カルタプロジェクト」を実施しました。

４．活動内容

（１）実践女子大学短期大学部の活動

実践女子大学短期大学部では、英語コミュニケ

ーション学科の三田ゼミクラスの学生が中心とな

って活動を行いました。まず、生成AIに慣れるた

めの練習を行いました。カルタの読み札制作では

ChatGPTに質問して読み札の候補を出させる作業

を体験させました。必ずしも思い通りの読み札が

出力されない中、学生は何度かのトライアルで納

得のいく読み札を見つけるプロセスを体験しまし

た。著作権への配慮に関しては、ChatGPTの出力

した読み札について、インターネット上で同じ読

み札がないかをチェックさせました。絵札制作で

は、グラフィックデザインツールCanvaで画像を

制作する練習を行いました。Canvaで制作した絵

札は、商用利用も可能なものとなっています。学

生たちはさらに、Zoomセッションを開催して高

齢者にChatGPTとCanvaの使い方を説明しました。

同時にオンデマンドのChatGPTとCanvaの説明動

画を作成して、山野美容芸術短期大学の学生向け

に配信しました。

カルタの読み札と絵札が完成した暁には、カル

タ大会を対面で実施しました。前期の対面カルタ

大会は2023年７月20日、実践女子大学渋谷キャ

ンパスで開催し、実践女子大学短期大学部学生

15名高齢者４名（地域デビュー楽しみ隊３名、

BABA lab １名）で行いました。また終了後に夏

休みに楽しみたいこと、頑張りたいことについて

話し合う機会を設けました（写真１）。

特　集

写真１　カルタ大会とその後の話し合いの様子

（２）山野美容芸術短期大学の活動

カルタの読み札制作は、各校で50音の中から

分担しました。本学学生は健康・美容をテーマに

５・７・５のリズムを大切に考え制作しました。

その際、高齢者が内容を理解しやすいよう、難し

い言葉や分かりにくい表現は使わずに、絵札のイ

ラストを使用して内容を可視化するなど工夫しま

した。また、カルタ制作には、ChatGPTやCanva

などICTを活用することを試みました。基本にな

る用語と出来上がり文字数などを設定し、生成し

た読み句の意味を点検しました。

５．各団体のカルタ作品

以下の、a,bはBABA labの作品、c,dは地域デビ

ュー楽しみ隊の作品です。e,fは実践女子大学短期

大学部、g,hは実践女子大学生活科学部食生活科

学科、i,jは山野美容芸術短期大学の学生の作品で

す。異世代グループの作品は、その世代ならでは

の実感が伝わる作品となっています。学生の作品

には、それぞれの専門や興味が反映されています。

a．痛みなく　検査結果で　病あり

b．うた歌い　口の体操　誤嚥なし

c．茶のカテキン 血糖値下げるって ほんまか

いな

d．ぬかどこに 美味しくなーれの おまじない

e．ヘル酢ケア　和風サラダで　野菜摂取

f． るんるんで　沢山運動　頑張ろう

g．モロヘイヤ　カルシウム多く　骨に良い

h．焼きいもで　エネルギー補給　おやつに

しよう

i． フェイシャルマッサージ　血行良くする

むくみとる

j． ほうれい線　表情筋トレ　マッサージ

絵札は、３つの教育機関の学生が分担して、

Canvaを用いて制作しました。（次ページ図１）

６．学生と高齢者の感想

以下は、生成AIを用いたカルタ制作についての

学生の感想です。

・ キーワードを入れるだけで読み札を作っ

てくれるので想像していないものができて

面白い。

・ 自分では思いつかないようなこともどんど

んアイデアを出してくれるので、よかった。
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・ 異世代の方が考えてくれたカルタや自分

達が作ったカルタがどんどんカードという

形になって、実際にカルタ大会も開催でき

たことはとても嬉しかった。

・ 一緒に何を作り上げる楽しさに気づけ

た。カルタ大会当日もとっても楽しめた。

以下は「カルタプロジェクト」に参加した高齢

者の感想です。

・ ChatGPTやCanvaの使い方がよく分かり

ました。一生懸命に学生さんが教えてくれ

て大変有意義な時間でした。説明も上手で

した。

・ カルタ大会は、試合ということもあっ

て盛り上がり、一所懸命取り組むことがで

きて、大変楽しく参加できました。

・ カルタの完成度が高いなと思います。こ

うしたことができるのであれば、応用とし

ていろいろできるのだろうなと感じます。

・ もし１セットいただけましたら、地元

の団体で活用いたしたいと思います。

・ シニアは、何かと、自分を発信する場

所、居場所を探しています。この場が、新

しい発見の場となり、何かを伝えたいし、

自分の役割・出番を求めています。こうい

う機会いただいたことは、今回の参加者全

員が、感謝しております。

７．まとめと今後の展望

短大生が多忙のために、長時間の課外活動への

参加が困難になる中、核となる正規授業と複数の

教育機関の課外活動の組み合わせにより、学生が

無理なく活動に参加できる体制が整えることがで

きました。

今回の活動にChatGPTやCanvaといった生成AI

を導入したことで、学生の作業時間が大幅に短縮

され、学生があまり負担を感じずに活動に参加す

ることが可能となりました。

また１つの教育機関の学生が作成した説明動画

を他校の学生がオンデマンドで視聴できる体制に

することで、学生が自由な時間に視聴して生成

AIの使い方を学ぶ機会を提供できることとなりま

した。

さらに学生がChatGPTやCanvaに慣れ、その使

い方について情報共有することで、学生自身の新

時代の技術に対するリテラシーが向上していくこと

が期待されます。

カルタの読み札は「健康、美容、食生活」をテ

ーマに３つの教育機関と２つの異世代団体が分担

して制作しました。でき上がった作品は、世代に

よる興味や課題の違いを如実に映すものとなって

おり、互いの理解を深める機会となりました。

「美容」や「健康」に着目したカルタ制作につい

ては、「美容」を高齢者支援にどのように活用で

きるかについて、学生同士で話し合い、「美容」

「健康な身体づくり」について考える機会ともな

っています。

カルタ制作は、学生と高齢者が一方通行ではな

く相互に貢献する有意義な場となりました。何よ

りも生成AIや各種アプリを活用することで、学生

と高齢者の「協働作業」が実現し、相互理解、相

互支援の機会が実現したことは、主催者として大

きな成果であると感じています。

特　集

図１　学生がCanvaを用いて制作した絵札
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１．はじめに
ChatGPT等の生成AIは、ブレインストーミング

などの学びの場面で効果的に利用できることが知

られていますが、短大生による地域の課題解決活

動の場面において学生や教員にとって特に大きな

効果が見込める可能性があります。

本稿では、「地域価値発見支援事業」[1]において

明らかになってきた学生や教員の抱える課題が生

成AIの利用で解消される可能性を議論し、本事業

に生成AIを活用する構想について紹介します。

２．地域価値発見支援事業で見えてきた
学生と教員の課題
令和４年度に私立大学情報教育協会の「地域価

値支援事業」として大阪夕陽丘学園短期大学、志

學館大学、和泉短期大学、別府大学短期大学部の

４つの大学・短期大学が協力して三重県志摩市の

廃棄真珠の新たな活用法を模索する「真珠価値探

求プロジェクト」を行いました。この活動は異な

る地域にある大学の学生がオンライン上で定期的

に話し合いを行いながら、廃棄真珠の新たな活用

法のアイディアを出すことで、多様な視点から新

たな地域価値を考えるという点が特徴です。

プロジェクトは、学生のアイディアや他校との

連携で想定以上の成果がありましたが、一方で活

動に参加する学生や指導する教職員側には課題や

負担が生じることも明らかになりました。

短期大学の学生は、２年間という短い学修年限

で授業や実習、就職活動などに取り組まなければ

ならないため、一般的に４年制大学の学生に比べ

て過密なスケジュールになっています。そのため、

学生同士が集まり議論や活動を計画したり、経験

を積んだ２年生から１年生が助言を得るなどの時

間確保が困難でした。こういった状況的な制約の

ため、学生たちは、未知の領域の情報収集やアイ

ディア出し、役割分担などの行動計画と調整を、

限られた時間の中で行わなければならない、とい

う課題が見えてきました。

学生の抱える時間的な制約や経験不足を補うた

生成AIを利活用した授業等の紹介と今後の授業の在り方を考える

めには、多くの場面で教職員による支援・指導を

必要としました。例えば、自県・他県のイメージ

や観光客のニーズを考えるといった社会を俯瞰的

に考える活動や、学生が学内・学外関係者と連携

が必要になった際の依頼方法や関係調整などは、

学生だけでは短時間で成果が得られにくく、教職

員の支援・指導が必要でした。日常の細かな活動

も含めて全般的に教職員による支援・指導が必要

であり、教職員の負担感は少なくありませんでし

た。さらに別の観点から見ると、教職員が過度に

支援することが、学生が課題解決の経験や自主的

な活動を行うという、事業の根本的な目的から学

生を遠ざけてしまっていないかという懸念も生じ

ました。

これらの課題の解決に向け、生成AIを活用する

ことで、学生の経験の不足を補い、時間も短縮し、

教職員の負担を減らしつつ、結果的に学生主体の

活動を実践できるのではないか、というのが本構

想の動機です。

３．プログラムの構想
現在、本構想で活用している生成AIはChatGPT

です。まだ本格的な実践前であり、構想イメージ

の紹介になりますが、試行プロジェクトとして、

「地域の特産品を用いたアレンジレシピを生成AI

を活用して考え、それをSNS等で発信していく」

を進めているところです。

試行プロジェクトに取り組む過程で、生成AIの

活用により学生が主体的に活動を推進することが

できるのか、教員負担を減らせるのか、について

事例と方法を蓄積したい、と考えています。

生成AIを活用するためには、学生がうまく課題

を言語化し、生成AIに入力する必要があります。

その出力結果を評価したり、出力結果に基づいて

学生間や教職員と議論を進めたり支援を求めたり

する過程においても言語化が求められます。この

ように生成AIの活用は、課題の言語化を通して議

論を活性化し、結果的にプロジェクト全体を推進

させる効果が期待できます。この「生成AI活用に

特　集

別府大学短期大学部　
准教授

(左から　衛藤、後藤)

別府大学短期大学部　
教授

「地域価値発見支援事業」に
生成AIを導入する学びの構想
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津市と連携して行っている地元食材のスッポンを

活用したレシピの開発において栄養学を学ぶ短大

学生にChatGPTを使ってもらいました。

学生たちは、まず「既存のスープやシチューに

スッポンの出汁を活用した料理を５つ提案してく

ださい」というプロンプトを入力しました。

ChatGPTからは「スッポン風味のビーフシチュー」

「スッポン入りクリームシチュー」「スッポン風味

のポトフ」「スッポン出汁のトマトスープ」「スッ

ポン風味の具だくさん味噌汁」という提案があり、

その中から「スッポン入りクリームシチュー」

「スッポン風味のポトフ」の２つを選択し試作し

ました。その際「スッポン入りクリームシチュー」

は、学生のアレンジをくわえて「クラムチャウダ

ー」に変更しました。

試作の結果、「クラムチャウダー」は問題なく

作成できましたが、「ポトフ」はスッポンの臭み

が若干感じられるものとなったため、さらに

ChatGPTに「スッポンの肉の臭みをとる調理方法

を５つ提案してください」というプロンプトを入

力し、「醤油やみりんを使った下味漬け」「酢やレ

モンを使ったマリネ」「薬味を活用した料理」「唐

辛子や山椒を使った辛味料理」「高温での焼き調

理」という回答の中から「薬味を活用した料理」

の提案を採用し、万能ねぎとともにスッポン肉を

下茹でするという調理法を試しました。その結果

として臭みの薄れたポトフを作成することができ

ました。

このように、それまで新規レシピ開発に必要で

あった「事前にスッポンの特徴を調べる」「応用

できそうなスープの候補を調べる」「その作り方

を調べる」「問題点があればその解決法を調べる」

という何段階かのステップを、生成AIを活用する

ことで高速に実行することができ、実際に運用し

た学生たちからも「慣れれば使いやすかった」

「色々な手間を省けた」「アイディアを出してくれ

る点がよかった」という声を聞くことができました。

６．終わりに
試行プロジェクトを通じて、学生が生成AIを活

用して課題解決を進める方法に大きな可能性があ

ることを実感しています。生成AIの活用は、未

知の課題へ挑戦する際のハードルを下げ、主体性

を引き出す効果があるようです。試行プロジェク

トを継続し、学生が主体的にプロジェクトを推進

するための方法論を整備していきたいと考えてい

ます。

関連URL
[1] 私立大学情報教育協会「短期大学生による地域

貢献支援事業の試行紹介」

https://www.juce.jp/LINK/tandai/consortium.html

よる学生主体のプロジェクト推進モデル」の構築

を目指しています。

４．想定される活動場面と効果

試行プロジェクトでは、具体的な活動場面ごと

に生成AI活用方法を事前にシミュレーションし

ています。以下に、いくつかの活動場面を紹介し

ます。

＜ステークホルダーや多面的分析の場面＞

「地域の特産品を用いたアレンジレシピを生成

AIを活用して考え、それをSNS等で発信していく」

の活動を行う際には、様々なステークホルダーと

の関わりや多面的分析が必要になってきますが、

具体的にどのようなステークホルダーとの関わり

や分析が必要かを、短大生がゼロから考えるには

多くの労力が必要となります。しかし、生成AIを

活用しアイディアを出してもらうことで、この労

力を軽減させることができ、議論のスピード・精

度が大きく改善すると見込まれます。ChatGPTを

使えば「生産者、地域コミュニティ、栄養学の専

門家、大学関係者、SNSフォロワー、小売店／レ

ストラン」などの回答例が得られます。

＜チーム活動支援の場面＞

役割分担やスケジュールを検討するためには、

一般的には豊富な経験が必要となりますが、短大

生にとっては初めての経験であったり、チーム活

動の経験が不足していたりすることから難しい問

題となります。このような場面でも、生成AIを活

用し役割分担やスケジュールを提案してもらうこ

とで、経験不足を補い従来よりも短時間で円滑な

チーム活動を行えることが想定できます。

ChatGPTで「10人のチームで13週間でプロジェ

クトを推進するための役割分担とタイムスケジュ

ールを一覧形式で提案してください」などの利用

が想定されます。

＜SNS情報発信の場面＞

SNSを活用して情報発信を行う際にも投稿の内

容、時間帯、頻度、キーワード、画像編集方法な

ど、考えなければいけないことは多くあります。

これらは投稿を見てもらいたいターゲット層によ

っても異なり、より効果的な情報発信を行うため

には多くの知識が必要となり、短大生にとっては

負担となります。生成AIに提案してもらうことで

この負担も軽減することが可能となり、従来より

も効果的な情報発信が可能となることが想定でき

ます。

５．試行プロジェクトでの学生の反応
試行プロジェクトの一環として、現在大分県中

特　集
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①　新しいアイデアや発想などを生み出す学びに、生成AIが回答した生成物(情報の収集、アイデイア出し、

論点・課題の洗い出し、翻訳やプログラミング、デザイン・曲など)を材料として用い、チームで意見を出

し合い議論することを通じて、本質を捉える学びが鍛えられることから、思考力・判断力・表現力等の向

上に寄与することが期待されます。

②　これからの学びでは答えの適否に加えて、思考・判断の過程をエビデンスベースでどのように行ったの

かが大事になります。例えば、生成AIを用いても、思考・判断のプロセスを明確化し、結論に至った経緯

を納得・説得できることが評価されることで、社会に通用する発信力の成果が期待されます。

③　これまでの知識の正確性や量などを判定する学修評価に加えて、生成AIを用いた思考プロセスの適切性

を判定する評価を併用することにより、知識伝達型教育から思考プロセス重視型教育への転換が加速化し、

考える力を基軸とした学修評価の普及・推進が期待されます。

生成AIを利活用した授業等の紹介と今後の授業の在り方を考える

生成AIの利活用に留意することが望まれる観点の整理
公益社団法人　私立大学情報教育協会

特　集

生成AIの出現により、学びの質向上にどのような変革が期待されるか

学びで生成AIを使いこなすには、どのような点に注意すればよいか
①　生成AIは、人間のように言葉の意味を理解して回答しているのではなく、大量のデータを処理して統計

的に単語を繋ぎ合せているため、誤り、偽り、偏り等の回答が多く見受けられます。また、回答にどのよ

うな情報が使われているのか、わからない仕組みになっています。そのことを理解した上で、様々なツー

ルを用いて回答内容の信憑性、回答の根拠を点検・確認するなどの習慣を身に付けておく必要があります。

②　生成AIから期待する回答を引き出すには、質問・指示(プロンプト)の仕方を変えて繰り返し尋ねるなど、

学びの中でプロンプトの経験を積むことが効果的です。　　　

③　生成AIの回答を鵜呑みにする｢依存性｣から脱却するために、学生同士で生成された内容の真偽やアイデア

などの適切性を議論する習慣を学びに定着させ、常に批判的視点で利活用を判断できるようにすることが

望まれます。

④　生成AIが得意とすることを学ぶだけではなく、生成AIが苦手とする感性や倫理観、創造力、コミュニケ

ーション力などを育てる訓練を、社会との実践体験による学びなどを通じて、今まで以上に強化する必要

があります。

⑤　使いこなすことを支援する教育や研究の在り方の開発が重要になります。例えば、現在の生成AIは数年

前までの過去の情報を扱っているため、情報の最新性に限界があります。SNSに個人がアップしている動画

情報(YouTubeなど)を生成AIと連結して使えば、広く世界から情報を収集して自分のオリジナルな動画情報

の支援に使うことができます。

⑥　生成AIへの入力で機密情報や個人情報が流出する可能性があるので、安易な入力を避ける習慣を身に付

ける必要があります。また、生成AIの学習に個人情報が利用されないオプトアウト設定の有無を確認する

ことも大事です。しかし、現在のところ、この仕組みが正常に作動して、個人情報が使用されていないこ

とを第三者が判定する方法は見当たりません。

⑦　生成AIの回答に手を加えて自分の著作物として公表する場合は、他者の著作権を侵害していないかどう

か、点検の習慣を身に付けておく必要があります。例えば、生成AIに｢○○と似た｣などの指示をして画像を

出力し、それを自分の著作物として公表するなどの場合には、類似性に加えて依拠性があることから、著

作権の同一性保持権侵害が考えられますので注意が必要です。また、生成AIを使用するときは、常に使用

した文章や画像にAIを使用した内容を表示するなど、著作権に対する積極的な配慮が必要になります。

⑧　社会に出て生成AIを使うことになりますので、ビジネスベースでの著作権規制の動向、例えば、EUのAI

の包括規制法などの概要についても認識しておくことが望まれます。生成AIの利用環境は、国内外で時々

刻々と変化していますので、常に関心を持つ習慣が必要になります。

生成AIの利活用について、本協会においてこれまで議論した観点を、以下のように整理しましたので、紹介します。
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度は、学生の数理・データサイエンス・AIへの

関心を高め、それを適切に理解し活用する基礎的な能力（リテラシーレベル）や、課題を解決するた

めの実践的な能力（応用基礎レベル）を育成するため、数理・データサイエンス・AIに関する知識及

び技術について体系的な教育を行う大学等の正規の課程（教育プログラム）を文部科学大臣が認定及

び選定して奨励するものです。これにより数理・データサイエンス・AIに関する基礎的な能力及び実

践的な能力の向上を図る機会の拡大に資することを目的としています。

本協会では、認定された教育プログラム（リテラシーレベル）の中から、先導的で独自の工夫・特

色を有する教育プログラム（プラス）について、これまで大学からご協力いただきました教育実践な

どの取組みを令和４年度まで紹介しております。また、令和４年度から数理・データサイエンス・AI

を活用して課題を解決するための実践的な能力を育成する教育プログラム（応用基礎レベル）の認定

が行われ、高等専門学校含めて｢大学等単位｣で27校、｢学部・学科単位｣では41校が認定されました。

その中で、｢認定教育プログラム（応用基礎レベル）プラス」の取組み（「大学等単位」６校、「学部・

学科単位」３校）について、前々号（９月号）と前号（12月号）に（「その１」、「その２」）として紹

介しています。今号では、令和５年度に「認定教育プログラム（応用基礎レベル）プラス」に認定さ

れた７大学の中から「教育実践取組みの紹介（その３）」として紹介させていただきます。

以下に「認定教育プログラム（応用基礎レベル）」、「認定教育プログラム（応用基礎レベル）プラ

ス」の要件を掲載します。

｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（応用基礎レベル）プラス」選定校における

教育実践取組みの紹介（その３）

● 認定手続き等

・　審査は外部有識者（内閣府・文部科学省・経済産業省が協力して選定）によ

り構成される審査委員会において実施

・　審査の結果を踏まえ、文部科学大臣が認定・選定

・　取組の横展開を促進するため、３府省が連携して認定・選定された教育プロ

グラムを積極的に広報・普及

●　スケジュール 

３月：公募開始 ５月：申請受付締切 ８〜９月：認定･選定結果の公表

プラス選定要件：大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されて
いること
認定教育プログラム プラス（（MDASH- Advanced Literacy＋）
の認定手続き等

（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度 概要」より転載）

• 大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程

• 学生に広く実施される教育プログラム（全学開講、学部･学科単位による申請可）

• 具体的な計画の策定、公表

• 学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得（モデルカリキ

ュラム参照）

• 学生に対し履修を促す取組の実施

• 自己点検・評価（履修率、学修成果、進路等）の実施、公表

• 当該教育プログラムを実施した実績のあること

認定教育プログラム（MDASH*-Advanced Literacy）の認定要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度 概要」より転載）

＊Approved Program for Mathematics, Data science and AI Smart Higher Education
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は、次節においてMDASHプログラムを始めるま

での準備の説明を行い、第３節において応用基礎

レベルカリキュラムの概要、さらには、本学にお

ける独自の工夫や特色を紹介します。

２．MDASHプログラムの準備
MDASH認定制度は、数理・データサイエン

ス・AIに関する大学・短期大学や高等専門学校の

正規の課程の教育プログラムを対象とした認定制

度ですが、本学では正規課程プログラムとして導

入するまでの準備を、次のように実施してきまし

た。まず、2016年度から、情報工学部において、

文部科学省の「成長分野を支える情報技術人材の

育成拠点の形成（第２期enPiT）」に連携大学とし

て参画し、ビッグデータ・AI分野の教育カリキュ

ラム（Kyutech ABC）を独自に推進してきました[3]。

Kyutech ABCは、機械学習を題材として、連携企

業から提供を受けたリアルなビッグデータを処理

する独自の教育プログラムとなっており、2020

年度までに150人を超える修了生を輩出し、

2021年度以降はKyutech ABCは情報工学部の正

規のカリキュラムの一部として継続されていま

す。Kyutech ABCは、本学の数理・データサイエ

ンス・AIの基礎知識を応用する場として活用され

ています。

2018年４月には、リテラシー教育の充実とエ

キスパート人材育成を目指して、情報工学部知能

情報工学科内にデータ科学コース、人工知能コー

ス、メディア情報学コースを設置しました。デー

タ科学コースは、様々なデータから規則や知識を

１．はじめに
本学は、1909年に開学した私立明治専門学校

を前身とする歴史を持つ大学で、３つのキャンパ

スを持っています[1]。福岡県北九州市の戸畑キャ

ンパスには工学部、福岡県飯塚市の飯塚キャンパ

スには情報工学部、また、北九州市の若松キャン

パスには大学院生命体工学研究科があり、学生数

が約5,600人の工学系大学です。本学における数

理・データサイエンス・AI教育プログラム（以下

ではMDASHプログラム）は、数理・データサイ

エンス・AIの知識を専門分野へ応用・活用できる

高度な技術者を目指す教育プログラムです[2]。低

年次から高年次まで用意されている基礎科目およ

び専門科目、さらに演習・実験科目の履修を通し

て、数理・データサイエンス・AIの知識を様々な

専門分野へ利活用する能力を身に付けることがで

きることを目指しています。リテラシーレベル教

育プログラムでは、数理・データサイエンス・AI

への関心を高め、かつ、数理・データサイエン

ス・AIを適切に理解し、それを活用する基礎的な

能力を育成することを目的とします。応用基礎レ

ベル教育プログラムでは、数理・データサイエン

ス・AIを活用して課題を解決するための実践的な

能力を育成することを目的とします。

本学のMDASHプログラムは、文部科学省「数

理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制

度（MDASH認定制度）」において、2021年度に

リテラシーレベルの認定を受け、2023年度に応

用基礎レベルおよび応用基礎レベルプラスを全学

の教育プログラムとして認定されました。本稿で

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

江藤　　宏
藤本　晶子
宮野　英次
齊藤　剛史

九州工業大学におけるMDASHプログラム

九州工業大学大学院
情報工学研究院助教

九州工業大学大学院
情報工学研究院准教授

(左から　江藤、藤本、宮野、齊藤）

九州工業大学大学院
情報工学研究院教授

九州工業大学大学院
情報工学研究院教授



24 JUCE Journal 2023年度 No.4

抽出するための情報処理、アルゴリズム、人工知

能、数理統計などに基づいた手法を開発し、それ

らを効率化、高精度化、汎用化する能力を身に付

けることで、データ学に総合的に取り組むことが

できる技術者を養成することを目標とした教育プ

ログラムです。人工知能コースは、人工知能の基

礎となる問題解決・探索・知識表現・プランニン

グ・推論・自然言語処理などの知識を身に付け、

学習や論理プログラムなどの技術も利活用して、

人の意図を理解し、人と対話できる知的情報処理

システムを開発できる技術者を養成することを目

標とした教育プログラムです。メディア情報学コ

ースは、音声・画像・動画など様々なメディアを

処理する知識や技術を身に付け、メディアの認

識・理解、VRやARを用いた高度なユーザインタ

フェース、コンピュータグラフィックスやコンピ

ュータビジョンの応用技術を含む情報処理システ

ムを開発できる技術者の養成を目標とした教育プ

ログラムです。

さらに、2018年度より、高度データサイエン

ティスト育成事業「九州コンソーシアムによる副

専攻型高度データサイエンス教育プログラム」の

取組みを開始しました。2019年４月には、デー

タ解析手法の普遍的な原理の理解、境界条件と限

界の理解、あらゆる分野のデータに適切に対応で

きる柔軟性の習得、最先端の理論の理解、データ

解析技術の進化への継続的対応力の習得を目標と

する「データサイエンスコース」を大学院情報工

学府に設置し、本格的に始動し始めました。「デ

ータサイエンスコース」は、「データサイエンス

基礎モジュール」と「データサイエンス実践モジ

ュール」からなり、データサイエンス基礎モジュ

ールでは、機械学習、データマイニング、コンピ

ュータビジョン、最適化理論、アルゴリズム論等

の基礎数理、データ解析の基礎手法の習得を目指

し、また、データサイエンス実践モジュールでは、

データサイエンス演習IおよびIIを新設して、様々

な実データに対して、基礎科目で学んだデータ解

析手法を適用してデータ解析の演習を行うことを

目標としておりました。大学院生向けのグローバ

ルエキスパート教育、および社会人教育を目指し

たものが高度データサイエンティスト育成事業の

大きな目標となっていました。この事業は、

2022年４月の大学院情報工学府情報創成専攻の

カリキュラム改正へと繋がっております。情報創

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

成専攻は副専攻型のプログラム構成になってお

り、基礎科目となる「情報工学プログラム」、主

専攻を意識した「専門深化プログラム」、副専攻

を意識した「社会駆動プログラム」からなってい

ます。それぞれのプログラムにおいて、数理・デ

ータサイエンス・AI教育を実施しています。

本節で説明した様々な準備的な取組みにより

MDASHカリキュラムが設計され、2022年４月に

設置した数理・DS・AI教育推進室を中心に整備

してきました。次節以降では、具体的な応用基礎

レベルMDASHカリキュラムについて紹介します。

３．MDASHカリキュラム
（１）応用基礎レベル

本学は、2023年度にMDASH応用基礎レベルに

認定されました（認定の有効期限は2028年３月

31日まで）。工学部のプログラムは全学科必修の

４科目「情報PBL」「情報処理基礎」「情報処理応

用」「情報リテラシー」（８単位）を取得すること

が修了要件となっています。また、情報工学部の

プログラムは全学科必修の８科目「情報工学概論」

「情報工学基礎実験」「解析I・同演習」「線形代数I」

「離散数学I」「データ構造とアルゴリズム」「計算

機システムI」「プログラミング」（15単位）を取

得することが修了要件となっています。なお、応

用基礎レベルは３、４年次の学習を想定していま

すが、本学では高年次での専門科目の準備となる

ように１、２年次開講科目で習得できるように設

計しています。本学の応用基礎レベルの概要は次

ページ図１を参照してください。

（２）本学における独自の工夫・特色

MDASH認定を受けた教育プログラムの中から、

特に優れたプログラムについては「プラス」とし

て選定されます。審査される項目は①授業内容、

②学生への学習支援内容、③その他様々な取組み

（地域との連携、産業界との連携、海外の大学と

の連携等）、④学習効果、⑤先進性・独創性、⑥

波及可能性などとなっています。

本学の応用基礎レベルについては、独自の工

夫・特色を有するプログラムとして応用基礎レベ

ルプラスにも全学認定されています（認定の有効

期限：2028年３月31日まで）。ここでは、上記

の審査の観点に関する本学の活動の一部を紹介し

ます。
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② 学習支援
2019年度入学生からBYODによるノートPCを

必携とし、学内でWi-Fiも整備し、個人所有のノ

ートパソコンを大学や自宅で自主的に学習する環

境が整っています。最近ではBYODを導入してい

る大学も数多くありますが、５年以上の実績をも

つ本学はノウハウを蓄積しており、数理・データ

サイエンス・AIに関するスキルをわかりやすく学

ぶ授業内容を設計しています。特に、１年次前期

開講の「情報リテラシー」および「プログラミン

グ」でプログラミングの基礎を学ぶため、学生は

入学直後から自分でプログラムを作ることがで

き、必携PCを用いたデータサイエンス・AIの演

習が円滑に進むように、大学院生がTAとして演

習をサポートしています。さらに、工学部には

「工学部学習支援室」を、情報工学部には「学習

コンシェルジェ」をそれぞれ設置し、授業につい

ていけない学生や課題に悩んでいる学生に対し

て、OB教員などが、一人ひとりの疑問に丁寧に

対応しています。

学習支援システムも構築しており、学習管理シ

① 授業内容
全学生に修学させることを念頭に、本学の学部

の卒業要件を満たすことで、リテラシーレベルお

よび応用基礎レベルの両教育プログラムの修了要

件を満たすように設計してあります。工学部は、

建設社会工学、機械知能工学、宇宙システム工学、

電気電子工学、応用化学、マテリアル工学の６学

科、情報工学部は、知能情報工学、情報・通信工

学、知的システム工学、物理情報工学、生命化学

情報工学の５学科から構成されています。様々な

専門分野がありますが、MDASHプログラムの対

象科目の多くは低年次開講科目であり、数理・デ

ータサイエンス・AIに関するスキルを低年次で習

得した後に、高年次に開講される専門科目を学ぶ

ことになります。数理・データサイエンス・AIを

自らの専門分野へ応用する機会を提供できる環境

が整備されていることが特徴となっています。さ

らに、学部生が大学院科目を受講できる制度が整

備されており、学生は自らの習熟度をもとに高度

な専門的な内容について学習することができま

す。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

Data Science AIMathematics

DS AI

図１　応用基礎レベルの概要
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

ステム（Moodle）を利用して、各授業科目のコ

ースを設けています。講義動画や教材ファイルも

Moodleから入手でき、学生はいつでも授業動画

を視聴し、予習・復習が行え、これについては学

生に対する授業アンケートでも好評です。

より高度な内容を自ら学びたい学生に対して

は、補完的な教育の場も提供しています。2022

年度にAI工房を開設し、大学院の授業で使ってい

るGPUサーバを授業以外で学生、教職員がAI学習

や研究活動で自由に使用できるように環境を提供

し、GPU勉強会やディープラーニング等AIの学習

教育を支援しています。本プログラム科目で学ん

だAIの学習の継続、研究や業務等で利用すること

を目的としており、本プログラムの特にAIに関し

て、学生自らが積極的に取り組める環境が整って

います。また、データサイエンスやAIを業務とす

るエンジニアを企業より講師として招き、特別講

義を開講することで、学生に実社会の現場の状況

を学ぶ機会を与えています。

③ その他様々な取組み（地域との連携、産業
界との連携、海外の大学との連携等）
ここでは、地域との連携、産業界との連携、海

外の大学との連携について紹介します。まずは地

域連携として、立命館アジア太平洋大学（APU）

と飯塚市と本学が連携し、グローバル教育や数

理・データサイエンス・AI教育といったそれぞれ

の大学の特性を活かして地域貢献も含めた教育に

取組もうとしております。また、カーロボAI連携

大学院では、北九州市立大学、早稲田大学と連携

して自動車・ロボット・AIを基盤とした教育を実

施しており、高専や他大学学部からのインターン

シップ生を毎年10〜20名受け入れています。さ

らに、自動車・ロボット関連企業を中心とした産

業界からの幅広い協力を得た実践的な教育プログ

ラムの実施、オフサイトミーティングの実施によ

る就職支援も実施しています。

2007年度より開始した「情報教育支援士養成

講座」も地域の教育活性化において大きな役割を

果たしています。2007年度〜2009年度の文部科

学省「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プロ

グラム『初等中等教育および生涯学習のための情

報教育支援士養成プログラム』」により始めた講

座を、2010年度以降も本学の講座として継続実

施しています。2007年度〜2022年度の間に、

239人の講座修了生に対して「九州工業大学情報

教育支援士」の称号を授与し、毎年延べ50回程

度、地域の初等中等教育及び生涯学習の現場で情

報教育や教育でのICT活用に関する支援活動を行

っています。

産業界との連携に関しては、2014年度から産

学連携教育審議会を学内に設置し、民間企業の人

事部門の要職の方、また、企業経営者の方と本学

が取り組む教育改革等に対して意見交換を行い、

産業界からの意見収集を年に一度行っています。

会議の参加企業は、北部九州の自動車メーカー、

産業ロボットメーカー、鉄鋼業、さらには東海地

区の自動車関連企業などです。この会議において、

数理・データサイエンス・AI教育について説明

し、教育改善のための意見をいただき、併せて教

材に使えるデータの提供を依頼しています。また、

飯塚商工会議所・情報化推進関係機関懇談会で、

社会で求められる数理・データサイエンス・AI教

育について産業界からの意見を収集し、産業界か

らの声を教育に反映する仕組みを学内に作ってい

ます。

海外の大学との連携については、本学教員がタ

イ、マレーシア、フランスなどの大学を訪問し、

本学の研究および教育を紹介することで留学生の

獲得に努めています。特に、2022年度は、本学

における数理・データサイエンス・AIに関する教

育・研究を中心に説明し、実際に、留学生増加に

つながっています。また、本学およびマレーシア

の公立大学であるマレーシアプトラ大学（UPM)

との国際合同シンポジウム（ International

Symposium on Applied Engineering and Science,

SAES）を2013年より開催しており、多くの学生

の研究発表の場になっています。

④ 学習効果
学生自身の学習効果の見える化・可視化は、学

生が自ら進んで学習を行っていく際にはとても重

要だと思います。本学においては、学生の就学状

況の継続的な点検・評価や教育の内部質保証に向

けて、学修自己評価システムを運用しています。

学生は本システムを用いて、授業毎の成績情報の

確認と達成目標に対する振り返りを行うことによ

って、学生自身の学びの改善が可能となっていま

す。一方、本システムに蓄積された学生個々の学

習成果の実態を授業科目ごとに集約して可視化
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⑥ 波及可能性
2022年度より、MDASH認定制度を普及展開す

ることを目的とした数理・データサイエンス・AI

教育強化拠点コンソーシアムの会員となり、さら

に特定分野校（理工農）として、応用基礎レベル

の理工系モデルシラバスの作成や他大学および産

業界への情報発信や意見交換を積極的に進めてお

ります。2023年２月には鹿児島大学・本学共同

開催により「数理・DS・AIコンソーシアム ミニ

シンポジウム」をオンラインで実施しました。コ

ンソーシアム特定分野校として、モデルシラバス

の紹介、MDASH認定制度、特に応用基礎レベル

教育に対する意見交換を行い、大学における数

理・データサイエンス・AI教育の普及・展開に努

めております。また、2023年度からは、数理・

DS・AI教育推進室を中心に、高等学校における

数理・データサイエンス・AIに関する出前講義を

始めており、高等学校における「情報」科目から

大学における数理・データサイエンス・AI教育へ

の接続をスムーズに行えるためのお手伝いをしお

ります。また、北部九州地区を主な対象として

STEAM教育を推進するための部署を設置してお

り、小中学・高校における教育支援も積極的に行

っています。

４．最後に
2025年度の大学入試より「情報」科目が導入

され、学部における授業科目の見直しも必要にな

ってきます。また、工学部および情報工学部の改

組に伴うカリキュラム変更が予定されており、今

後も、数理・DS・AI教育推進室が中心となって、

数理・データサイエンス・AIに関するカリキュラ

ムの修正・更新などの整備を続けていく予定で

す。

関連URL
[1] 九州工業大学ホームページ

https://www.kyutech.ac.jp/

[2] 九州工業大学MDASHプログラムおよび数理・

DS・AI教育推進室

https://www.kyutech.ac.jp/mdash

[3] Kyutech ABC

http://www.pluto.ai.kyutech.ac.jp/enpit/

し、授業担当者や担当教員グループに情報提供す

る仕組みとして、コースポートフォリオシステム

も運用しており、授業科目ごとの達成目標に対す

る全履修学生の達成状況や傾向といった実態を把

握し、教育効果の分析・評価が行えるため、継続

的に授業改善が行える体制が整っています。

⑤ 先進性・独創性
本学では、国際社会で活躍するエンジニア（グ

ローバルエンジニア）を育成するために、日本人

学生の海外派遣支援を積極的に進めています。こ

のことは、国立大学法人及び大学共同利用機関法

人の第3期中期目標期間の業務の実績に関する評

価結果において、中期目標「グローバル化等」の

達成状況において最高評価を獲得しています。こ

の海外派遣支援により、多くの学生にグローバル

に活躍するために学習する機会を設けています。

その他の独自的な取組みとしては、世の中の課

題をITで解決できるエンジニアの育成を目的とし

た産学連携プロジェクトと題して、 KCL

（Kyutech Code LAB）があげられます。OB／OG

を中心としたエンジニアやパートナー企業と連携

してカリキュラム・学習環境をつくり、本学学生

を対象とした講座を開講しています。コードを学

ぶだけでなく、実際にプロダクトを創り、世の中

の課題を解決するところまで、実践的に学習でき

る講座となっています。このKCLはコワーキング

スペースで実施されており、本学戸畑キャンパス

では、イノベーションハブ化を目指し、旧体育館

をコワーキングスペースとして改修し、学内に産

学連携・アントレプレナーの拠点として形成して

います。飯塚キャンパスにおいても、ムアリング

の場として、ポルト棟を開設しました。これらの

コワーキングスペースは、学生のみならず、地場

企業や起業家を目指す人々がオープンに情報交換

やディスカッションが行える場となっています。

前述の、学習成果の可視化については、コンソ

ーシアム設立へと発展しています。10以上の大

学や民間機関等が参画するコンソーシアムを立ち

上げ、産学連携による教育の質保証のためのフレ

ームワーク形成に向けた取組みを主導していま

す。具体的には、本学の強みである「学修自己評

価システム」を題材に、学生の達成度や学習成果

を可視化して、教育の質の向上のためのPDCAサ

イクルを確立することを目指しています。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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グラムにおいて、各分野における数理・データサ

イエンス・AI（以下、MDA）の基本概念・手法

とそれらを実社会の問題解決に適用する実践的ス

キルを修得します。

本学のMDA教育は、図１に示すように、リテ

ラシープログラムから、専門分野分析力と学際的

実践力を有するデータサイエンス分野のエキスパ

ート・トップ人材の輩出を目的としたデータサイ

エンス・エキスパート・プログラム（以下、DSEP）

までのシームレスな教育体系を、学士課程初年次

学生から博士後期課程学生までに対して、構築し

ています。DSEPでは、専門分野における分析力

の涵養に加え、学際的な実践力を有する人材の輩

出を目指した分野横断型の専門教育を志向してい

ます。リテラシーから専門分野・エキスパートへ

の導管として機能するため、応用基礎プログラム

は、各学類の実践的な科目を含む構成とし、専門

分野と結びつけながら、MDAを実践的に学ぶプ

ログラム構成としています。

具体には、理工学群の応用基礎プログラムは、

線形代数やプログラミングなどで構成する基礎科

目群と、AI・データサイエンス実践に関する専門

教育科目群の二つの科目群で構成しています。基

礎科目群の講義は、基本的に30〜45名程度のク

ラスで、講師とTAで講義・演習を行うことで、

質問しやすい環境としています。また、プログラ

ミング系の科目では反転授業の導入、数学系の科

目は「つまづき相談寺子屋」の導入により、講義

内外で多くの質問機会を学生に提供し、修得をサ

ポートしています。専門教育科目群は、モデル・

カリキュラムにおけるAI・データサイエンス実践

を提供する科目で構成しています。それぞれの学

類における専門分野の問題・現象を対象として実

解析・実装を行う科目群としています。学類ごと

１．はじめに　～本学のデータサイエン
ス教育と応用基礎プログラム～
本学では、1973年の開学以来今日に至るまで、

基礎的な情報リテラシーとコンピュータの利用技

術の修得を目的とした教養教育としての科目「情

報」を全ての初年次学生の必修科目として開設し

てきました。現在は、データサイエンス・リテラ

シープログラム[1]として、「情報リテラシー（講

義）」１単位と「データサイエンス」２単位を全

学必修科目として提供し、実践力を重視したカリ

キュラムを展開しています。理工学群のデータサ

イエンス応用基礎プログラムは、リテラシーレベ

ルの学生を理工学分野のエキスパート、さらには

トップ人材へと羽ばたかせる重要な“導管

（conduit）”の役割を果たすためのプログラムとし

て構築しています。理工学群（数学類、物理学類、

化学類、応用理工学類、工学システム学類、社会

工学類の６つの学類で構成）の履修学生は、リテ

ラシープログラムで身につけたスキルを基に、エ

キスパートに繋がる成長に向けて、応用基礎プロ

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

筑波大学理工学群におけるデータサイエンス応用基礎教育

筑波大学
システム情報系教授

筑波大学
システム情報系准教授　

(左から　浦田、嚴、川島）

図１　本学のMDA教育の体制と特徴

筑波大学
システム情報系准教授　浦田　淳司

嚴　　先鏞
川島　宏一

おむ そんよん
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の専門分野に通じる科目を指定することで、学生

の専門分野を学びたいという動機とマッチする形

で、応用基礎プログラムの修得を進めています。

加えて、実践・Project-Based Learning（以下、PBL）

系の科目は、最終成果発表会を伴うグループワー

クや、MDA実務専門家による特別講義・発表会

講評を取り入れ、産業・地域と密接に連携を取り

ながら、実践力養成を図っています。こうした科

目の具体例として、３．において、社会工学類の

都市計画演習の内容を紹介します。

また、本学のMDA教育の特色ある取り組みと

して、筑波大学データサイエンス・ケースバンク

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

の蓄積・展開があります。２．で詳述いたします

が、応用基礎プログラムやDSEPの成果を、追体

験可能なケースとして蓄積し、インターネット上

で誰でもアクセス可能な形で公開しています[2]。ケ

ースの執筆も、学生自身が行っており、プレゼン

テーション技術の修得も含めて、実践力の養成を

図っています。

２．筑波大学データサイエンス・ケース
バンク／データバンク
本学は「開かれた大学」であることを建学の理

念としています。本学のMDA教育は、建学の理

図２　データサイエンス・ケースバンク、データバンクの概要
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ルアブストラクトは、高校生や企業の方など、デ

ータサイエンスや掲載ケースの分野に詳しくない

利用者の理解を助ける役目も果たしています。

データバンク[3]においては、データの二次利用

を前提として、「資源・資産のデザイン」「空間・

環境のデザイン」「組織・行動のデザイン」およ

び「データに基づいた地球環境規模問題解決」に

関連する活動の分析に役立つデータを公開してい

ます。公開されているデータごとに、メタデータ

（データの概要に関する情報）とクリエイティ

ブ・コモンズ（著作者が自らの著作物の再利用を

許可する意思表示を手軽に行えるライセンスを策

定・普及している国際非営利団体）による２次利

用にあたっての条件も明示することで、利用者が

活用しやすい形で共有しています。

３．学んだ知識の実践に向けたPBL科目
本学理工学群におけるデータサイエンス応用基

礎教育では、実践的なPBL系の科目を履修するこ

とで、学生に現実社会の現在の課題を認識させ、

分野横断的な探求と専門分野での深化を通じて、

実践的な能力を育成することを目指しています。

この教育の具体的な例として、社会工学類の都市

計画演習について、説明します。都市計画演習は

主に２年生を対象とした３か月間週４コマの講義

であり、つくば市を含む都市とその周辺地域の空

間に関して、基礎資料の収集及び解析を通じて地

域特性を理解し、さらにはその地域での都市・環

境計画上の課題を自ら特定し、それらの問題解決

方法を学ぶことを目的としています。

この演習は、基本的にグループワークに基づい

ており、各グループの担当教員が予め定めたテー

マに基づいて学生が希望するグループを選びま

す。2023年度の初回授業では、スマート空間計

画、人間と環境、空間データサイエンス、社会的

ジレンマ、サステイナビリティ、つくばの都市歴

史、都市のモビリティという７つのテーマが担当

教員によって提示されました。これらのテーマ名

からも分かる通り、教員は具体的な課題を事前に

設定するのではなく、方向性のみを示しています。

学生は、テーマのみを参考にしながら、他講義で

得たスキルやつくばでの生活経験を通じて感じた

課題を当事者としての視点を活かしてグループワ

ークに取り組みます。もちろん、課題の特定を行

いながら、データサイエンスの知識・技術をどの

ように適用するかを学生自身が決定し、実践的な

念に則り、次の３つのオープン性を有する点を特

徴としています：

①　専門分野の壁を取り払い、新たな知見を

創造する学問分野間のオープン性

②　筑波研究学園都市の研究機関、自治体等

との連携を深める組織内外のオープン性

③　知的成果ケースやデータを他大学等と共

有していくコンテンツのオープン性

応用基礎プログラムでは、特に、③のコンテン

ツのオープン化を、筑波大学データサイエンス・

ケースバンクおよびデータバンクを通じて展開し

ています。前ページ図２に示すように、コンテン

ツのオープン化により、学生の分野横断的な学習

支援と企業・自治体等との連携推進を目指してい

ます。オープンなデータサイエンス・ケースバン

クは、多様なトピックの社会問題・実課題の解決

のために生み出された知的成果全体をわかりやす

く編集したケースを、蓄積して公開する仕組みで

す。また、授業・研究等で用いた２次利用可能な

データをメタデータとともに整理したデータバン

クも構築し、両者を連携して、公開・活用してい

ます。

データサイエンス・ケースバンクは、“Find

your way to a solution 答えの出し方はひとつでは

ない”をコンセプトに、問題の本質を見つけ、実

践で役立つ方法を見つけ出したケースと分析の追

体験に資するデータを蓄積し、Web上で公開する

ことによって、学生のみならず、企業、地域、ひ

いては社会全体にデータサイエンスの成果による

裨益をもたらそうとする取組みです。公開してい

る個々のケースドキュメントは、社会課題の解決

策の提案のための最終的な分析方法のみならず、

分析過程における試行錯誤も含めることで、利用

者が研究・提案過程を追体験できるように作成し

ています。通常の論文や報告では、こうした過程

を知ることはできません。それぞれの社会課題解

決にむけて検討した過程を共有することで、ケー

スの追体験性を高めています。また、ケースが増

えるほど、利用者が知りたいケースを見つけるこ

とが難しくなってしまいがちですが、参考にした

いケースを簡単に検索できるよう、目的・分野・

手法の３つのカテゴリーごとに、検索タグを設定

しています（検索タグの例は図２中央に記載）。

また、各ケースは、冒頭にビジュアルアブストラ

クトを基本的に掲載しており、利用者は、ケース

の概要をひと目で知ることができます。ビジュア

数理・データサイエンス・AI教育の紹介
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スキルも並行して習得していくことになります。

具体的には、学生はグループ間のディスカッシ

ョンやティーチングアシスタント（TA）、担当教

員からのアドバイスを受けながら、取り組む課題

を具体化していきます。2023年度は、学内循環

バスの遅延、食堂の混雑、キャンパス内のループ

道路の乱横断といった学生生活に密接に関連する

課題があげられました。学生は選定した課題に関

して、社会的な意義、解決すべき問題の詳細化、

データ収集と分析の手法、期待される効果などを

含む中間発表を行い、他の学生や担当教員からの

フィードバックを受けとります。特に、必要なデ

ータの種類やその収集方法が重要な議論のポイン

トになります。既存データの活用はもちろん行い

ますが、学生自身が直接に調査する場合や、企業

や自治体にデータ提供を依頼する場合もありま

す。このプロセスを通じて、データを使用するだ

けでなく、その収集や管理の重要性についても学

んでいきます。

データ収集と分析の方向性が定まった段階で、

学生は様々な調査や分析を実施し、エビデンスに

基づく解決策を提案する準備を進めます。調査に

は、現場でのデータ収集だけでなく、関係者への

ヒアリングやアンケート調査なども含まれ、実現

可能な提案を目指します。2023年度には、学内

関係者、地域の公共交通会社、カーシェアリング

運営会社、つくば市など、多岐にわたる企業や自

治体からの協力を得て、学生自身が、ヒアリング

などの独自調査を行いました。学生がそれまでに

習得したデータサイエンススキルを応用するだけ

では足りず、新しい分析スキルを学びながら行う

ことになります。例えば、Pythonを使った人流デ

ータの分析、地理情報システム（GIS）を利用し

たGPSデータの可視化（図３）、意識調査に基づ

く統計分析などが2023年度には行われました。

データ分析に慣れていない学生をサポートするた

め、多様なデータ分析経験を持つ大学院生がTA

として参加しており、コミュニケーションをとり

ながら、学生のデータサイエンスのスキルアップ

を図り、実際の分析を進めていきます。

最終的に、学生は問題発見から分析結果、エビ

デンスに基づいた提案を含んだ最終発表を行いま

す。この発表では、成功した点だけでなく、失敗

経験やそれをどのように克服したかについても共

（ｂ） バスの移動と遅延時間の可視化

（ａ）　GPSデータの可視化による代替路線検討

（ｃ）　避難場所選定のための滞在人数の分析

図３　課題解決に向けたデータ分析の例
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有し、失敗から学ぶ重要性を強調しています。さ

らに、調査や分析に協力いただいた企業や自治体

の担当者を最終発表に招き、彼らからのフィード

バックを受けています。また、フィードバックを

受けるだけではなく、良い成果があれば、それが

社会に還元される可能性もあります。例えば、

2013年度に提案された「筑波大学へのバス深夜

便の開設」は実現され、深夜時間帯の大学へのア

クセス改善に寄与しました。また、この演習講義

の成果も、前述の筑波大学データサイエンス・ケ

ースバンクに掲載し、広く発信しています（図

４）。

都市計画演習の例からも分かるように、学んだ

データサイエンスの知識を実際に応用する場とし

てのPBL科目は、データサイエンス教育の質を高

める上で非常に重要です。学生は、現実課題の解

決を具体に考えていく過程で、既存データの活用

だけでは課題解決がなかなか難しいことを体感

し、データサイエンスの難しさを感じながら、創

意工夫していくことを経験することになります。

この経験が、それぞれの学生の専門分野でのより

実現性のある課題解決の基礎となると考えていま

す。

４．おわりに
本稿では、本学理工学群の応用基礎プログラム

について紹介させていただきました。大学・大学

院全体の数理・データサイエンス・AI教育の中

で、リテラシーレベルから専門分野へと繋ぐため

の導管として応用基礎プログラムを位置づけ、専

門分野に繋がる実践的な講義・演習科目を重視し

ています。その一例として、取り上げた社会工学

類の都市計画演習では、取り組むべき課題の特定、

分析データの取得なども学生自身が取り組み、よ

り実践的な設定の中で学んでいます。また、こう

した演習成果や研究成果をオープンにし、多様な

トピックの社会問題・実課題の解決のために生み

出された知的成果全体を共有するためのデータサ

イエンス・ケースバンクも応用基礎教育の主要な

取組みの一つになっており、継続して活動してい

く予定です。
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図４　データサイエンス・ケースバンクへの都市計画演習成果の掲載例
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与されるプラス認定もあります。

毎年３月から５月にかけて募集があり、８月に

採否が通知されます。リテラシー、応用基礎いず

れのレベルも実績に基づいて審査されますので、

前年度までにカリキュラムとシラバスを整えて受

講生を受け入れ、修了生を送り出していなければ

なりません。リテラシーレベルは2021年度に開

始し、2023年８月時点で382件、応用基礎レベ

ルは2022年度に開始し、2023年８月時点で147

件が認定されています。認定の有効期間は、

2021年度認定については５年間、2022年度以降

の認定については３年間です。

認定は、リテラシーレベルでは教育機関単位の

１．はじめに
AIに関する産業競争力強化や技術開発等につい

ての総合力戦略として、政府が定めた「AI戦略

2019」では、2025年に達成すべき人材育成目標

が掲げられています（図１）。「数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム認定制度（MDASH）」

は、この戦略を実現するために、文部科学大臣が

大学・高等専門学校の数理データサイエンス教育

に関する正規課程教育のうち、一定の要件を満た

した優れた教育プログラムを認定するものです

[1]。MDASHには、学部低学年次を対象とするリ

テラシーレベルと学部高学年次を対象とする応用

基礎レベルがあり、特に優れた取組みに対して付

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

大阪大学における数理・データサイエンス・AIプログラム
（工学部と基礎工学部を中心に）

鈴木　　貴 
大阪大学　
数理・データ科学教育研究センター
副センター長

図１　AI戦略2019とモデルカリキュラムの構成
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みですが、応用基礎レベルは学部（大学）、学科

（高等専門学校）単位でも行います。本学ではリ

テラシーレベルが2021年度に認定され、応用基

礎レベルでは2022年度に全学プログラムに加え

て、工学・基礎工学・理学・経済学・法学・薬学

部の各学部プログラムが認定されています。

2023年度では応用基礎レベル認定の学部プログ

ラムが、人間科学部・文学部・外国学部に広がり、

さらにリテラシーレベル（全学）と、工学・基礎

工学の応用基礎レベルでの学部プログラムがプラ

ス認定を受けています。

本学は数理・データサイエンス・AI教育強化拠

点コンソーシアム（以下、全国コンソーシアム）

に拠点校として参加し、エキスパート人材の育成

に携わるとともに、MDASHが全国に普及するた

めに様々な方策を実践する任も与えられていま

す。

本稿では、工学部、基礎工学部の応用基礎レベ

ル学部プログラムを中心として、文部科学省事業

である「数理・データサイエンス・AI教育全国展

開の推進」における、本学の取り組みについて紹

介します。

２．モデルカリキュラムについて
MDASHにおいて、リテラシーレベルは「学生

の数理・データサイエンス・AIへの関心を高め、

適切に理解し活用する基礎的な能力を育成」を目

的とするとされ、また応用基礎レベルは「文理を

問わず、自らの専門分野で、数理・データサイエ

ンス・AIを活用して課題を解決するための実践的

な能力を育成」を目的とするとされています。い

ずれのレベルも、全国コンソーシアムが定めた

「モデルカリキュラム」に沿った実績を審査して

認定します。モデルカリキュラムは、リテラシー

レベル「データ思考の涵養」と応用基礎レベル

「AI×データ活用の実践」があります。そこでは

高等教育でとり上げるべき内容や、それらのモデ

ルカリキュラムが必要となっている社会的背景、

各レベルでの目標、プログラムが対象とする学生

や標準的な総単位数、望ましい授業の実施方法な

どが記載されています。MDASH申請のプログラ

ム構築に当たっては、リテラシー、応用基礎それ

ぞれのモデルカリキュラムの趣旨を生かすことが

必要になり、修了認定をはじめとする事務作業や、

全学的な評価委員会の運営などの要件も整備して

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

おかなければなりません。

３．カリキュラム運営の指針
モデルカリキュラムは、在籍する学生の状況や

各教育機関の設立理念に応じた多様性を重んじて

いますが、同時に目標が明確に設定され、それら

を実現するための標準的な授業内容や授業方法

が、具体的に述べられています。これらの方策は、

いずれも数理・データサイエンス・AIに関する基

礎的な事項にわたるものですが、本学のそれまで

のリベラルアーツ、専門基礎、専門の授業の中に

は、これらを過不足なく提供する科目は見当たり

ません。また、拠点校としてのミッションである、

リテラシーレベルや応用基礎レベルを指導できる

エキスパート人材の育成を実現するためには、リ

テラシーレベルと応用基礎レベルを有機的に接続

し、継続的な教育体系を構築することが前提にな

ると考えられます。

学部生の進路では文系は就職、理系は進学とい

う傾向もあり、各学部では、その特徴や実情に合

わせた数理・データサイエンス・AI教育の実践が

模索されています。こうした要件を鑑みて、リテ

ラシーレベルを「リベラルアーツ」として、応用

基礎レベルをリテラシーレベルと専門教育をつな

ぐ「専門基礎科目」として、それぞれモデルカリ

キュラムで謳われている要件をコンパクトに網羅

した標準科目を新たに設置して全学に提供するこ

とが、数理・データ科学教育研究センター

（MMDS）に与えられたミッションであると、覚

悟を定めました。

MMDSは、大学院博士前期課程学生を対象とし

た、学際的な副専攻・高度副プログラムである

「金融・保険」、「数理モデル」、「データ科学」を

運営する部局として2015年に設立されたもので

すが、英語名がCenter for Mathematical Modeling

and Data Scienceとなっているように、広く数理

科学とデー科学の教育、研究に携わる全学部局と

して位置づけられています[2]。社会的な動向や国

の政策もあり、近年ではその活動範囲が様々な領

域に広がり、特に、学部生、後期課程、社会人を

対象とする数理・データサイエンス・AI教育や、

応用研究や産学共創研究を通した産業界や経済界

との連携が深まってきました[3]。これらの状況を

踏まえて、MMDSはカリキュラムの運営を以下の

指針に従って行うこととしました。
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ルでも、全学共通・学部独自のいずれのプログラ

ムでも、選択科目にあげています。後で説明しま

すがこの科目はメディア授業で、曜日、時限、教

室は指定されていません。

②応用基礎レベルは、データサイエンスに軸足
を置いた「データ科学のための数理」と、データ

エンジニアリングに軸足を置いた「データ・AIエ

ンジニアリング基礎」、それぞれ２単位を選択必

修としています。これらは教科書と動画が主な教

材です。教科書では共通項目として「データサイ

エンスと社会」「AI」「知識表現」「数学準備」「回

帰分析」「ニューラルネットワーク」「深層学習」

について述べ、データサイエンスでは「次元削減」

「クラスター分析」「ガウス過程回帰」「データの

識別」「自然言語処理」を、またデータエンジニ

アリングでは「データの収集・蓄積・加工」「IT

セキュリティ」をとり上げています（図２右）。

この教科書の内容はやや高度ですので、オンデマ

ンド動画は、基礎的な部分の説明と、クイズの解

説に主眼を置いた教材にしています。

①　統計学を含む数理科学や、情報科学の研究

教育リソースを活用しつつ、MMDSがリテラ

シーと応用基礎の全学プログラムを提供する。

②　同時に応用基礎においては、各学部による

独自のプログラムも構築する。

③　MMDSが全てのプログラムの修了判定と、

全学的な評価委員会の運営をする。

４．プログラムの概要
モデルカリキュラムで要請されているポイント

はいくつかありますが、ここでは応用基礎レベル

に関する以下の項目に着目したいと思います。

①　リテラシーレベル「選択（オプション）」を

カバーする内容である。

②　データサイエンスとデータエンジニアリン

グのいずれかに軸足を置いたものである。

③　社会の実例を題材とし、演習やPBLを効果

的に組み込んでいる。

④　主に学部３、４年を想定する。

以下ではこれらの項目について、本学における

MDASHプログラムの概要を説明していきます。

①リテラシープログラムは、多くの学部で卒業
要件としている「情報社会基礎」「情報科学基礎」

のいずれか２単位に加えて、「文理融合に向けた

数理科学Ｉ」２単位を必修科目に、MMDSが提供

する基盤教養科目から２単位を選択し、計６単位

で修了します。モデルカリキュラムの記載項目は

「文理融合に向けた数理科学I, II」で網羅していま

す。I、IIそれぞれ２単位で、教科書・オンデマン

ド教材・グループ演習の３つを併用します。必修

科目であるIは、１クラス300人を上限として、

曜日と時限の異なる12クラスを全学に向けて開

講し、11学部の学生はいずれかのクラスで履修

できるようになっています。この科目はオンデマ

ンド教材視聴と毎回のクイズ自動採点によって授

業を進め、第15週で対面によるグループワーク

とプレゼンを行います。Iはモデルカリキュラム

の「導入」「基礎」「心得」のすべてと「選択」の

「統計基礎」「アルゴリズム基礎」までを取り上げ、

モデルカリキュラム「選択」の残りである「時系

列データ」「時系列解析」「機械学習基礎」「特徴

抽出」「テキスト解析」「画像解析」「ビッグデー

タ利活用の実際」「多変量解析（重回帰、判別分

析、数量化）」はIIで扱います（図２左）。IIはリ

テラシーレベルの選択科目ですが、応用基礎レベ

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図２　モデルカリキュラム準拠教科書（本学）

③応用基礎の全学共通プログラムは、上記選択
必修科目２単位に加えて、MMDSが提供するデー

タサイエンス・データエンジニアリング・AIに関

するいくつかの教養科目２単位で修了となります

が、個別学部プログラムは、選択必修科目２単位

に加えて、各学科で行われている専門科目のいく

つかを、学部全体に提供して選択科目とすること

で構成されています。個別学部プログラムには座

学だけでなく、演習の要素が含まれていますが、

全学共通プログラムでは、学部を越え、多様な学

生のための演習を実施する必要があります。その

ために「データ解析の実際」という集中科目を９

月後半に設定し、企業の協力も得て、オンライン

を活用した「大学間共同PBL」を短期で実践して

います。これについては次の「共同PBLの実践」
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の項で説明します。

④MMDSが全学に提供する科目群は、全学教
育機構の「基盤教養科目」と「高度教養科目」で

す。本学では高度教養科目は２年次後半から開講

されますが、応用基礎レベルの選択必修科目「デ

ータ科学のための数理」「データ・AIエンジニア

リング基礎」は１年次から履修できる基盤教養科

目です。

本学はキャンパスが豊中・吹田・箕面にあり、

２年次以降は学生が３つのキャンパスに分かれま

す。①で触れましたが、リテラシーレベルモデル

カリキュラムの「選択」の項目のうちで「文理融

合に向けた数理I」の残り部分を扱う「文理融合

に向けた数理科学II」や、選択必修の「データ科

学のための数理」「データ・AIエンジニアリング

基礎」は、曜日・時限や教室を定めないメディア

授業として、学部高学年次でも履修が容易にでき

るように配慮しています。これらの科目では、オ

ンデマンド教材視聴と毎回のクイズ自動採点によ

って修了判定します。教務システムを使い、学生

への修了通知も含めてかなりの事務作業を自動化

して、MMDSの少ない業務リソースでも対応でき

るようにしています。

このカリキュラム設定により、例えば２年次後

期で応用基礎選択必修科目を修了した学生は、そ

の段階でMMDSの提供する選択科目を修了すれば

全学プログラムで認定され、加えて３年次以降で

指定された学部提供の選択科目を履修すれば、所

属学部プログラムでも応用基礎レベル修了が認定

されます。

本学は、リベラルアーツとして、統計学を系統

的に扱ってきた伝統があります。現在でも、学部

１年次においてA（文系）B（医歯薬系）C（理工

系）として、それぞれI（前期、2単位）、II（後期、

２単位）を提供しています。全学に向けたこれら

の科目は、統計学Iがリテラシーレベル、統計学II

が応用基礎レベルの選択科目として、全学プログ

ラムの中に組み込まれています。

５．共同PBLの実践
上述の大学間共同PBLは、９月の後半に、オン

ラインを用いて各大学でのPBLを共同で行うもの

です。2021年度に開始し、毎回50名から100名

程度の学生が参加しています。例年、九州大学マ

ス・フォア・インダストリ研究所の協力のもと

に、チュートリアル講演会を開催した後、大学、

企業から、リテラシー・応用基礎・エキスパート

の３つのレベルで、それぞれ１つずつ課題が出さ

れます。グループワークは各大学で行うのですが、

オンラインを活用して課題を共有し、受講指導に

ついて担当教員が共同で準備し、学生が他大学の

成果発表や出題者の講評に参加することで、教員

エフォートの省力化やFDを進めると同時に、受

講生のデータサイエンス・AIの楽しさや難しさを

体験して、動機を高めることを狙った試みです。

2023年度は香川大学、九州大学、静岡大学をオ

ブザーバーとして、茨城大学、愛媛大学、本学、

高知大学、島根大学、広島工業大学、和歌山大学

が参加し、以下の３つの課題に取組みました（図

３）。

①「ジェスチャーアプリを作ってみよう」MMDS

②「視聴率を予測しよう！」電通

③「実践データサイエンティスト」日立システ

ムズ

最初の①は、人間行動の画像解析、機械学習、

可視化を狙ったもので、スマホカメラや動作解析

アプリを活用して農作業の負担や、授業中の学生

の集中度を分析した発表などがありました。②の

目標は、視聴率寄与度予測モデルの開発ですが、

Pythonプログラミングを通した機械学習・深層学

習を活用することが中心になっています。これに

対して③は、データを利用した経営課題解決の体

験を目指したものです。解析手法の本質的な性質

を理解していないと正確な課題が遂行できないよ

うに設計され、数学的・統計的な知識を前面に出

すことでスムーズに解決できるようになっている

ものです。

大学間共同PBLは、2023年度が３回目でした

が、例年通り各大学の担当教員が事前に課題を共

図３　2023年度大学間共同プログラム参加校
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６．工学部と基礎工学部のプログラム
ここで、応用基礎レベルでプラス認定を受けた

工学部と基礎工学部のプログラムについて見てい

きたいと思います。最初に、本学のリテラシーレ

ベルの履修率ですが、2023年度では大学全体と

して86％で、工学部（入学定員3,628）、基礎工

学部（入学定員1,920）はともに89％です。リテ

ラシーレベルプログラムの科目の中に卒業要件と

なるものが入っていることがあり、履修率が

90％を越えている学部もいくつかありますが、

工学部・基礎工学部は、大学の中で履修率が高い

学部となっています。

一方で応用基礎レベルの履修率は、工学部が

51％、基礎工学部が25％です。全学では工学部

が最も履修率の高い学部ですが、基礎工学部より

も履修率が高い学部として、40％台の経済学部、

薬学部、30％台の理学部があります。ただしこ

れらの学部は、所属学生のために提供している専

門科目が小数で、受講生の多くが全学プログラム

を履修しているため、学部プログラムとしては、

プラス認定の申請に至っていません。いずれにし

ても、本学では応用基礎レベルの履修率は、まだ

まだこれから伸びていくことが期待されます。

工学部と基礎工学部は、それぞれデータエンジ

ニアリングとデータサイエンスに軸足を置いた特

徴あるプログラムを構築しています。工学部の学

有した後、９月20日基調講演、９月22日に最終

成果発表を行いました。本学を除く他大学では担

当教員のリソースの制約もあり、この中の課題を

１つずつ選びました。2023年度での参加学生は

例年以上に、理学・工学・農学・経済学・法学な

ど、文系から理系まで、学部生から大学院生まで

多岐にわたりました。大学間共同PBLは文理を問

わない全学的なプログラムであるとともに、大学

院生がTAとして参加してエキスパートレベルと

の橋渡しとなります。オンラインやグループワー

クで体験を共有することで、受講生、TA、担当

教員のいずれも異なる視点やアプローチに触れる

ことができます。

2023年度の新しい試みとして、11月18日に

MMDSが主催する「数理・データ教育研究会」を

「全国コンソーシアム近畿ブロックシンポジウム」

に重ねてハイブリッドで開催したときに、上記参

加大学から学生を５名まで選抜して、担当教員、

出題者とともに本学に来ていただきました。各グ

ループでの取組みの発表、出題者の意図の解説、

１時間の自由討論を行った後、最後に来賓として

おいでいただいた、統計数理研究所の岩崎学先生

の講評があり、受講生や担当教員にさらに上級を

目指す動機付けとなりました。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図４　工学部カリキュラムマップ（本学）
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部プログラムでは、高度教養科目としてMMDSが

全学に提供する選択必修科目である「データサイ

エンスのための数理」、「データ・AIエンジニアリ

ング基礎」に加えて、選択科目として「制御系設

計理論」、「空間情報学」、「環境設計情報学」、「情

報工学演習」、「数値解析学」、「環境・エネルギー

数理」他を指定しています。これらは計算工学、

環境エネルギー工学、量子科学、生物工学、材料

工学の各分野に数理・データサイエンス・AIを応

用する内容です。また「計算機とプログラミング」、

「確率統計」では、自然や社会における様々なデ

ータを統計的・確率的に扱うための基本的な概

念・理論・演算方法を習得すると同時に、計算機

の仕組みとプログラミングの基礎・アルゴリズム

設計・計算機へのインプリメンテーションといっ

たプログラミングに必要不可欠な能力を自習形式

で学習できるように設計し、選択必修科目の講義

内容を専門的に学習する機会を提供しています

（前ページ図４）。

一方、基礎工学部の学部プログラムでは、「知

識工学」、「統計解析」、「社会数理」という選択科

目があり、人工知能や金融市場モデルのような専

門分野で、数理・データサイエンス・AIを応用す

る内容になっています。また「データ構造とアル

ゴリズム」、「データ科学」は、データサイエンス

の高度な基礎として、学部専門科目を指定したも

のです。ここでは回帰分析や正則化法等の代表的

なデータ解析法についての幾何学や統計的推測を

通した普遍的な解釈とともに、計算科学で扱われ

る様々なデータ構造に対して機械学習を行う際に

必要不可欠なアルゴリズムを学びます（図５）。

大学間や部局間の枠組みを通して、国際連携も

進めています。日本とドイツの両国間の学生・研

究者の交流の促進や共同プログラム等を実施する

日独６大学アライアンス（HeKKSaGOn）の枠組

みでは、ゲッチンゲンが主催するデータサイエン

スサマースクールに工学部・工学研究科、基礎工

学部・基礎工学研究科の学生・大学院生が参加

し、エキスパートレベルとの橋渡しにも活用され

ています。

７．エキスパート人材の育成
MMDSは「数理・データサイエンス・AIエキス

パート人材育成プログラム」（以下エキスパート

プログラム）も運営しています。エキスパートプ

ログラムは、全学の研究室が連携して、学術研究

と連動したエキスパート人材を育成して、アカデ

ミアと産業界の人材の循環を実現するものです

（次ページ図６）。

現在、連携研究室は全学の研究科や研究所の

図５「基礎工学部カリキュラムマップ（本学）」
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リカレント講座には、リテラシーレベルと応用

基礎レベルに相当し、スマホ対応や字幕を備えた

コンテンツを活用する「初級コース」と「AIコー

ス」、ベネッセと共同開発したコンテンツを使用

する「入門コース」、厚生労働省事業で開発した

社会人向け標準教材を改良したコンテンツを使用

する「基礎コース」と「応用コース」がありま

す。

初級コースとAIコースは、社会人の学び直しの

他、学生や教員が、大学での数理・データサイエ

ンス・AI教育プログラムの内容理解を深め、授業

設計の参考とするために活用されています。

2024年６月からは、メンタリングボックスでの

質問受付は継続しつつ常時公開し、視聴履歴とレ

ポート課題の自己採点で毎月自動修了判定するこ

とになっています。

入門コースと基礎コースは５か月のプログラム

を年２回開催、応用コースは５か月のコースを年

１回開催し、2024年３月では入門、基礎、応用

でそれぞれ7期107名、7期138名、4期108名の

修了生を輩出しています。ちなみに初級コース、

AIコースはそれぞれ６期220名、３期63名です。

MMDSのエキスパートプログラムは、応用コース

の上の「実践コース」として、HRAMリカレント

コースに組み込まれ、MMDSのエキスパート人材

38研究室に広がっています。MMDSは、本学に

在籍する学生、研究員と数理人材育成協会

（HRAM）個人会員、法人賛助会員を対象として、

受講生を募集し、マッチングを行って連携研究室

に配属します。連携研究室では個別指導をします

が、この際にMMDSより教育活動支援費が配分さ

れます。

また、MMDSは３か月ごとにオンラインで全体

ミーティングを行って進捗状況を確認し、１年間

を標準（半年の期間延長、短縮も可）として学会

発表または論文執筆を要件として修了判定しま

す。要件に達した受講生に対しては、全連携研究

室、全HRAM会員を参加可能対象とした公聴会で

の審査で、最終修了認定を行います。

HRAMは次項「８．」で述べるデータ関連人材

育成事業（D-DRIVE）自走のために関西地区コ

ンソーシアム（DuEX）が設立した一般社団法人

で、主に社会人を対象として、学び直しを目的と

した「リカレント講座」、産業イノベーションを

目指す「DuEX講座」、課題解決を通して転職・就

職を支援する「リスキリング講座」の３つの講座

を、会員の年会費によって非営利で運営していま

す（次ページ図７）。３つの講座それぞれに、コ

ースやコンテンツがありますが、常時300名程度

の会員が何らかのコースを受講しています[4]。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図６　エキスパートプログラム
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育成プログラムは、この枠組みによって社会人受

講生を受け入れています。連携研究室と受講生の

マッチングを設定する前の書類審査では、学生に

ついてはMDASHプログラム、大学院博士課程前

期副専攻、高度副プログラム受講状況で行い、社

会人についてはHRAMのリカレント講座、DuEX

講座、リスキリング講座の習得状況を参考にして

います。

MMDSエキスパート人材育成プログラムと

HRAM実践コースは、これまで第１期生４名、第

２期生5名を受け入れてきました。これまでは10

月開講でしたが、MMDSからの配分予算が年度ご

とになっていることを配慮して、2024年度では

開講を早めて７月開講を予定しています。また第

１期生の募集時に学部生の応募があったのを機会

に、「奨励コース」として修了要件を課さず、大

学院進学後再度受講できる制度も設置しました。

このプログラムは、データを分析したい受講生

や研究室とドメイン知識を得たい受講生と相互に

交流して学術研究のイノベーションを進めること

で、数理・データサイエンス・AIでの教育、研究

をリードできるエキスパート人材を育成すること

を目指しています。2024年３月までに第１期生

２名が公聴会に臨んでいますが、１名は配属時に

学部２年生で、産業科学研究所の「知能推論研究

分野」研究室で研鑽を積んで、学会発表を行った

ものです。内容は理論の開拓によるデータサイエ

ンスの新規手法の提案と実験による検証で、指導

教員からはもう少し実験を重ねれば国際誌に論文

が掲載される内容であるという講評がありまし

た。もう１名はHRAM応用コースを修了した社会

人で、こちらも因果推論によるデータ分析によっ

て学会発表を行っています。

HRAMには十数社の企業が法人賛助会員として

参加し、数理・データサイエンス・AIを活用した

ビジネス展開、社内業務改善、研究開発も進めて

います。賛助会員企業の中には、マーケッティン

グや技術支援等の専門職で、大学院博士課程前期

修了者が携わることが多く、これらの社員に対し

て会社として学位取得を期待していることも少な

くありません。このような事情から、実践コース

を社会人ドクターの前段階として活用することを

検討している企業があり、大学にとりましても、

拠点校が課せられたミッションを果たす一助とな

り得るものではないかと考えています。

８．データ関連人材育成コンソーシアム
文部科学省の「データ関連人材育事業」（D-

AI

図７　HRAM社会人向け講座
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学が参画機関となっています。６つの大学は、大

学間協定によって単位互換協定を結び、データ基

礎コース（A）、データ実践コース（B）、医療デ

ータ基礎実践コース（C）を共同で運営していま

す。

各大学の担当教員は、DuEX事業の一環として、

Aコース、Cコース受講生向けのテキスト・動

画・スライドの形態で、50科目以上のe-Learning

教材を開発してきました。DuEXの了解のもとで、

HRAMはこれらを共通・学び直し・業種別・デー

タサイエンティスト向けの４つのカテゴリーに分

類し、DuEX講座e-Learningコンテンツとして会

員に無償提供しています[6]。

DuEXの特徴的なプログラムとして、Bコース

のインターンシップ、Bコース・Cコースの

PBL・スタディグループがあります。DuEXのイ

ンターンシップは、当初は２〜３名の学生と企業

のマッチングを定期的に開催するものでしたが、

これに加えて、全国ネットワークによって本学と

東京大学が交代で年２回開催する全国合同インタ

ーラクティブマッチングや、一般社団法人C-

ENGINEによるインターンシップと連携し、多様

なニーズやシーズに応える形態に移行していま

す。

DRIVE）は、高い潜在能力を持つ博士人材に対し

て、データ産業界へのキャリアパスを切り開く支

援を行うものです[5]。ここで、博士人材とは、大

学院博士後期課程在籍者と博士号を持つ社会人を

指しますので、AI戦略2019で述べている、年間

25万人輩出の応用基礎レベルと年間2,000人輩出

のエキスパートレベルの間に位置するものとなり

ます。したがいまして、この事業はデータサイエ

ンティスト育成ではなく、専門領域（ドメイン）

でデータサイエンスとの掛け算ができる人材の育

成を目的とするものです（図８）。

また、このプログラムの運営主体は、個別の大

学ではなく、いくつかの大学と企業や研究所で構

成するコンソーシアムです。コンソーシアムは全

部で５つあり、それぞれ北海道大学、早稲田大学、

東京医科歯科大学、電気通信大学、本学を代表機

関としています。さらに「D-DRIVE全国ネット

ワーク」（全国ネットワーク）は、本学が幹事機

関となり、これらの代表機関と、協働機関である

東京大学、HRAMによって構成されています。

「データ関連人材育成関西地区コンソーシアム」

（DuEX）は、本学を代表機関とするコンソーシア

ムで、本学の他に、滋賀大学、奈良先端科学技術

大学院大学、大阪公立大学、和歌山大学、神戸大

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

図８　D-DRIVE事業とDuEX
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

PBLは、期待される答えが用意されている課題

に対して受講生が取り組むもので、DuEXのBコ

ース・Cコースには、非常勤講師やソフト開発会

社に委嘱して自然言語処理やバイオインフォマテ

ィクスなどの題材を扱う科目があります。一方、

スタディグループは企業や研究所から提示される

課題に対して、短期間のグループワークによって

数理・データサイエンス・AIを用いた解決法を提

示するものです。

課題は、学会や研究プロジェクトでの討論、

DuEXや全国ネットワークの技術相談窓口などか

ら提出されます。スタディグループ運営の流れは

いくつかありますが、課題に対してMMDS担当者

がヒアリングして企画するのが通例です。最近で

は、電気工業会社からの課題に対して、担当者が

情報科学、データ科学、数理科学の３つのアプロ

ーチを考え、MMDS所属の教員、招聘研究者、

DuEX参画機関研究者に説明して具体的解決策を

考えていただいた後、Bコース受講生の前でそれ

ぞれの方法と学術的背景をプレゼンして、参加メ

ンバーを募ってグループ分けするという方式を取

った例があります。

全国ネットワークの活動として、全国合同イン

ターラクティブマッチングがありますが、その他

に各コンソーシアムプログラムの広報と連携に主

眼を置いたものがあります。コンソーシアム間で

合同企画したシンポジウムや若手研究交流会もあ

りますが、最新の学術研究や製品・システムの紹

介講演1時間と質疑応答１時間で構成し、日本応

用数理学会・HRAM・MMDSと共同運営する

「AI・データ利活用研究会」（利活用研究会）、キ

ャリアパスを考える学生のために、日常業務を気

鋭の若手データサイエンティストが報告して参加

者とのパネルディスカッションで構成する、デー

タサイエンティスト協会との共同イベント「D-

DRIVEデータサイエンスセミナー」（DSセミナー）

は、どなたでも無料でオンライン参加できるもの

です[7]、[8]。毎回利活用研究会は40名から200名、

DSセミナーは30名から60名の参加者がありま

す。

９．まとめと補足
MMDSは、本学において数理・データサイエン

ス・AI教育を担う全学部局です。現在5名の教員

と2名の研究員が専属で所属し、加えて理学・工

学・基礎工学・経済学・情報科学の5つの研究科

を連携部局とし、全学に及ぶ38の連携研究室、

60の兼任教員が参加しています。

これらの教員・研究員は学部低学年（リテラシ

ーレベル）、学部高学年（応用基礎レベル）、博士

前期課程（副専攻・高度副プログラム）、博士後

期課程（D-DRIVE）、専門人材（エキスパート）

にわたる人材育成プログラムと、数理モデリング

とデータサイエンスに係る基礎・応用・実用研究

に従事しています。MMDSのミッションは、学問

分野、業種、地域による横の垣根、職層、学習歴

による縦の垣根を乗り越え、学術研究と産業の活

性化、人材育成とその循環、社会の幸福と活力を

増進することにあります。横断的な個々のプログ

ラムと、それらを有機的に結合した縦断スキーム

によって、縦と横の垣根に縛られない、頼もしい

人材の育成を目指しているところです。

紙数の関係で、成長分野における即戦力人材輩

出事業、生成AI教材の開発、特定分野会議の主催

と理工系モデルシラバス・医歯薬系実践手引きの

取りまとめについては紹介できませんでした。本

報告に少しでも有益な情報がございましたら幸い

です。
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tascience_ai/00001.htm

[2] 大阪大学　数理・データ科学教育研究センタ

ー(MMDS) 

https://www-mmds.sigmath.es.osaka-u.ac.jp

[3] MMDS魅力発信サイト

h t t p s : / / w w w-m m d s . s i g m a t h . e s . o s a k a-

u.ac.jp/faculty/for_all_organizations_and_persons
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u.ac.jp/structure/activity/ai_data_index.ph

[8] D-DRIVEデータサイエンティストセミナー

https://ddrive.jp/event/workshop/117.html
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ータサイエンス学部のデータサイエンス・人工知

能（AI）人材育成プログラムを紹介し、あわせて

「プラス」の認定の対象となった特徴あるデータ

サイエンス教育についても紹介します。

２．人材育成プログラムの概要
本人材育成プログラムは、図１に示す通り、主

にデータサイエンス学部データサイエンス学科カ

リキュラム[1]の１・２年生の専門共通科目によっ

て構成されています。以下、詳細に説明します。

（１）データサイエンスリテラシーの習得

本学部は、文理融合によるデータサイエンス学

の実現を目指しており、学際的な学業を志向した

学生が入学してきています。各自の情報技術、ス

キルのレベルは多様です。１年生の前期（１・２

１．はじめに
本学は、2019年に、全国で３番目、私学では

初めてのデータサイエンス学部を開設しました。

また、2021年に大学院データサイエンス研究科

（修士課程）、2022年に博士後期課程を開設しま

した。先だって、2018年には、アジアAI研究所

を開設し、海外の大学や研究機関と連携した国際

的な教育・研究活動の環境を準備し、常にデータ

サイエンス研究の実践を意識した、研究体験連動

型学修を推進する教育・研究体制を構築してきま

した。これらの実績をもとに、本学部は、文部科

学省「数理・データサイエンス・AI教育プログラ

ム認定制度」おいて2023年に認定教育プログラ

ム（応用基礎レベル）「プラス」の認定を受けて

います[3]。本稿では、この認定を受けた本学のデ

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

武蔵野大学データサイエンス学部における
データサイエンス・人工知能（AI）人材育成プログラム

清木　　康

熊谷多加史

武蔵野大学　教授
データサイエンス学部長
データサイエンス研究科長　　
アジアAI研究所長

武蔵野大学　
研究支援部　

(左から　清木、熊谷）

図１　データサイエンス・人工知能（AI）人材育成プログラム
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学期）の「メディアクリエーション・データデザ

イン演習Ⅰ・Ⅱ」では、情報システムの基礎、プ

ログラミング、データベース、Web技術等、IoT

センシング技術など、データサイエンスリテラシ

ーとして必要な内容を学修します。それをベース

として、その後の授業では、多くの実習を伴った

課題により、提出物として、プログラム、Webな

ど、「動くもの」の作成およびその発表のトレー

ニングが行われます。

毎年、本学は、６月にオープンキャンパスを実

施しており、本学部では、訪問者を対象に、色々

なデモンストレーションを行っています。デモン

ストレーションは、４月に入学したばかりの１年

生が担当しておりますが、見学者からはこの２ヶ

月間での上達ぶりに、毎年、驚きの声があがって

います。

また、データサイエンスの世界への導入として、

１年１学期に行われる「データサイエンス学」は、

オムニバス形式にて行い、各教員は各自の専門分

野や担当する授業科目の紹介を行います。データ

サイエンス学科にて学修する内容、学び方、学科

科目を俯瞰的にみることができようにしていま

す。

１年後半（３・４学期）の「データサイエンス

プログラミング演習Ⅰ・Ⅱ」では、イーラニング

ツール（PyQ）を利用してPythonを学修します。

各自のレベルに合わせて習得する指導により、毎

年、数名PyQの全てのコースを終了してしまう学

生がいます。

本学では、冒頭に述べました通り、実践を重視

した研究体験連動型学修を推進しています。した

がって、実装力が重要です。色々なアイデア、問

題解決の手法などを考案し、これを自身でプログ

ラミングし、実装し、デモンストレーションする

スキルを身に付けるため、1年生では、データサ

イエンスリテラシーの学修をインテンシブに行っ

ています。

（２）人工知能（AI）・機械学習の習得

本学の特徴として、色々な課題解決に対して人

工知能（AI）・機械学習を活用することとを主と

しています。

「人類と人工知能」では、今までの人工知能の

歴史から、最新の生成AIの内容、活用法、また問

題点を学び、「機械学習と深層学習」にて専門的

なことを学修します。２年次からは、「機械学習

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

デザイン演習Ⅰ・Ⅱ」にてさらに高度な活用法を

学修し、「人工知能（AI）デザイン演習Ⅰ・Ⅱ」

で応用的な活用法を学修します。

ここ数年の生成AIの発達に対して、本学では積

極的にその利用・活用を推進し、良い面、悪い面、

また、倫理しとして守らなければならない点まで

も、研究対象として、学生を指導しております。

このように本学では、人工知能（AI）分野に多

くの学修時間を割り当てております。

（３）データと数理

本学の数学関連の授業科目名としては、「デー

タと数理Ⅰ・Ⅱ」、「データと経済統計」、「データ

と計量経済学」があります。それらの科目では、

データサイエンスを適用可能なテーマ、問題、課

題の解決を対象として、どのように数学が適用さ

れるのか、その手法、アルゴリズムは何かを中心

に学修します。そこでは、毎回、数学を活用した

プログラミングが授業の主対象となり、さらに、

数式の学修が行われます。

データサイエンス学の学修において、数学は重

要ですが、新入生の数学の知識や興味の度合いは

多様であり、数学関連の授業科目は主に２年生か

ら開始することとし、１年生時は色々な授業や、

研究体験を通じて、数学学修へのモチベーション

を引き上げる工夫をしています。

（４）ソーシャルイノベーション

データサイエンスを学修する目的の一つに、社

会的なイノベーションを起こす方法論の構築があ

ります。自らテーマやイシューを見つけ、それら

に取組み、解決する知識とスキルを身に付けるこ

とが重要です。本学では「ソーシャルイノベーシ

ョンの起こし方」を１年１学期から学修します。

ソーシャルイノベーションの事例、背景、解決方

法について、毎回の講義にて様々な実例を学び、

その解決策について各自の考えをまとめ、発表す

ることを行っています。

１年２学期には「グリーンエコノミー基礎」が

あり、データサイエンスの視点からSDGsへの取

り組むための意識付けを行います。

２年次からは、「マーケティングデータ分析」

「サイバーフィジカルシステム」「複合現実」

「Webテクノロジ」など、より専門的な分野の学

修をします。

（５）未来創造プロジェクトと社会連携活動概論

（１）〜（４）までの授業科目と「未来創造プ
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っています。これは、各企業の分野や価値観の違

い、企業文化を反映した事象と推測されます。こ

の事象は、学生諸君にとって、データサイエンテ

ィストは色々な分野で必要とされ、自身の価値を

発揮するフィールドの多様性、個を大事にする重

要性を認識する良い機会になっています。この事

象は、教員にとっても成果発表会から学ぶ要素と

して、重要になっています。

ロジェクト」「社会連携活動概論」の授業科目が、

文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プ

ログラム認定制度」の認定教育プログラム（応用

基礎レベル）の概要となりますが、本学ではさら

に、「プラス」の認定に繋がった、次章に示す特

徴的な学修を行っています。

３．特徴あるデータサイエンス教育
（１）実践教育を先導する未来創造プロジェクト

未来創造プロジェクトは、１年生の後期から始

まる少人数制の授業科目で、全教員が担当します。

各学生は、自ら社会の課題を発見し、自身のテー

マを決め、担当の教員の指導を受けながら、テー

マに向けてのイシューは何かを考え、データサイ

エンス・人工知能を探求、応用して、その解決策

を考えて提案する研究に取り組みます。解決する

ためには何を学ばなければならないか、自身のス

キルセットとして何が必要か、常にモチベーショ

ンが与えられることにより、能動的に学修する習

慣を身につけていくことができます。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

写真１　未来創造プロジェクト

（２）実社会を学ぶインターンシップ

本学では、連携企業の協力の下に、２年生の後

期からインターンシップを授業科目として実施し

ています。社会連携活動概論は、２年生の１学期

の必修科目であり、ここではインターンシップに

て学ぶ重要性、意義の意識付けを行い、企業から

のゲストスピーカーによる講演等の機会を設定し

ています。

実際のインターンシップは、データサイエンス

社会実践学修（短期・中期・長期・海外）の選択

科目になっており、インターンシップが終了した

際に企業からの成果報告とインターンシップ担当

教員からの採点結果により、単位を与えています。

インターンシップで学ぶ目的は、その企業のジ

ャンルに関連する対象に接し、実社会でのデータ

サイエンティストとしての職務を体験することあ

ります。また、インターンシップに取り組むこと

により、企業が進めるAIやDXなどへの取組みに

接し、データサイエンティストとしての活動の場

として、企業研究を行うことができ、将来の就職

の選択にも大いに役立てることができます。本学

学生はプログラミングやデータベース構築、Web

デザインを１・２年生から実践しており、また未

来創造プロジェクト成果発表会のみならず、授業

においても、課題等のプレゼンテーションを行っ

ており、自身のアピール力が強く、インターンシ

写真２　未来創造プロジェクト成果発表会

また、１年生の後期末の毎年２月には連携企業

を招待し、未来創造プロジェクト成果発表会を実

施しています。今年度も、連携企業から20社、約

40名以上の方々に参加いただきました。成果発

表は、学生各自のポスターセッションの形式で実

施しています。１年生の段階では、まだ、各自の

研究は始まったばかりですが、企業からからの質

疑に対応し、またコメントをいただくことで、実

社会からの評価を学業の早い段階で受けることに

より、データサイエンティストになる意識を高め

る重要な機会となっています。各参加企業からは、

企業賞を設定いただいており、それぞれの企業の

視点から優秀者を選んで頂き、成果発表会の最後

に表彰式を実施しております。

各企業が選ぶ優秀者は、毎年、特定の学生に偏

る傾向に無く、教員にとっても興味深い事象とな
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ップの受け入れ先企業からも大きな評価を受けて

おります。

学生がスムーズにインターンシップに取り組め

るように、連携企業とのインターンシップマッチ

ングイベントを実施しています。そこでは、各企

業による企業紹介やインターンシップ実施内容の

説明機会を設定し、学生諸君は、企業からのプレ

ゼンテーションを聞くことに加えて、各自のポー

トフォリオサイトを作成し、自身のスキルセット

や興味のある分野のアピールを発信します。その

後、企業から、のインターンシップの募集の詳細

について、学生諸君に展開します。時には、企業

から、特定の学生の参加の希望が示されることも

あります。

企業とのマッチングを行うため、専任のコーデ

ィネーターを雇用し、マッチング、開始、終了報

告の授受を行っています。また、新たにインター

ンシップを開始したい企業との調整も行っていま

す。このコーディネーターが、インターンシップ

のスムーズな運用のための大きな役割を果たして

します。

大抵の企業では、インターンシップ終了後、企

業内での成果発表会が行われています。コーディ

ネーターや担当教員が参加し、時に、企業によっ

ては役員も参加する機会であり、成果発表会にて、

ものおじせず、堂々と発表する学生には、高い評

価が与えられています。現在、インターンシップ

への参加企業は、約30社にのぼっています。

提示される課題につ

いて、５人１組のグ

ループにて、議論課

題解決に取り組みま

す。授業の最後に、

各グループでどのよ

うな議論を行い、課

題を解決したのかに

ついて、発表を行い

ます。

また、本学部では

能動的な学修を支援

するための様々なコミュニケーションツールを導

入し、授業時間外での教員・学生や学生間コミュ

ニケーションに活用しています。

・Zoom：グループ内での議論、教員からの指導

・Slack：日常的な連絡、質問事項のやりとり

・Google Classroom：教材・課題の提示。課題提出

データサイエンス学部開校の2019年より、こ

れらのコミュニケーションツールを本学内のシス

テムとして取り入れていたことにより、新型コロ

ナウイルスの発生で2020年の新学期から全面オ

ンライン授業になった際においても、多くの大学

ではその準備のため１ヶ月遅れて授業開始を余儀

なくされる等の中、本学は全学部にて従前のスケ

ジュール通り４月から授業を開始することがで

き、全学的な貢献となりました。

（４）学外への積極的な発信、海外大学との連携

本学では、未来創造プロジェクトでの自身の研

究がどのレベルにあるか、学外ではどのような評

価を受けるのかを知るために、研究成果を学外に

積極的に発信する指導を行っています。

2022年度は査読付き国際学会に14件の論文が

通り、内１件のBest Paper Award、２件のStudent

Best Paper Awardを受賞しています。国内の学会

にも多数論文を投稿しています。

写真３　企業でのインターンシップ成果発表会

写真４　グループワーク

（３）能動的な協調学修

自らテーマや課題を見つけ、それらの解決方法

に取り組む学修を身に付けるため、本学部では、

全ての授業科目で、グループワークを導入してい

ます。

各授業では教員の説明を前半に集約し、後半は、 写真５　本学２年生がBest Paper Awardを受賞



また、研究のみならず、自身のアイデアをプロ

グラミングやアプリケーションと完成させるスキ

ルや知識を評価してもらうために、ハッカソンや

アイデアソンにも積極的に参加しており、2022

年度は８件が入賞しました。

さらに、データサイエンス学部・研究科に付属

するアジアAI研究所が主導している海外大学との

連携活動にも積極的に参加しています。特に、海

洋プラスチックゴミ問題は世界的な課題であり、

複数の海外大学とデータサイエンスを活用した課

題解決に取り組んでいます。学生には海洋プラス

チックゴミ問題の重要性を学ぶとともに、国際連

携活動についても学ぶことができます。
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５．終わりに
本学のデータサイエンス学部の設置の趣旨は、

データサイエンスの高い知識、スキル、リテラシ

ー、分析力を持つ人材を育成するとともに、「知

の創造」を目的とする新しい学術としてのデータ

サイエンスを志向し、創造性の向上と、多様な応

用を開拓できる、高い理念を持った人材を育成す

ることにあります。一貫した研究体験連動型学修

にて常にテーマを発見し、課題を見極め、率先し

て、それらを解決する方法論の構築に向き合い、

個々のスキルを向上させ、リーダーシップを発揮

する人材の輩出を目指しています。また、日々、

楽しく学修する雰囲気作りも重要です。本学部は、

各人が日々研鑽を重ね、新しい学術としてのデー

タサイエンスの発展を志向していきたと思います。

関連URL
[1] 武蔵野大学データサイエンス学部データサイエ

ンス学科紹介（カリキュラム）

https://www.musashino-u.ac.jp/academics/faculty/

data_science/data_science/curriculum.html

[2]武蔵野大学データサイエンス学部データサイエン

ス学科紹介（学科の特徴）

https://www.musashino-u.ac.jp/

academics/faculty/

data_science/data_science/features.html

[3]武蔵野大学データサイエンス学部

データサイエンス・人工知能（AI）人材育成プ

ログラム

https://sites.google.com/ds.musashino-u.ac.jp/

datascience-ai-edpg/

４．エキスパートレベルへの橋渡し
本学部は、３年次からは、エキスパートレベル

としての知識、スキルを身に付けるため、専門コ

ースを設定し、研究テーマ設定や課題解決の素養

と海外挑戦の意識を身に付ける機会を応用基礎レ

ベルとして形成しています。

専門コースは、

図２に示す通り、

３コースを基軸と

し、各学生がどの

コースのエキスパ

ートになりたいか

志向し、選択する

ようにしていま

す。本学部として

は、３コースの内、

２のコースをメジ

ャーとマイナーと

して、選択するよ

うに指導していま

す[2]。

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

写真６　タイでの海外連携大学との活動

図２　３コースを基軸とした専門コース（エキスパートレベル）
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1

私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

第14回産学連携人材ニーズ交流会

開催要項
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2

私情協ニュース

公益社団法人 私立大学情報教育協会

令和５年度 FDのための情報技術研究講習会

開催要項
https://www.juce.jp/tech2023/

ChatGPT
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本協会加盟校の特典
①　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

②　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。 

③　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表
時のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

④　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け
会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。

⑤ 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ
を視聴できます。 

⑥　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。 

⑦　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。 

⑧　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる
授業改善の動向を把握できます。 

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 配信会場および実施方法月　日
５月31日（金)
８月23日（金）
９月 ４日（水）～６日（金）
10月中旬（２日間予定）
10月31日（水）
11月29日（金）
12月 ６日（金）予定
12月21日（土）予定

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
会場未定
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

第40回定時総会
ICT利用による教育改善研究発表会 
私情協　教育イノベーション大会
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース］（対面開催）
教育改革事務部門管理者会議
第41回臨時総会（対面開催）
事業活動報告交流会
アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（文系・理系）

3

私情協ニュース

令和６年度行事日程と加盟校の特典

令和６年予定

会議名 配信会場および実施方法月　日
１月 ９日（木）予定
１月18日（土）予定
２月上旬予定
２月中旬予定
２月下旬予定
３月上旬予定
３月28日（金）

アルカディア市ヶ谷
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
オンライン
都内および周辺の予定
会場未定
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷

新年賀詞交歓会（対面開催）
アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（栄養・医療系）
学生による社会スタディ
大学教員の企業現場研修（対面開催）
FDのための情報技術研究講習会（対面開催）
産学連携人材ニーズ交流会
第42回臨時総会（対面開催）

令和７年予定
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2023年度 大学職員情報化研究講習会〜基礎講習コース〜
開催報告

1

１．開催の趣旨
本協会では私立大学における職員の職務能力の開

発・強化を支援するため、ICTを駆使して質の向上を

目指した新しい学びの創出、教職員の意識改革、学修

者本位の教育への転換に向けて、教育改革DX、学生支

援改革DX、業務改革DXについて、知識・理解の獲得

と実践的な考察力の促進支援を目的とした研究講習会

を実施している。

基礎講習コースでは、まず初めにDX化に向けた取組

み情報を提供し、ICTの活用が大学の管理運営、教育

活動の充実に果たしている役割を認識してもらい、そ

の上でグループ討議による問題発見・解決プロセスの

体験を通じて、自己の業務の改善や職場における課題

解決にICTの活用を考察し、大学改革に向けたアクシ

ョンプランを提案できるようにすることを目指している。

２．開催方法等
過去３年間はコロナ禍の影響を受けZoomを利用した

オンライン開催であったが、本年度は新型コロナウィ

ルス感染症の５類移行もあり、４年ぶりの対面講習会

として、10月18日(水)〜20日(金)の３日間にわたりダ

イワロイヤルホテルTHE HAMANAKOにおいて実施した。

３．参加者構成
本年度の参加者は36大学62名であり、オンライン開

催であった前年度の２日コースの参加者22名に比べて

約３倍の参加者となった。

所属部門では、情報センター部門35％、学事・教務

部門が24％と多く、学生部門６％、人事・企画部門が

５％、就職、総務・広報部門がそれぞれ３％、そのほ

か管財・会計・図書館等であった。年齢別では、20代

が69％、30代が23％、40代以上が８％であった。男

女比は男性63％、女性37％であった。構成比はほぼ例

年通りであり、幅広い部門からの参加となった。（図

１・２参照）

４．プログラム構成 
本コースでは、１日目の全体研修において、職員の

役割を共有した上で、①教育改革に向けたDX、②学生

支援改革に向けたDX、③業務改革に向けたDXについ

て、それらを考察するためのICT利活用の意義・好事

例について大学や企業等の方から情報提供を受け、デ

ジタル技術を駆使した大学改革を進める上での課題認

識を深めること、１日目の後半及び２日目のグループ

討議・発表において、本研修のテーマとして設定した

①から③の観点から、具体的な課題を絞り込み、自ら

がどのように関与すべきか、ICTを道具として利活用

した望ましい改善案の提言作りを行い、グループ発

表・相互評価を通じて、主体的な考察力、イノベーシ

ョンに取組む姿勢の獲得を目指すという構成とした。

また、今回から参加者に対してPCの持参を推奨し、グ

ループ討議での活用を促した。

５．全体研修
（１）開会の挨拶
冒頭、本運営委員会の担当理事である金沢工業大学

常任理事の河合氏が協会を代表して挨拶した。同氏は

参加者、情報提供者への謝辞、協会の目的及び開催の

趣旨について語られた。

（２）イントロダクション
上智学院理事である運営委員会の木村委員長から、

「大学職員として主体的に取り組むための心構え」とし

て、①環境の変化を知る、②社会に目を向ける、③

図１　所属部門構成　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ａ）年代別

（ｂ）男女比

事業活動報告

図２　年代・男女比　　　　　　　　　　　　　　　　
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「見える化」、「はかる化」から「見せる化」、「課題解決」

へ、について紹介があり、大学職員が果たす役割につ

いて、理解と共有化を図った。

（３）情報提供
①「データドリブン思考による意識・業務改革」

桜美林学園総務部長、総合企画部長　　　和田　満　氏

意識・業務改革において、「①個々人の意識の持ち方

が重要②そこへの気づき、踏み出す動きへの支援③

「ムリ・ムダ・ムラ」をなくす方向性への導き④ビッグ

データ（宝の山）から何を汲み取り導きだすか」を推

進する必要があり、桜美林学園では、データドリブン

思考によるワークスタイル改革を行った。また、マイ

ルストーン（Version1.0、2.0、3.0）を設定し、具体

的な取組みとして、ペーパーレス化を推進した。紙の

削減量については、ファイルメータを設定し、総削減

量、部署別削減量の推移について見える化をした。さ

らに、データドリブン思考により、業務量の測定を行

い、意識・業務改革を進めるための要改善課題、「①民

間企業に比べてストラテジー業務が10％少なく、オペ

レーション業務が10％多い、②正規（専任）職員のノ

ンコア業務が多くかつ部署によって偏りがある」が明

らかになった。これらの課題解決にむけて、

ISO90001（マネージメントシステム）認証取得に向

けた取組みを行った。「今何をしなければならないのか、

データをどのように活用すればいいのか、誰が、何の

ために、何を、どのように、いつまでに、どうするの

か」について、3W1Hに基づき、方針・計画を立てて、

意識・業務改革を進めた。

②「業務のIT化とDX」

駒澤大学学長補佐、教務部長　　　  絹川　真哉　氏

駒澤大学における稟議・決裁へのワークフローシス

テムの導入ならびにグループウェアの刷新に関して、

情報提供があった。

駒澤大学では、稟議や各種申請等の効率化やスピー

ドアップを検討していたが、コロナ禍を契機に導入を

前倒しした。取組みにおいては、システム化可能なす

べての稟議書・申請書等を対象に調査した。申請数が

上位８つを対象に調査したところ、効果として受け渡

し時間を62.2％削減できることが確認できたため、

2022年度に200フォーム以上を稼働（年間14,000件）、

上位３フォームの効果測定で受け渡し時間の1,400時

間の削減に成功した。

従来のグループウェアは2003年に導入されていた

が、運用制限・ルールにより利用者がごく一部に留ま

っていた。そこで学内コミュニケーションDXとして

GaroonとGoogle Workspaceを併用することを決定した。

「グループウェアによる学内情報発信・共有のガイドラ

イン」を作成し、教員への連絡をGaroonに移行するな

どの抜本的な見直しを遂行する中で、不慣れな教職員

から戸惑いや不満が聞かれたが、ほぼ全ての学内主要

委員会の構成員である教務部長の立場で根気強く説

明・対処することで、組織と文化の変革が図れたと取

組みを振り返られた。

③「生成系AIの企業での活用事例と向き合い方、そし

て大学業務への展開」

三井化学株式会社DX推進本部DX企画管理部データ

サイエンスチームリーダー・信州大学工学部特任准

教授・大阪大学基礎工学研究科招聘教授

向田　志保　氏

化学系民間企業において生成AIを活用する技術者と

しての立場から、生成AIの特徴や導入・活用方法、化

学分野における生成AI活用事例の情報提供があった。

Open AI社が2022年11月に公開した大規模言語モデ

ル（LLM）・生成AI「ChatGPT」は、使いやすさとそ

の性能の高さから急速に浸透している

化学分野の文献や特許などからの情報抽出は、専門

用語、表記の揺れ、化合物構造画像や図表などによっ

て、困難とされていたが、情報抽出するための機械学

習用の単語辞書・学習データを作成し、「ChatGPT」を

活用することで、金属ガラスの臨界冷却速度のデータ

ベースを構築することに成功し、マテリアルズ・イン

フォマティクス（MI）に活用展開されるなど成果を上

げている。生成AI活用には、インタラクション最適化

の観点からプロンプトエンジニアリング手法が重要で

あり、生成AIが抽出した情報を生成AIに確認させ、誤

りの可能性を指摘させる一連の質問を考案・実行する

ことで、精度の高いデータベースを構築した。三井化

学株式会社では、自然言語処理技術を活用し、特許や

文献などの外部情報と材料情報を基にMI等と連携し、

既存材料の新規用途・新市場探索の高精度化と高速化

の実用検証に取組み、新たな材料開発手法の確立に取

り組んでいる。

学術分野において、LLMの普及課題とされるハルシ

ネーションに対しては、プロンプトエンジニアリング

などによって対処していくことで、「BioGPT」や

「chemGPT」が出てきており、化学分野に特化した大

規模言語モデルが登場する可能性もある。

今後、複数種類のデータを組み合わせて処理するマ

ルチモーダルAIが進展してくる。改善提案AIとして開

発することで、これまで「勘、コツ、経験」を基にヒ

トが実験し、MI分析してきたものが、ロボットによる

自動実験と改善提案AIによるMIサイクル自動化による

データハーベスティングの時代が実現していく。

④「大学データの収集・前処理から分析、結果の共有

まで：そして価値創造へ」

上智学院IR推進室チームリーダー／上智大学基盤教

育センター非常勤講師　　　　　 　

鎌田　浩史　氏

データサイエンスのあらまし、大学におけるデータ

の取り扱いの勘所、データを基にした価値創造につい

て情報提供があった。大学経営において、データに基

づいた意思決定は大変重要である。データを処理分析

し、価値を引き出す手法であるデータサイエンスは科

学である。科学的な説明とは、因果的な説明である。

事業活動報告
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原因となる変数をx、結果となる変数をyとすると、xと

yの間に相関関係があるからといって因果関係があるか

は分からず、さまざまな観点から考察する必要がある。

このことをよく理解して業務に取り組んでほしい。デ

ータの取り扱いにおいて、個人情報の事業所内利用は

「個人情報保護法第23条」の適用範囲外である。次に、

分析の際は「いきなり細部を見ない」ことが肝要であ

り、鳥の目で全体を俯瞰し、虫の目で詳細を分析し、

魚の目で潮流を把握することを意識する。会議資料は

グラフ化すると直感的に分かりやすくなり、データの

性質に合わせて適切なグラフ作成を心がける。グラフ

においては、「事実」をメッセージにすることが大切で

ある。メッセージは一般的な話から始め、抽象論、最

後に一般的な話と、砂時計の形を意識する。改善提案

は１つではなく３つ入れることを意識したい。価値創

造において、ユーザーの希望（Wants）があった際、

理解の内容（Needs）を掘り下げることが大切である。

最後に参加者に対し、「データに則った根拠や裏付けを

もって教育改善に取り組んでもらいたい」とのメッセ

ージが届けられた。

⑤「サイバー攻撃のリスクとセキュリティ対策の基礎

知識」

（講習会２日目、オンデマンドによる情報提供）

情報処理推進機構セキュリティセンター

松坂　志　氏

「IPA 情報セキュリティ10大脅威2023」ではランサ

ムウェアが組織に対する脅威の１位となっており、攻

撃者は企業を脅迫して金銭を得ることを目的としてい

る。今はサイバー攻撃が分業・組織化されている。侵

入までの専門家、ウイルス作成の専門家、それらの情

報・ツールを購入し攻撃を行う実行犯など、お金でつ

ながるプロ集団となっている。日々努力していても対

策することは難しいが、やらないと攻撃される。脆弱

性、ウイルス、設定ミス、意識の低い人、全方位の対

策が必要である。

攻撃者が侵入を試みる対象である攻撃対象領域

（attack surface）の把握、管理が重要となる。いつのま

にか設置されているサービス、設定を間違えてアクセ

スできでしまうサービスなどを外部から定期的にScan

して発見し管理する。経済産業省「ASM（Attack

Surface Management）導入ガイダンス」にとりまとめ

られている。

「CIS Critical Security Controls」には対策の具体的な

ガイドラインがレベル別に示されている。「MITRE

ATT&CK」にある過去に攻撃者が用いた手法を参考に

対策を講じて欲しい。

「MITRE Engage」は攻撃を検知するための偽入口

や、攻撃者に渡してもよいダミー情報を用意しておく

ことで敵と戦う考え方もある。防御だけでなく、デー

タを盗み出されてもそれが偽物なら防御側の勝ちであ

る。これらの情報を活用して、今後の対策に役立てて

いただきたい。

６．グループ討議・発表・相互評価
（１）グループ討議は１グループ６〜７名で構成し、
10グループ（２会場）に分けて行った。各会場には２

〜３名の運営委員が常駐し、討議が行き詰まらないよ

うにファシリテートを行った。１日目は、前半に行わ

れた情報提供や参加者が準備してきた課題等について

情報共有しながら、グループ単位で「教育改革DX」、

「学生支援改革DX」、「業務改革DX」の３テーマを一つ

に絞り込み、解決すべき課題を設定の上、具体的提案

課題決めを行った。

（２）２日目の前半は、課題解決の洗い出し、解決策
構想の深堀をしつつ、後半ではグループごとに中間発

表を行った。また、中間発表の終わりには、参加者全

員から他のグループに対しての具体的なフィードバッ

クを行い、多様な質問や意見等を共有できるように配

慮した。それらを参考にしつつ、最終日の発表資料の

作成を行った。

（３）３日目の最終日には、グループごとに最終発表
提案を行い、全員で質疑や相互評価を行うとともに、

運営委員から講評を行うことで、講習会のまとめとした。

（４）各グループの発表は、10グループ中、「学生支
援改革DX」が１グループ、「業務改革DX」が９グルー

プ、「教育改革DX」を提案したグループは無かった。

具体的には、データやシステムの一元化、ペーパーレ

ス化、グループウェア、Chatbot、AIツール導入等によ

る改善提案が複数見られ、中にはその周知、定着方法、

意識改革、保護者認証ワークフローに言及しているグ

ループもあった。職員対象の講習会であることもあり、

グループの多くが、参加者に共通する日常的な課題に

直結する業務改革DXを選択するという傾向が顕著であ

った。

（５）発表後には、都度、質疑・参加者全員での相互
評価を行い、発表内容の共有や実際に導入する際の問

題点等の深堀を図った。講習会の最後に、木村委員長

から、「電子化、デジタル化、ペーパーレス化が進展す

る中、歴史は記憶ではなく、記録が作るという言葉が

ある。その担い手としてデジタルアーカイブメントに

ついても検討することが重要である。」との挨拶があっ

た。続いて河合担当理事から、「大学は厳しい時代に入

っており、参加者の皆さんはそれを支える年齢層に入

っている。ぜひ、本講習会で得た経験を自学の強みを

引き出していくような発想に役立てて欲しい。」との総

括が行われ、閉会した。

７．研修事後レポート・アンケート
（次ページ図３参照）

参加者には、本講習終了後、２週間程度の期間をと

り研修事後レポート・アンケートの提出を求めた。

（１）課題解決力

講習全体を通して「課題解決力」は、発揮・伸長し

た34％（前年対比＋８％）、ヒントを得た63％（前年

対比－５％）と参加者の97％が、何らかの“気づき”
を得ている結果となった。
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役割分担を行い発表までまとめ上げるという経験がで

きたことを有意義に感じた参加者が多かった。

８．まとめ
①　４年ぶりの対面・集合型講習会であったが、運

営側、参加者とも大きな支障はなく運営することがで

きた。参加者も62名と当初の想定50名を上回るものと

なった。１グループの構成の６〜７名としたことも活

発な討議の様子から適切であったと思われる。

②　アンケート結果から見ても、３日間にわたり業

務や経験年数の異なる他大学の参加者で構成されたグ

ループにおいて、苦労しながらも情報を共有し、課題

解決提案を考え提案するということは、貴重な経験と

なったと思われる。また、他大学の職員と交流するこ

とで、参加者自身が自分の知識・経験等のベンチマー

クを感じとれるという効果も見てとれた。

③　一方で、会場の設備の関係もあり、オンデマン

ドでの情報提供や発表時の映像・音声が視聴しづらい

という指摘もあり、改善策が必要となった。

④　また、今回からできる限りPCの持参を推奨した

が、次年度以降、PCは必須として、加えてオンライン

会議システム（Teams・Zoom等）をすべての参加者に

利活用してもらうことで、グループ討議がスムーズに

進められ、運営委員もグループの状況を把握しやすく

なり、適切なファシリテートにつながるという意見も

あった。

⑤　テーマ設定については、どうしても業務改革DX

に偏りがちになることから、新しい価値創造につなが

るテーマを設定していく必要があるとの意見もあり、

今後の課題となった。

最後に、業務多忙の中、全国から３日間にわたる講

習会に貴重な時間を割いて参加をしてくれたこと、ま

た、職場に戻ってからの力強い行動計画を示してくれ

たことに対して、運営委員一同から感謝とエールを送

るとともに、本講習会への参加がきっかけとなり、少

しでも日々のDX推進に寄与することを願ってやまない。

文責：大学職員情報化研究講習会運営委員会

（２）創造的思考力

「創造的思考力」については、発揮・伸長した36％

（前年対比＋10％）、ヒントを得た61％（前年対比－
13％）と昨年同様、参加者のほとんどが何らかの成果

を感じている結果となった。

（３）ICT・データ活用意識

「ICT・データ活用意識」については発揮・伸長し

た34％（前年対比＋13％）、ヒントを得た63％（前年

対比－11％）と全体の97％を占め、ほとんどの参加者
に活用意識があるという結果となった。グループの発

表の中にも、Chatbot・AI・グループウェア等の今日的

なキーワードが複数みられた。

（４）グループ討議について

グループ討議での「発言」については、積極的だっ

た75％（前年対比＋43％)、発言はした25％（前年対

比－33％)、あまりしなかった０％（前年対比－10％)、

「交流と人脈形成」については、積極的だった66％

（前年対比＋29％）、対応はした34％（前年対比－
24％）、あまり広がらなかった０％（前年対比－５％）、
「課題・企画の検討」については、積極的だった71％

（前年対比＋18％)、発言はした29％（前年対比－13％）、
周りに頼っていた０％（前年対比－５％）という結果
であった。オンライン開催での課題であった「交流と

人脈形成」については、対面開催で実施したことによ

り、参加者の満足度を大幅に向上させることができた

と思われる。

（５）アンケートの自由記載意見等について

①イントロダクション・情報提供については、高評
価が多かったが、会場設備の問題もあるにせよオンラ

インによる情報提供シーンでの音声・映像データの聴

きづらさ・見づらさ等が複数指摘されており、課題を

残す結果となった。

②研修全体を通しては、普段は経験することのない
他大学の職員との情報交換、交流ができたこと、長時

間にわたるグループワークの難しさも感じながらも、
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2023年度 大学職員情報化研究講習会〜ICT活用コース〜
開催報告

2

大学職員情報化研究講習会のICT活用コースは、「大学のDX

推進に向けた対応を考える」をメインテーマとして掲げ、

2023年12月21日（木）、Zoom会議によるオンラインで開催

し、24大学（短期大学含む）、１賛助会員から総勢29名の参

加があった。冒頭に河合儀昌運営委員会担当理事（金沢工業

大学）から、開会の挨拶と本協会の役割や講習会開催の趣旨

が説明された。

【話題提供１】

「一人ひとりの個性を伸ばす目標・学修支援DXの取組み」

日本経済大学業務推進部長　　　　　　　 田代　雄三　氏
文部科学省の「デジタルを活用した大学・高専教育高度化

プラン」に採択された「『仲間とともに個性を伸ばす』全学

DXプログラム」が紹介された。日本経済大学では、建学の精

神である「個性の伸展による人生練磨」に則り、学生が自分

の興味・関心といった「個性」（Personality）について考え、

それに合った授業を履修することで「知識」（Knowledge）を

インプットし、知識を様々な「経験」（Experience）を通して

アウトプットすることを繰り返すことで「目標達成」

（Achievement）に至るという「PEAKモデル」をコンセプト

にシステム開発を行った。開発にはSalesforceを活用した。

Salesforceの特長として、ノーコードで学内の教職員が改修で

きる範囲が大きく柔軟性が高いこと、分析機能が優れている

こと、学習コンテンツが充実しているなどがあげられる。ま

た、SalesforceのMobile Publisherを導入し、iOS・Androidアプ

リ「日経大PEAK」をリリースした。

「日経大PEAK」では、学期の目標に向けた「やることリ

スト」を作り、完了を積み上げていく。ゼミの中で目標設定

や進捗管理を行っており、活動状況に合わせたバッジ付与や

表彰制度、出席状況の悪い学生には、自動アラートが上がる

といった工夫がなされている。現在、自主的なログイン率は

４割前後であり、今後学生が目標達成し、希望する進路に進

めるよう、目標入力だけでなく、活動予定の登録・促進に注

力している。

【話題提供２】

「学生参加型AI 開発による学修者本位の学修支援を実現・普

及」

北海道医療大学情報センター長　　　 　　 二瓶　裕之　氏
北海道医療大学は、北海道石狩郡当別町にある、薬学部・

歯学部・看護福祉学部など６学部を有し、学生数約3,000名

をかかえる医療系総合大学である。同大学がICT活用を進め

た経緯は、①国家試験に向けた主体的な学習時間の確保、②

学外医療関係者との情報共有、③札幌から１時間程の通学時

間の有効活用である。

北海道医療大学のDX推進計画は「医療系大学における学生

参加型AI開発による学修者本位の教育の実現と普及」をテー

マとし、2020年度の文部科学省の「デジタルを活用した大

学・高専教育高度化プラン」に選定されている。

このDX推進計画の特徴は、AIを学生参加型で内製化するこ

とであり、医療人を目指す学生の視点に立った学修者本位の

学修支援を図る点である。内製化した教育支援システムに学

修ログのAI解析機能を拡充することで、小・中規模の機動性

の高いAIを多種多面的に開発している。

DX推進計画を行う実施体制を構築するにあたり、最も重要

なのは、「ICTを駆使した教育の手法や仕組み作りを行うこと

で、教職員の意識改革をする」ことであり、「学生ひとり一人

に応じた学修支援」を行うことが、「大学全体の問題」として

捉えることであるとの事。

このDX推進計画では「内製化した教育支援システム」と

「学習ログのAI解析」を組み合わせることで、学部教育に柔軟

に対応した多種多様なAIを活用する。現在開発中の「AI-ｅポ

ートフォリオ」では、成績の動向や苦手科目など、在学中の

学びの可視化を目指している。また、学生参加型AI開発を行

っており、レゴブロックで作った仮想的な都市空間の学修教

材を利用して、自分がどのように行動するのかの意思決定の

推論モデルの構築を目指している。画像認識や物体検出から

画像生成AIを作成することで、単にAIを活用するだけではな

く、学生とともに生成系AIを創ることを実践している。

【話題提供３】

「次世代リーダーを目指す女性のためのDX人材育成」

日本女子大学通信教育・生涯学習課長　　 高橋　香織　氏　
日本女子大学では、リカレント教育課程として３つの履修

証明プログラムを開設している。そのひとつが2023年10月

に開設した「次世代リーダーを目指す女性のためのDX人材育

成コース」である。

このコースでは、就労先でDX推進の中核を担い、それぞれ

の立場でリーダシップを発揮できる女性人材をリスキリング

により育成することを目的としており、受講者が働きながら

学べるよう、５か月間で65時間履修する１コマ100分の授業

は、平日夜間と土曜日午前中に全てオンラインで開講している。

コースの運営に当たっては、12の企業・団体が参加するDX

推進事業実施委員会を設置し、企業・団体・地域ニーズや受

講生ニーズ、DX推進の現状、求める人材像を把握するための

ヒアリングや、コースの内容に関する意見聴取を行っている。

カリキュラムは、DX推進スキルを体系的に学べる幅広い科

目構成となっており、修了時には技術面でITSSレベル２相当、

マネジメント・ストラテジーでITSSレベル４相当となること

を想定している。コース修了と単位認定した科目には、履修

証明としてそれぞれオープンバッチを発行している。また、

受講生が全員同じ環境で学べるようノートPCを貸与している

ほか、カウンセラーとの個別面談、受講生同士の交流会も開

催するなどコース受講にあたっての支援体制も充実させている。

開講初年度は、幅広い年齢層、業種・職種から26名が受講

しているが、従業員数10,000人以上企業の勤務者が４割以上

あり、中小企業をメインターゲットにしていたが大企業の多

さに驚きがあった。受講の動機も様々で、DX推進担当になっ

たが何をすれば良いか分からない、DX推進のリーダーになる

ことを目指す、社内のIT部門と交渉するための知識を身に付

けたい方等であった。

【話題提供４】

「構内をメタバースで再現したバーチャルキャンパスツアー実

践例」

畿央大学広報センター課長　　　　　　　 　 伊藤　誠　氏
バーチャルキャンパスツアーは、コロナ禍により2020年３

月のオープンキャンパスが中止となり、１分間のムービー紹

介を中心に構成した「KIOオンラインキャンパス」を開設し、

参加できない学生へ送るコンテンツを作成したのが契機とな

っている。その後、来場型オープンキャンパスが復活したが

「人数制限」ですぐ満席となることで、参加できない人向けの

コンテンツという立ち位置で拡張してきたが、大学としては、

オープンキャンパスに来てもらい、現場を見て受験してもら
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いたいという方針があり、受験生の来場意欲を後押しするき

っかけを作ることがコンテンツの目的となっている。

2020年の１次開発から課題の改修を繰り返し、４次開発で

大学構内を撮影してメタバース化したバーチャルキャンパス

ツアーを開催した。開発当初から課題となっていた「自由に

散策できる」を実現し、オープンワールドに慣れたZ世代が自

由にキャンパス内を動けるようになった。特長は、リアル重

視が基本で校舎写真を多く使用し、通路などはアバターが通

れる広さに加工したが、キレイなキャンパスのPR、臨場感の

演出ができている。また、他大学があまりやっていない先進

性や、これまでの企画を活かしてバナーや動画リンクを各所

に設置しているため過去の制作物も紹介している。

今後の課題としては、大学の監視下にない状態での参加者

の交流によるトラブルのリスクはメタバース本格導入へのハ

ードルとなること、窓ガラスはきれいに再現されないなど仮

想空間内に再現性が低い箇所が散見されること、ゲームをあ

まりしない人がマウスなどを利用してメタバース内を自由に

動き回るのは少し難易度が高いと思われること、現在の同時

アクセスは50名までとしているがイベントをする場合の人数

上限をどう考えるかなどが考えられる。

今年は「とりあえず構築してみた」段階であり、利用者

（受験生や在学生）の意見を聞いて「次」をどうするのか再検

討するが、学内からの意外な反応としては、進路支援部から、

キャンパスの利用が少ない低学年向け案内で紹介したいとい

う意見や、次世代教育センターからは学内認知度を上げる施

策としてラーニングコモンズでセンターを紹介したいとの意

見があり、意外とメタバースを活用した人は少ない印象があ

り、今後いろんなアイデアが出てくる可能性がある。

【話題提供５】

「データドリブン思考による意識・業務改革」

桜美林学園総務部長、総合企画部長　　　　 和田　満　氏
意識・業務改革において、「①個々人の意識の持ち方が重要

②そこへの気づき、踏み出す動きへの支援③「ムリ・ムダ・

ムラ」をなくす方向性への導き④ビッグデータ（宝の山）か

ら何を汲み取り導きだすか」を推進する必要があり、桜美林

学園では、データドリブン思考によるワークスタイル改革を

行った。またマイルストーン（Version1.0、2.0、3.0）を設

定し、具体的な取組みとして、ペーパレス化を推進した。紙

の削減量については、ファイルメータを設定し、総削減量、

部署別削減量の推移について見える化した。さらに、データ

ドリブン思考により、業務量の測定を行い、意識・業務改革

を進めるための要改善課題、「①民間企業に比べてストラテジ

ー業務が10％少なく、オペレーション業務が10％多い、②正

規（専任）職員のノンコア業務が多くかつ部署によって偏り

がある」が明らかになった。これらの課題解決にむけて、

ISO90001（マネージメントシステム）認証取得に向けた取

組みを行った。今何をしなければならないのか、データをど

のように活用すればいいのか、誰が、何のために、何を、ど

のように、いつまでに、どうするのかについて、3W1Hに基

づき、方針・計画を立てて、意識・業務改革を進めた。

【話題提供６】

「RPAをはじめとする業務運営DX」

国立大学法人三重大学財務部財務管理チーム調達室長
平山　亮　氏

三重大学は、一つのキャンパスに人文学部・教育学部・医

学部・工学部・生物資源学部の５学部と６研究科を有し、学

部生約5,880名、大学院生約1,200人が学んでいる。県内全域

を教育研究フィールドと位置づけ、地元企業や自治体と大学

を繋ぐハブ機能として、多様な地域特性を有する４つの地域

サテライトを展開している。同大学では、平成30年度から三

つのステージに分けて業務運営DXに取り組んできた。

当初は、RPAをよく理解している職員によるハンズオン形

式のレクチャー説明会などを通じて、有志の職員が身近な業

務にRPAを導入し、業務時間の削減効果が高い業務に対して

重点的に取り組む体制で始まった。その後、RPAの活用事例

が評価され、RPA推進室が立ち上がり、各部署の業務内容を

ヒアリングしてRPAを順次構築した。

RPAツールは、Microsoft Office365を契約しており、

Microsoft製品と親和性が高いことからPower Automate

Desktopを導入・活用している。普段利用しているパソコンで

RPAが作成可能で、プログラミングの経験が無くても、作業

を見える化しておき直感的にRPAのアクションに落とし込む

ことで構築できる。また、パソコン操作をレコーディングも

できる。

事例紹介では、大量の伝票、単純作業、繰り返し作業が課

題であった支払伝票処理へのRPA導入が紹介された。１件ず

つ処理すると多くの手作業時間がかかる伝票処理作業を見直

し、事前にまとめてExcelにデータ入力してRPAで処理するこ

とで、並行して他の業務に専念できるようになった。RPA導

入の恩恵は大きく、令和４年度は40,000件の伝票処理を自動

化し、2,000時間の業務時間を削減することができた。作成

されたRPAが水平展開して他部門で利用されている事例もあ

り、会計部門や学務部門、企画部門でもRPAを利用している。

他にもMicrosoft365ツールを利用した自動化の事例がある。

現在、RPA推進室は業務運営DX作業部会へと発展的解消し

ており、今後は各部署が自立して属人化しないRPAの導入・

運用・人材育成体制が重要と考え、「自立型DX推進モデル」

を構築して取組みが継続している。

【グループ討議について】

後半のグループ討議では、約30分の時間をとり、全体を３

グループに分け、各グループにてフリーディスカッションの

形式で実施した。１人あたり３分程度で自大学のDXについて

の取組みや情報提供で得た気づきなどを発表し、その後２分

程度で質疑応答などが行われた。

【おわりに】

ICT活用コースは、一昨年、昨年度に引き続き、Zoomによ

るオンラインで開催された。昨今の急激に進む少子化や物価

の高騰によるコスト増などで大学を取り巻く状況は、大変厳

しいものになっており、一層のDX推進が今後各大学において

重要な施策になるであろう。今回の先進的な取組みの事例報

告は、多くの大学に、重要な視点・気付きを与える貴重な機

会となったのではないか。開催後に寄せられたアンケートで

は、情報提供の内容について「大変参考になった」「有意義で

あった」など、各大学での関心の高さが示された。フリーデ

ィスカッションについても、「各大学のDX化推進状況がよく

わかった」「いろいろなアドバイスをいただき導入に向けて、

参考になった」など、各大学に持ち帰り検討する契機になっ

たと思われる。一方、「参加大学の所属がまちまちで、回答が

上がりにくい場面があった」などのご要望・ご指摘は、今後

の改善に活用させていただきたい。

最後に、今回のICT活用コースに寄せられたアンケート の

抜粋を紹介し、本報告書のまとめとする。

・様々な角度から事例が紹介され、大変参考になった。

・非常に興味深い取組み事例を多方向から伺うことができ、

とても有意義だった。今まで不明確であった大学でのDX

化について、方向性を自分なりに考えることができた。

・自身は業務DXの知見を得るために参加したが、それだけ

でなく教育DXの講演も受けられ幅広く知見を得られたと

感じている。

・ 他大学の事例を知ることができたため非常に参考になっ

た。また自分の所属している大学が、進んでいるのか遅

れているのかを知るきっかけになった。

・ 取組みの内容としてもRPAなど比較的取り入りやすい事

例から、AIの開発といった高度なものまで幅広くあって

良かった。

文責：大学職員情報化研究講習会運営委員会
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「専門機関に任せること」「どの専門機関に任せる

のか」などを確認しておくなどを平時に予め決め

ておくことが示唆された。

（２）ランサムウェア感染時のBCP
日本ネットワークセキュリティ協会中小
企業支援施策WGサブリーダー、IT&キ
ャリアコンパス代表　　

酒井　正幸　氏
はじめに警察の資料を基にラン

サムウェア被害の状況が報告され

た。ランサムウェアは身代金要求

型不正プロブラムであるが、最近

の手口としては、単に復旧を引き

換えに金銭を要求するだけではなく、情報を窃取

して多重脅迫を行うように変わってきているとい

った解説があった。VPN装置から侵入されるケー

スが多く、装置のパッチ未適用や初期パスワード

を変えていないといった運用上の問題が原因とし

て挙げられている。復旧にかかる費用についても

100万円以上が７割強を占めており、企業の社会

的信頼を損ねた結果、操業停止に発展するケース

もあると報告された。

感染時における事業継続計画として、インシデ

ント発生確率の低減とインシデント発生時のダメ

ージを少なくして事業復旧を行うためのサイバー

セキュリティフレームワークの解説があった。イ

ンシデント発生直後では情報共有の手段がとても

重要となり、そのためにマニュアル等の整備を事

前に行い、どのような対応をとったかの記録も重

要であると説明された。インシデント発生時にス

ムーズに対応するためCSIRTを設置している組織

も増えており、全体の統括は自組織で行う必要が

あるが、その他の対応としては必要に応じて外注

することも考慮すべきとしている。また、自前で

システムを構築していると復旧に時間がかかるた

め、できるだけクラウドを利用することも推奨さ

れた。

サイバーセキュリティの不備を狙う攻撃が日常

化し、攻撃の手口が巧妙になっており、ランサム

ウェアなどにより大学の学事が滞る可能性も高く

なっています。

そこで本協会では、構成員全員がサイバー攻撃

の脅威を再確認し、各自の防御行動、組織的な対

策が進展するよう、攻撃被害時の対応、大学事業

継続の強化に向けた対応などの事例研究・意見交

換を通じて、各大学の状況にあわせたサイバーセ

キュリティ対策の向上計画の立案を目指して、研

究講習会を令和５年12月５日（火）オンライン

で開催し、21名（17大学）の参加があった。

（１）最新のサイバーセキュリティ動向とインシ
デントレスポンス

情報処理推進機構セキュリティセンター
情報分析官　　　　　　

西城　泰裕　氏
最新のサーバーセキュリティ動向では、直近の

動向としてネットワーク貫通型と呼ばれるAPT攻

撃が急増しており、脆弱性を悪用されると二要素

認証もバイパスされる恐れがあり、警戒が必要な

ことが説明された。本来はセキュリティを高める

ために用いられているVPNやFortiOSの脆弱性を

ついてネットワークに侵入され、攻撃が展開され

る。講演では悪用された脆弱性のリストやアプロ

ーチ方法、また、今後悪用されそうな脆弱性など

も紹介された。

インシデントレスポンスでは、サイバーレスキ

ュー隊（J-CRAT：Cyber Resucue and Advice

Team against targeted attack of Japan）の概要と目

的が提示され、組織の活動イメージおよび平時、

事案未確認段階、事案対処時などあらゆる場面を

想定したレスキュー対応と支援が紹介された。ま

たインシデント発生の原因の特定や検知の方法、

適切な調査と判断が標的型サイバー攻撃に対して

非常に重要であることが強調された。インシデン

ト対応時のポイントとして、「自組織で行うこと」

2023年度 大学情報セキュリティ研究講習会
開催報告

3
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（３）インシデントレスポンス時のセキュリティ
ベンダー活用と課題

明治大学情報メディア部生田メディア支
援事務室

石山　隆弘　氏
インシデント対応時のITベンダ

ーとの関係について、準備してお

くべきことや、とりわけフォレン

ジック調査をする際に配慮すべき

点について、実務に基づく知見の

共有がされた。

インシデント発生時にはOSとネットワークの

ログが重要であり、ここを管理するベンダーの関

与が大きくなる。仕様や契約を通して、これらの

ベンダーにどこまで運用支援を依頼するのか管理

することが重要である。フォレンジック調査の実

施判断をする際には、調査結果に期待できること

とできないことを理解した上で、目的を定める必

要がある。

また、フォレンジック調査の発注の際には、レ

ポートに含める内容や、調査メンバーの指定等に

十分配慮しなくてはならない。なお、発注後も調

査に必要なヒアリング等が発生するため、それら

を見据えて準備を進めておく必要がある。無事に

調査が終わりインシデント対応の終息となったと

ころで、業務委託仕様や契約内容を見直すことが

推奨される。平時からベンダーに積極的に関わり、

よりよりサービス提供につなげていくことが望ま

しい。

（４）グループ意見交換
近年、インシデント発生時に文科省へ報告しな

ければならないなど、インシデント対応の手順が

近年変わってきている。また、情報セキュリティ

確保のための視点は、機密性から可用性に移行し

てきている。このような背景から、シナリオと各

種のシステムの保守内容の場合分けを参考にイン

シデント対応のために備えておくべき事柄につい

て検討した。学習目標は、（１）インシデント発

生時に速やかに対応できるための準備として、あ

らかじめ決定しておかなければならないことな

ど、自組織で今後改善しなければならない事項を

説明できる、（２）BCP対策として、災害が発生

した際の自大学のシステム運用を維持するための

計画に加えて、情報セキュリティインシデントに

対する対応を立案するために必要な事項を説明で

きる、として、３名あるいは４名が１グループと

なり、グループディスカッションを１時間程度で

２回実施した。また、具体的な事例として、徳島

県つるぎ町立半田病院コンピュータウイルス感染

事案有識者会議調査報告書を活用した。

講習会に先立ち、事前課題として、つるぎ町立

半田病院の報告書に基づいて、セキュリティイン

シデント発生時の文科省報告書を作成し、参加者

は講習会に参加した。

１回目は、事前課題について共有した後、イン

シデント発生に備えて、日常からベンダー管理に

おいて実施しておくべきことについて、フォレン

ジック調査が発生することも見据えた視点を盛り

込み整理した。

２回目のグループ意見交換のための情報提供と

して、明治大学の石山氏からフォレンジックベン

ダー全般に関する所感、発注後のフェーズで起き

がちな事例などの紹介があった。これを受けて、

２回目は、フォレンジックを実施することとなっ

た場合のシナリオに沿って、ベンダーに何を期待

し、どう活用していくのか、障害となる箇所はど

こにあるかを整理した。

（５）参加者からのアンケート結果について
オンライン開催であったため、講習会終了後に

自由記述にて、研修内容、ならびに研修成果・ア

クションプラン、および今後の要望についての２

つの設問でアンケートを実施した。２つの設問の

回答が明確に分かれていなかったので、12名か

ら収集したすべての記述を一つにまとめて、

SCAT手法で集計した。その結果を表１に示す。
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４名の方が、サイバー攻撃によるリスクを事業

継続計画（BCP）の策定に含める必要性、および

今後のアクションプランとして述べられていた。

短い時間であったが受講者にとって有意義な講習

会であったことがうかがえる。

表１　アンケート結果



令和５年10月30日（月）午後１時、オンラインによ

るテレビ会議で、33大学62名の加盟校の理事長、学長、

理事、副学長・学長補佐、教務部長、学部長当の関係

者が参集して「デジタル社会の進展が大学教育の変革

を迫る」をテーマに開催した。

開会にあたり、向殿政男会長（鉄道総合技術研究所
会長、明治大学顧問）より、｢変動が激しく不確実で、
予測できない複雑な問題を抱える現代社会では、これ

までの常識が通用しなくなると言われている。AIとの

共存生活に対応できるよう、自ら考える力を訓練し、

物事の本質を捉える中で、課題を設定し解決する教育

が要請されており、大学としてどのように向き合うべ

きか、現状を振り返る中で、学生主体の改革行動を強

化していく機会にいたしたい。」との挨拶があった。以

下に、講演の概要を報告する。

講演１

第４期教育振興基本計画のコンセプトと
高等教育の政策
文部科学省総合教育政策局政策課長

滝波　　泰　氏
（１）社会の現状や変化について、労働生産性はOECD

諸国の中でも下位で、由々しき状態にある。先端IT人

材の不足、デジタル化や脱炭素化により、2050年に

は事務専従者で４割減少する一方、情報処理・通信技

術者は２割増加する。Society5.0において企業が特に

期待する能力は､課題設定・解決能力､論理的思考力、

創造力が求められている。また、18歳の国や社会に

対する意識では､自分の行動で国や社会を変えられる

と思う割合が３割未満となっており、米国・イギリ

ス・中国・韓国・インドの中で最下位となっている。

（２）そういう中で、教育振興基本計画を策定した。計

画のコンセプトは、未来に向けて自らが社会の創り

手となり、課題解決などを通じて持続可能な社会を

維持・発展させていく。社会課題の解決を経済成長

と結び付けてイノベーションにつなげる取組や、一

人一人の生産性向上等による、活力ある社会の実現

に向けて「人への投資」が必要となっている。

主体性、リーダーシップ、創造力、課題発見・解

決力、論理的思考力、表現力、チームワークなどを

備えた人材の育成を目指すとともに、個人が幸せや

生きがいを感じ、地域や社会が幸せや豊かさを感じ

られるものとなるためのウェルビーイングの向上を

目指すとしている。

（３）今後の教育政策に関する基本的な方針は、①グロ

ーバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続け
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る人材の育成として、「主体的・対話的で深い学び」

の視点からの授業改善、大学教育の質保証、文理横

断・文理融合教育等の推進、グローバル化対応の留

学等国際交流、リカレント教育を通じた高度人材育

成など、②誰一人取り残されず、全ての人の可能性

を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進、③

地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた

教育の推進、④電子化から最適化、新たな価値（DX）

の３段階を見据えた第１段階から第２段階への移行

の着実な推進としての教育DXの推進、⑤計画の実効

性確保のための基盤整備・対話としている。

(４）教育投資の在り方としては、高等教育の修学支援

新制度等による教育費負担軽減を着実に実施すると

ともに、高等教育の給付型奨学金等の多子世帯や理

工農系の学生等の中間層への拡大と教育の質の向上

に向けた環境整備として、私学助成の適切な措置、

成長分野への転換支援の基金創設、リカレント教育

の環境整備などとしている。

(５）高等教育政策の主な動向としては、①教育未来創

造会議の提言において､現在35％にとどまっている理

系分野を５割程度とする取組を推進し､日本人学生の

派遣を2033年までに50万人、外国人留学生の受入

れ・定着の40万人など目標を掲げている。②デジタ

ル・グリーン等の成長分野への転換支援として、基

金を創設して令和14年度までに検討・準備段階から

完成年度まで原則８年以内の支援を実施している。

初回公募では、学部再編等の状況はデジタル分野

64％､グリーン分野19％などで、理系学部を初めて

設置する文系大学の割合は67件中、約３割となって

いる。

（６）急速な少子化が進行する中での高等教育の在り方

について、令和５年９月25日に中央教育審議会に諮

問が行われ、一つは、成長分野をけん引する人材の

育成や大学院教育の改革等の重要性などの検討。二

つは、学部構成や教育課程の見直しや高等教育機関

間の連携強化、再編・統合等の促進などの方策、地

方の高等教育機が果たす多面的な役割の重視などの

検討。三つは、国公私の役割分担の在り方、果たす

べき役割・機能、その実現方策の検討などとしている。

講演２

デジタル革命が大学教育の未来を変える
東京財団政策研究所所長､日本学術振興会顧問､
本協会副会長

安西　祐一郎　氏
①「デジタル革命」とは何のことか、しっかり理解い
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ただかないと、文部科学省の政策を大学が主体性を

もって教育改革に当たることができなくなる。その

際、人の「学び」の原点はどこにあるのか理解いた

だいた上で、一体、社会は大学に何を求めているの

か、焦点を明確にした上で、大学の現実をどう変え

ていくのか、教育の具体的方法を考えることが大事

と思う。

②　結論として、次のような考え方を持たないと教育

改革のリーダシップは持ちにくい。

一つは、学生の学びを促す基本的な力としての

「学びの原動力」として、目標を自分で身に付ける

力、お互いの目標を共有する力を育成することが大

事になる。

二つは、それを受けて「大学教育の未来」として、

何をしていけばよいのか、ただ知識を覚えるのでは

なく、社会に通用する知識の活用ができるスキルを

鍛えることを念頭においていただきたい。また、デ

ジタル化が進んでいく中、自分でもって社会的な関

係性を築く力を鍛えることが大事となる。

三つは、「デジタル革命は大学教育の未来をどう

変えるか」として、大学がオープン化される。どこ

でも、いつでも学べることから、どこの大学で学ん

でいるかという垣根がなくなっていくので、教育の

何に焦点をあてていくかが課題となる。

また、イノベーションができるようになるスキル

の学びが中核になる。決定的に大事なのは、多様な

人達が自分で目標を共有し、社会的な価値を創り出

すリベラルアーツの学びが中核になる。

講演３ 

大学の教育改革に進言：大学を変える
公益財団法人　国際通貨研究所理事長

渡辺　博史　氏
①　教える側の問題として、教育の機能強化の問題が

ある。

一つは、研究力が高くても教育力が低い人が多い

ので、それぞれの分野で教育力の高い教授の授業を

ビデオ収録して、全国の学生に視聴させてはどうか。

学生は時間に拘束されず夜でも受講できるようにし、

その上でビデオを踏まえた小人数によるディベート

などの議論に持ち込まないと学びが深まらない。

二つは、４年間の授業が充実すれば、大学院授業

の進化が期待できるが、文系の大学院はより高度な

実践的な知識・スキルが求められており、授業の立

て方に無理があり期待されていない。経済、会計等

など授業の連携が必要ではないか。

三つは、教授の教育力評価を徹底してはどうか。

企業で行っている360度評価で学生､関係者などによ

り評定し、惰性的なテニュアの見直しを行う必要が

ある。優れた教員を確保するには、海外での経験を

積んだ方を増やす必要があるが、高額であるため、

給与・報酬体系の見直しが必要となる。また､大学を

変えるには教授会での決定が必要となるが､全然機能

していない。決定のルールを全会一致でなく、３分

の２などの多数決による見直しが必要ではないか。

②　学ぶ側の学生の問題として、一つは、大学入試が

ゴールになっていて達成感から、１年生・２年生に

自主的な学びが見られない。１年生・２年できっち

りと学びができる環境を作る必要がある。宿題とし

て課題が当然に出る授業とし、教員が学びの方向付

けを行うことも大事となる。例えば、毎週本を沢山

読ませるなど負荷をかけてもいいのではないか。結

果として、落第・留年・退学が日常的になる。３年

の夏からインターンなどの就活がはじまるので、少

なくとも３年半は学びができるよう、産業界との関

係の中で就活の後ろ倒しが望まれる。

二つは、いろいろなものを繋げて新しいものを考

えられるようにするには、深みのある授業を選び、

関心を持って学びに入れるよう、学びの分野の選択

は学部・学科の入学試験で選択するのではなく、一

定の知識・スキルの水準がある学生には入学後に授

業を受けながら選択させてもいいのではないか。そ

の中で関心のある授業を受けられるように、教養科

目を高校教育の焼き直しでなく、１年生でも大学院

生でも学べるよう全専門学科を教養科目の対象にし

てはどうか。

三つは、大学がミニ総合大学化してきている。少

子化の問題もあるので特色のある分野で専門性の高

い学部を持つようにしてはどうか。しかし、多くの

分野を学べるようにすることも大事なので、得意の

分野は自大学で行い、それ以外の分野は他大学との

単位の相互認定制を促進してオンラインなどの方法

で大学間連携することが考えられる。

四つは、スマホなどで学生の言語能力が低下して

きており、自分で考えたことを伝える日本語、英語

事業活動報告

③　デジタル革命と国際政治・グローバル経済の激変

という外国のお手本がない状況にある。教育理念・

教育方法の転換ができていない中で、目標を設定し、

できるところから対応していくことが私立大学の役

割と考えている。

④　教育の具体的な方法としては、｢他者との協働によ

る新しい価値の創造｣の力をつける教育へ転換するこ

とが大事となる。その際、一人ひとりの学生に光を

あてるツールとしてAIを個別の教育に活用し、教育

の格差を是正することが重要となる。多様な学修を

対象とすることから､社会のシミュレーションができ

るようにAI技術を用いた教材の整備が重要となる。



の最低水準の訓練が必要で補講、又はクリエィティ

ブライティングなどのコースを設け、学ばせる必要

がある。また、文系でも数学が必要で、何のために

数学を学ぶのかを明確にして学ばせることが重要と

考える。

五つは、自分で何かを構想して作り上げていくに

は、答えが複数あるかもしれない、答えがないかも

しれないという判断が求められるが、大学入試にお

いても答えが一つしかない問いが行われていること

に疑問をもっている。答えが複数ある、答えがない

かもしれない、という学びの場を設けることが大事

となる。その上で大学院、社会人では、自ら問いを

見つけられるようになることではないであろうか。

講演４（ビデオ)

未来創生型の文理融合教育の推進
国立大学法人滋賀大学学長

竹村　彰通　氏
①文理融合教育に対する社会からの要請として、デジ

タル敗戦と呼ばれる日本の現状が紹介された。次い

で、デジタルトランスフォーメーション（DX）を推

進する中で、データを収集し、データに基づく分析

を行い、意思決定につなげるには、情報、統計領域

の知識を組み合わせる文理融合的な人材が必要とな

っている。

日本では、技術は理系、経営は文系として役割分

担してきたが、データに基づく素早い意思決定、柔

軟な意思決定に不利となっており、文理融合人材が

不可欠となってきた。

大学教育でも文系･理系縦割りとなってきたが、文

理融合教育に転換する必要に迫られている。技術系

の社会人には経営の知見、経営の社会人にはデータ

分析のリスキリングが始まっており､大学教育の役割

の一つとして考える必要がある。

②　高校教育の変化として、｢情報Ⅰ｣の泌履修科目化

により、国立大学の入試科目に取り入れられた。ま

た、私立大学の文系でも入試に数学重視の動きが出

てきた。

③　大学におけるデータサイエンス・AI教育の進展と

して、教育強化拠点コンソーシアムの会員校が140

校以上となり、モデルカリキュラム（今後生成AIを

含んだものに改訂）の紹介､教材等の紹介､公開シン

ポジウムなどを通じて理解普及の全国展開が進んで

いる。また、国として数理・データサイエンス・AI

教育プログラム認定制度が進み、令和５年８月時点

でリテラシレベル382件、応用基礎レベル147件と

順調に進んでいる。なお、教員不足の対応として、

統計数理研究所を中核に30大学が参加して｢統計エキ

スパート人材育成プロジェクト｣として、統計活用研

究の指導ができる教員の育成を始めている。

④　滋賀大学では、日本で最初のデータサイエンス学

部を2017年に創設し、経済を取り巻く学生的な経済

系の教育研究と地域に根差す実学主義による教育系

の知見とデータサイエンス系のデータの処理・解析

を組み合わせた文理融合教育を通じて価値創造の

PBLを展開している。

具体的には、企業・自治体からデータの提供を受け、

課題解決・価値創造にトライしている。また､大学院教

育、学部教育の定員も大幅に増員し、300社以上の企

業連携を積極的に推進している。

講演５

令和４年度「全国学生調査（第３回試行
実施）」の結果から見えた課題など
文部科学省高等教育局企画官（併）高等教育政策室長

髙見　英樹　氏
①全国学生調査は、学生目線から大学教育や学びの実

態を把握することを目的としており、令和元、３、

４、６年度と本格実施に向けて4回の試行実施を行

い､７年度以降に本格実施を予定している。大学２年

生及び最終学年生、短期大学最終学年生にインター

ネット（Web）で調査した。

質問内容は、大学に入ってから受けた授業の状況、

在学中に経験した授業の有用性、大学教育を通じて

身に付いた知識や能力、大学での学び全体を振り返

った大学の対応、今年度後期の授業期間中の平均的

な１週間の生活時間、今年度に受けた授業の受講形

態の割合について、45の質問項目を設けて実施した。

②　第３回試行実施は、大学（782校）は68％が回答、

短期大学（309校）は49％が回答し、全体で有効回

答数10万人、11％の回答率であった。以下に、説明

のあった中で、主な回答結果を抜粋する。

＊　大学に入ってから受けた授業で、適切なコメン

トが付されて提出物が返却される割合（54％）が

低く、特に設置者別で見た際には私立、公立と比

較して国立が低い割合であった。

＊　身に付いた知識・能力として、専門分野に関す

る知識・理解（89％）、社会的責任や倫理観

（85％）、多様な人々の理解を得ながら協働する力

（81％）等で割合が高かった。データサイエンス

等の知識・技能は51％であり、今後、各大学にお

いて取組が進められることに期待する。

＊　大学が学生に卒業時までに身に付けることを求

めている知識や能力を理解している（80％）、教

職員が学生と向き合って教育に取り組んでいる

（80％）、大学での学びによって自身の成長を実感

している（82％）等で割合が高かった。一方、授

業アンケート等の回答を通じて大学教育が良くな

っている（49％）については半数程度であった。

＊　今年度後期授業での２年生の出席は週16時間以

上が69％であるが、予習・復習等の授業に関する

学習は５時間以下が49％であり、授業に関する学

習時間が短い課題がある。

③　急速な少子化が進行する中での将来社会を見据え

た高等教育の在り方について、令和５年９月の中央

教育審議会大学分科会において、今後の高等教育全

体の適正な規模を視野に入れた地域における質の高

い高等教育へのアクセスの確保の在り方や、国公私

の設置者別の役割分担の在り方等について、一定の

方向性を打ち出すべく令和７年を目指して審議を進
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めるとしている。

関連情報提供の概要

私立大学教員授業改善白書（令和３年度
調査結果）による教育改革の課題と対応
私立大学情報教育協会事務局長

井端　正臣　氏
「学修者本位の教育への転換」、「教育の質向上を目

指した対面と遠隔を組み合わせた新しい学びの創出」、

「教学マネジメントの確立に向けた取り組み」について

自己点検いただき、大学に求められる教育改革への課

題を整理･提言することを目的として、令和３年度に加

盟校の専任教員に直接端末から回答を依頼した。その

結果、143大学（74％）から5,617人(回答率12.6％)、

30短期大学（64％）から173人(回答率31.9％)の回答

があった。

①　学修者本位の教育への転換に対する教員の意識は、

ほとんどの教員がシラバスや授業で獲得できる能力

の明確化、学修者本位の取組みの重要性を意識して

いる。

また､７割以上の教員が授業を社会課題等と連動し

て学修意欲の向上及び主体性の促進と、不安･悩みへ

の相談・助言への取組みを意識している。

意識が５割前後と分かれる対応・取組みとしては、

学生の興味・関心を引く授業を設け、学修成果の発

表・評価を行い、学びの通用性を体験させるとして

いるが、半数の大学教員は関心が見られない。

意識が低い対応・取組みとしては、TA・SAの学修

支援が３割にとどまっている。学生目線による相談･

助言の仕組み作りが期待される。

②　学修の質の向上を目指した対面と遠隔を組み合わ

せた新しい教育への対応は、８割前後が考慮してい

るが、反転授業の充実、問題発見･課題解決型学修の

推進､アクティブラーニングの充実など､教員に負担

が多く難しいと思われるチャレンジングな対応は３

割にとどまっている｡

基礎学力の向上に効果が高い反転授業への対応は、

大学４割強、短期大学３割にとどまっており、大学

教員の５割、短期大学教員の６割強以上は消極的で

ある。教員が躊躇する課題を大学として整理し、組

織的支援を速やかに図る必要がある。

③　教学マネジメントの確立に向けた教員の対応は、

担当授業とディプロマポリシーとの関係性・整合性、

授業の達成状況の点検・評価、学修ポートフォリオ

や授業評価アンケートの活用に７割以上が取組んで

いる。しかし、ディプロマポリシーへの対応は、「一

部取組んでいる」を除くと、大学４割強、短期大学

５割強にとどまっている。全教員が学位授与方針の

下で担当授業を関連付けて学修者が実感できるよう

な改善行動が急がれる。

教育の質向上のためのFDの充実・強化への対応

は、大学教員が３割強にとどまっており、喫緊の課

題となっている

令和４年度私立大学教育における情報化
投資の実態
加盟校における収支決算に基づく情報化投資額の調

査を毎年実施している。加盟158大学、34短期大学に

調査したところ、134大学、29短期大学から回答を得

た。回答率は大学84％、短期大学85％であった。

①　大学の教育研究部門における物件費の情報化投資

額は、中央値で大学全体では１校当たり3億78万7千

円と、令和３年度より5.4ポイント増加している。短

期大学は1,538万円で、前年度より3.8ポイント減少

している。

②　クラウドの利用状況は､大学の利用率が94％と1ポ

イント増加、短期大学は73％で10ポイントの減少に

なっている。クラウドの利用経費は、中央値で大学

が952万円で15ポイントの増。その内、１千万円以

上の大学は65校、１億円以上は８校、最大は11億円

であった。500万円以上の短期大学は、０校で、最

大で440万円であった。

クラウドの経費が情報化投資額に占める割合は、

大学で平均2.9％と前年度より0.4ポイントの増、短

期大学で平均2.5％と前年度より0.4ポイントの増な

っている。

昼間部学生１人当たりの教育研究情報化投資額は、

中央値で大学全体は6.7万円、短期大学は4.6万円と

なっている。

出席者からの感想(抜粋)　

① 多様な大学の将来のあるべき姿を示して頂き、

目から鱗が落ちる想いでした。どのようなパスを

通れば達成できるのか、考え始めたところです。

オンライン資源の活用が鍵となるように思いま

す。通信課程と通学課程のハイブリッド化がシス

テムとして可能になれば、硬直化した受験勉強と

大学教育に一定の改変効果が期待できるように感

じました。これからの方向性の検討に役立てたい

と思います。

②　今回の会議テーマは、日本の現状課題を捉えて

適切。大学教育の変革が求められるのに対し､大

学、特に教員の意識は低い。教育振興基本計画は

高等教育だけでなく、初等レベルから一貫した政

策と全国一律でないことが望まれる。

③　時代の流れとして大学がどうあるべきか理解で

きたが、学生たちにとってそういう大学が魅力あ

る大学であるかどうかといったことについは見え

にくかった。

④　第４期教育振興基本計画について、理解を深め

ることができました。デジタル改革時代における

大学教育や文理融合の重要性についても、理解を

深めることができ、感謝申し上げます。

⑤　私達が直面している課題の困難さをよく認識す

ることができました。少子化への有効な対策はな

く、「18歳の高卒者が大学に進学する」という現

在の大学のビジネスモデルを根本的に変えるので

ないかぎり、いまある数の大学を維持することは

不可能だと思いました。
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令和５年９月22日（金）、午後１時、オンラインによるテ
レビ会議で、14短期大学、３大学から60名の参加者と発表者
含め71名が参集して開催した。開会にあたり、短期大学教育
改革ICT運営委員会の戸高敏行委員長より、｢地域に根差して
人材育成を展開されている短期大学では、教員・職員・学生
が一体化した『短期大学力』を強みとしており、地域社会の
役に立ちたいという高い精神性、自由で豊かな感性と発想豊
かな情報発信力などを、社会実装につなげていく実践体験型
の学びが期待されている。有志の短期大学同士が連携・協力
して、ネット上にコンソーシアムを形成し、それぞれの教育
分野の強みや特性を活かして協働することで、斬新でユニー
クな発想を生み出し、創造的な活動につなげていくことが期
待できると判断し、持続可能な支援活動を試験的に進めてい
る。」との挨拶があった。以下に、会議の概要を報告する。

話題提供

予測困難な時代に幸せに生きるための力を身に
つける短期大学教育改革事例の紹介

共愛学園前橋国際大学短期大学部学長
大森　昭生　氏

短期大学の設置者変更により、2021年に創設された短期大
学部の成り立ち、学びの改革へのチャレンジが紹介された。
①　最初に、設置者変更への背景として、移管する短期大学
の学生募集に課題があった。また、移管を受ける共愛学園
前橋国際大学で新しい学部構想を模索するも、自前で開拓
するにはハードルが高かった。そこで両大学が一体となる
ことで、前橋・群馬の地域教育力を維持・向上させたいと
する地域行政の要請もあり、「学園間の約束」として、教職
員は全員これまでと同待遇で雇用、施設設備は全て移譲、
「文部科学省との約束」として、キャンパスは変更しない、
カリキュラムは変更しないなどの条件で実施した。建学の
理念も移管前短期大学の「進取」を取り入れ、新たにキリ
スト教主義と「進取」の精神に基づき、人格を涵養し、自
ら考え、切り拓いていく知恵と力を持ち、「共愛・共生」の
精神を実践できる人材を育てることとした。
②　次に、新たな短期大学として設置された共愛学園前橋国
際大学短期大学部では、短期大学で学ぶのは、知識や技能、
資格だけではなく、２年間で社会に育てられる人から社会
を支える人になり、幸せな生涯をおくるための力を身につ
けてほしいという学びの意義を掲げ、アクテイブラーニン
グ、地域連携活動を推進することで学生の体験活動の姿を
見てメディアにもよく取り上げられたこともあり、地域か
らの信頼・期待が高まり、結果として学生募集にもつなげ
ていくことができた。その中で、２年間で資格をとってい
かなければいけないことと、コンピテンシーを身に付け地
域との関係性をより深めていくジレンマをどう解決しよう
かということで、今年から始めている４学期制（クォータ
ー制）を導入し、12月から１月の第４タームの２か月間に
一切授業をしないという期間を生み出し、セルフデザイ
ン・チャレンジとする取組みを位置付けた。
③　自分の在り方やキャリアを考えながら、自分の興味・関
心に応じて、自分で学びを作っていく、いわゆる体験的な
学びを自分でデザインし、それに取組んだ結果を報告する
ということでコンピテンシーを高めていく学びになると思
っている。１年生全員の必修としており、４月から７月の
第２タームまでに自己分析と将来像、体験計画の企画を立
てる、10月・11月の第３タームまでに計画の調整、交渉し、
第４タームの12月・１月に体験活動を行う。春休みの２
月・３月に活動をまとめ発表会を行うことにしている。活
動時間は概ね10日間から20日間無給で行い、全教職員に相
談ができる体制にしている。

本協会がすすめる地域貢献支援事業の必要性

①　AIや全てのモノがインターネットでつながるデジタル社
会では、新たな価値を創造することで、人々の暮らしや社
会に大きな変革をもたらすことが想定されており、それぞ
れの立場で自からの問題として捉え、課題解決などにかか
われる人材の育成が要請されている。しかし、一つの短期
大学で進めるのには限界があることから、短期大学の強み
や特性を活かしながら、多様な観点から問題を深堀し、分
野横断的に課題を探究する実践体験として、地域社会の発
展に貢献する学びの訓練が大事と判断し、高齢者を支援す
る事業を目指した世代を超えた交流活動と、地域価値の発
見を支援する事業を目指したプロジェクト活動について、
３年前よりICTを駆使して試験的に進め、その成果を広くプ
ラットフォームに紹介し、多くの短期大学で導入できるよ
う課題や教育方法のノウハウを公開している。
②　生成系AIが出現したことにより、それを材料に議論を重
ねることで、質の高い課題探求の学びが期待できるのでは
ないかと考え、教育の中で体験を積ませ、使いこなしてい
けるように、社会人基礎力を身に付けさせることが重要と
考えている。未来を担う若者が社会で困らないように、実
践体験型の教育プログラムを通じて失敗や躓きを経験する
中で、アウトプット型の学びを短期大学として、推進・普
及していくことを期待している。

コンソーシアム活動報告１

高齢者支援事業を目指した世代を超えた交流活動
の成果と生成系AIを活用した試行
①　実践女子大学短期大学部と山野美容芸術短期大学が連携
して、３年前からZoomを用いて高齢者による団体と異世代
交流活動を継続してきた。2021年度は、ブレイクアウトル
ームを15部屋用意し、学生２名から３名に対し異世代者１
名から３名を１グループとし、相互に１分プレゼンを行っ
た後、意見交換を行い、実施後に活動の成果と課題につい
てインタビューを行った。2022年度は、インタビュー動画
制作を行い、２キャンパス合同で学生が動画の構成、撮影、
編集方法を学習し、自ら製作した作品を発表し合う機会を
設けた。残念だったのが短い時間での交流のため、内容が
限定的になった。2022年度のインタビュー動画制作は、プ
ロの映画監督の指導を映像収録し、オンデマンドで講座を
受講できるようにすることで、学生がいつでもどこでも自
由に学べる環境を整えた。
活動から見えてきた課題は、休み時間の短縮や学生のス
ケジュール過密、専攻別時間割の違いなどから、課外活動
としての活動に制限があったため、昼休みの短時間での活
動とした。実践と山野の学生、高齢者を繋ぎ、動画制作の
専門家との調整も必要となるため、スケジューリングは困
難を極めた。課題を克服するために、オンデマンド、オン
ライン、クラウドに動画保存といった方法を組み合わせた。
また、動画をYouTube公開し、予め視聴するなどの工夫も
行った。
②　2023年度は、過去３年間の経験、実績を踏まえて、高齢
者の感想をいただくという活動から、互いを深く知る機会
を作っていくとともに、生成系AIやアプリも積極的に活用
して、学生が体験する中で慣れていくことも考え、一つは
学生と高齢者によるカルタの制作とカルタ大会、もう一つ
はショートストーリーの制作と発表会という新しい取組み
を、実践では正課授業の中で、山野では課外活動として実
施した。カルタの制作では、フレイル予防や健康寿命の延
伸に寄与できるよう、健康、美容、食生活の読み札の製作
を高齢者の２団体にも依頼し、２短期大学、１大学、２高
齢者団体で製作した。その際に学生がChatGPTの使い方を
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になると考えている。事例の蓄積が進めば教材化を進め、
多くの短期大学でノウハウを共有できると考えている。

コンソーシアム活動報告３

短期大学コンソーシアムプラットフォームの紹介
プラットフォーム上に、地域課題に対する各短期大学の支
援事業の取組み状況、支援事業の内容・成果、関連する教育
活動のノウハウ・評価等、プラットフォームの使用方法を掲
載・共有して、地域貢献支援に対する理解の促進と推進普及
に活用することを目的とし、ツールとしてGoogleクラスルー
ムを使用している。私立大学情報教育協会がGoogle for

Education（非営利団体向けアカウント）を持っており、
Google for Educationの提供する全てのサービスはコンソーシ
アムの会員は無償で利用できる。コンソーシアムからGoogle

for Educationのアカウント（メールアドレスと変更可能なパ
スワード）を個別に取得し、クラスルームを使用できる。動画・
音声付きレポートなどの任意形式の情報を簡単に登録・整理
できる。会員になるとメールアドレスとパスワードが事務局
から提供されるので、コンソーシアムのプラットフォームに
簡単にアクセスできる。登録情報のセキュリティはGoogleが
管理してくれるが、プラットフォーム上に掲載した情報は短
期大学で保存が必要でサーバなどの準備は不要である。

全体討議

（１）問題提起：「生成系AIを活用した支援事業
のニーズ、コンソーシアム活動の課題を整理」
学生主体による地域価値探求プロジェクトを進めるには、
広範囲かつ専門的な地域の課題を効果的に迅速に把握し、
課題発見・課題設定に時間をかけて課題解決を行えるよう
生成系AI（Chat-GPT）の積極的活用が重要な鍵となる。
チャット形式で必要な情報を絞込み、AIの力を借りて極め
て短時間で効率的に一定の文書が生成できるので、コミュ
ニケーションの活性化とその質向上が図られ、｢議論の場｣が
飛躍的に広がって行くことを期待している。

（２）意見交流
意見交流に入る前に地域社会と連携した学びの仕組みと
して、学生が教室で得た知識を地域社会の支援活動に活用
する実践体験型の学びとしての「サービス・ラーニング」
の事例紹介が行われた。
①「サービス・ラーニング」を導入している短期大学の事
例として、共立女子短期大学では、｢課題解決型授業｣と
「社会活動」を組み合わせるサービス・ラーニングとして
地域社会のボランティア活動への参加を公募し、プログ
ラム終了後、活動状況を短期大学として審査し、教養科
目「自己開発」２単位が認定されている。対象は、４年
生大学の２年・３年と、短期大学の１年生としており、
短期大学では前期出席率が75％以上の学生としている。
イベントについて教室で事前に［学び］、知識を活かして
現場でボランティア活動を［体験］して理解を深め、体
験を通して得た知識や気づきから課題の解決案をまとめ、
連携先に［提案］し、最後に自分たちの学修活動を［振
り返る］ことで、「共立リーダシップ」を身に付け、新た
な視座を得ることを目標にしている。
清泉女学院短期大学では、国際コミュニケーション科
の演習として２年生を対象に、事前学修を通じて準備を
行い、経験を通して考えたこと・学んだことをレポート
化し、最終的な成果を発表する。現在は、視覚障害の方
たちとの活動を予定しているとのことで、土日や授業時
間外に行うことがある。成績評価方法は、事前学習課題
が30％、活動の計画と活動報告書が30％、期末レポート
が20％で、成果発表は20％としている。

②　サービス・ラーニングのような実践体験による課題探
求教育プログラムの必要性については、参加者の５割程
度の賛同が得られ、社会活動を組み合わせたサービス・
ラーニングについて前向きに捉えていただいていること
が分かった。

③　地域社会の貢献支援活動の在り方として、有志による
短期大学が連携し、強みや特性を組み合わせた短期大学
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説明する機会を高齢者に向けて設け、高齢者にも体験して
いただき、その上で絵札の製作を無料アプリで学生が行っ
た。生成AIや各種アプリの活用は、学生の負担軽減に有効
であるとともに、他校の学生とオンデマンド動画等で情報
共有することで、学生自身の情報リテラシーの向上が期待
される。カルタプロジェクトでは、健康や美容など世代に
よる異なる問題や興味について理解を深めることができた。
また、ショートストーリープロジェクトでは、互いの世代
の人生について思いを馳せ、相互理解する機会となるなど、
生成AIや各種アプリの活用は、学生と高齢者の「協働作業」
が実現し、相互理解、相互支援の機会とすることができた。

コンソーシアム活動報告２

地域価値発見支援事業を目指した真珠価値探求
プロジェクトの成果と生成系AIを活用する構想
①　真珠価値探求プロジェクトでは、真珠の需要が年々低下
してきていることに鑑み、2022年度に志學館大学（鹿児島
県）、別府大学短期大学部（大分県）、大阪夕陽丘学園短期
大学（大阪府）、和泉短期大学（神奈川県）からなるコンソ
ーシアムを構成し、学びの協同化を通じて従来の流通に乗
らない規格外真珠や貝殻の新しい価値の発見に取り組み、
地域価値の創生に繋げることを目指して立ち上げた。３校
の短期大学と１大学の支援でZoomとGoogle Classroomを
活用し、2022年11月から2023年３月上旬にかけて６回に
亘り、課外授業として６名の教員全員によるファシリテー
タ支援の下で実施した。
初めての学生がネット上で交流できるよう１回目は

「Zoomで繋がろう」からスタートし、２回目は「お互いを知
ろう」というようなスケジュールで行った。活動方法は、各
校とも毎回実施日の３日前までに説明スライドあるいは説明
動画（10分以内）をGoogle Classroomに提出し、事前に各
自で視聴しておき、Zoomでの意見交流に臨んだ。また、各
回の後10日以内にGoogleフォームのアンケートに回答する
ことで振り返りができるようにした。当日不参加者へのオン
デマンド配信の提供もClassroomを利用した。４回のオンラ
イン交流では、回を追うごとに他校のプレゼンテーション
に刺激され、地域性や学科特性がブラシュアップされた。
その結果、大阪夕陽丘学園短期大学では真珠酢を使った
洋菓子の制作､和泉短期大学では幼児保育目線でのマラカス
や貝殻のペン立て制作､別府大学短期大学部では地域特性を
生かしたプレゼンテーションから入浴剤の開発を行い、真
珠のパウダーと湯の花、チキン南蛮などが制作された。
総括として、分野横断的なコミュニケーションを通じて、
｢学びの連鎖｣や、｢学びの化学反応｣という学生への新たな価
値発見というものも見出すことができた。

②　生成系AIを活用する地域価値発見支援の構想は、真珠価
値探求プロジェクトの課題として時間が足りないこと、幅
広い知識や経験が不足していることから、教員サポートが
必要になり、結果として教員負担が大きくなりがちになる
ということが見えてきたことから、生成系AIを活用するこ
とで、学生の経験不足を補い、時間を短縮し、教員の負担
を下げつつ、学生主体の活動を実践できるのではないかと
考え、別途、生成系AIを用いた地域価値発見の支援構想を
検討することになった。一例として、地域の特産品を用い
たアレンジレシピについてChatGPTを活用して考え、それ
をSNS等で発信していくことを考えている。
活用場面のイメージとして、地域の特産品のレシピ開発
とSNS発信には、様々な関係者（ステークホルダー）の協
力が必要になることから、関係者ごとにどういった協力を
してもらう必要があるかを検討する手段として、ChatGPT

の活用を考えている。もう一つの例として、チームでプロ
ジェクトを進めるための役割分担とスケジュールの支援に
ChatGPTを活用するなどが考えられる。
課題としては、一つは、ChatGPTの使い方や地域価値支
援事業の活動に使いやすい質問例や出力の評価方法などを
まとめた教材（ガイダンス資料）が必要と感じている。二
つは、学生がうまく課題を言語化し、ChatGPTの回答を評
価し、その結果に基づいて議論を進めたり、教員の支援を
求めたりした上で、次の新たな課題に向かうというサイク
ルを回していくプロジェクトの推進モデルの仕組みが大事



同士による教育連携の必要性については、５割程度の賛
同が得られ、短期大学による連携が必要と考えているこ
とが分かった。

④　希望する学生を対象に自分事の問題としてどのように
考えるか提案・発表させる課題探求型の学びを教育プロ
グラムとして単位化していく時の課題や対策について意
見・感想を求めたところ、次のような特徴的な発言があ
った。

＊　2022年度までの３年間は全て課外活動として短期大
学同士で連携してきたが、昼休み時間の短縮、学生の授
業の過密な状況がある中で、コロナ禍では自宅から
Zoomで交流がしやすかった。しかし、対面で学生達が
キャンパスに戻ってからは、Zoomも使いにくくなり、
課外活動の学生募集もかなり大変で私情協のコンソーシ
アム活動も年々厳しくなってきた。今年、一つの授業を
正課授業とすることで、教員も学生も無理なく参加でき
る体制が整ってきた感じがするので、単位化するという
ことは、一つの良い方法ではないかと感じている。
＊　ゼミの中で高齢者から古着を預かり、リメイクする地
域貢献活動をしているが、学生はビジネス系で服飾など
の知識もなくリメイクを考えているが、生成AIを使って
何か新しいアイデアや早くいろいろなリメイクができた
りするのかなと思い、早速試してみようと思った。
＊　地域の食堂とタイアップし、学生が健康的なメニュー
を開発して提供する地域企業の食堂にメニューを提案し
て、メニュー化するなどの活動をゼミの単位として活動
している時には熱心に地域の課題に向き合っているが、
ゼミが終了してしまうと熱が下がるという単位化の問題
を感じていた。学生達の主体的な学びに生成AIを使いな
がら活性化させていくということに、貴重な示唆を得ら
れたと思う。
＊　２年間という短い期間でしかも就活対策の準備をして
いくとなると、学びの時間がとれないという問題が生じ
る。しかし、意欲のある学生には、大学として夏季休暇
などを利用して、課題探求型のサービス・ラーニングを
何らかの方法で実現することは、学生と社会のウエルビ
ーイングにつながることから、大学として看過できない
のではないかと思う。一人でも二人でも社会と接続した
学びを体験し、地域社会の未来を支える若者に対して、
最良の教育を提供していくことが短期大学には期待され
るのではないかと考える。

⑤　地域貢献支援活動の成果を迅速かつ質的に高めること
に貢献できなければ、社会の期待に応えることができな
くなる。効果的に対応していくには、どのようにしたらい
いか意見を求めたところ、主に次のような意見があった。

＊　都市部に向けて労働者、学生が出ていってしまうので、
効率化を進めるために地域の企業はDXをどのように広
げるかということを、自治体も併せて必死に対応してい
る。生成系AIの使用で大幅に労働コストが下がり、少子
高齢化の一つのバッファになる。
在学中に地域貢献活動のプラットフォームで、

ChatGPTを使いこなしながら、議論するという体験は
社会に出てから大きなアドバンテージになると思う。使
い慣れない学生にも、入り口としてのガイダンス的なテ
キストを用意することで、DX時代に学生が生き残れる
ための一つの大きな体験になる。地域貢献支援活動の成
果にChatGPTが持ち込まれたということに、大きな意
義があると思う。
＊　ChatGPTの使い方ガイダンス資料は、もうすぐ教材
として提供できるのか、伺いたい。
＊　学生に使わせてプロトタイプを作り始めている。学生
に見せて、分かりにくいところは改善してブラッシュア
ップを考えている。できたものは、プラットフォームの
中で共有できればと考えている。
＊　奈良高専で実際に生成系AIのChatGPTを使って地域
町おこしをやるには、どういうふうなプロンプトを入れ
たら、どのような回答がでてくるのか、専門家の意見な
ども掲載しているので、参考にしていただきたい。
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⑥　支援活動に生成AIを使って情報を広く収集して、専門
的な知見の整理やアイデアを出していく中で、学生同士
がどのような課題解決策を選択するのか、他大学の学生
と意見を交えて議論していくことが大事で、デジタル社
会を生き抜いていくためには、このようなことが非常に
大きな訓練になるのではないかと考える。課題解決型の
サービス・ラーニングを推進する教育プログラムの一つ
として、本協会が進めている短期大学コンソーシアムの
地域貢献支援事業について、今後参加を検討してもよい
と考えている方について尋ねたところ、３分の１程度の
賛同が見られた。

（３）総括
変革の時代にあって、未知の時代を生き抜く学生に、短
期大学はどのような力を持たせることができるのであろう
か。短期大学生の豊かな感性、社会の役に立ちたいと思う
高い精神性、ユニークな情報発信力などの素養を活かしき
る実践型の学びこそが、強みではないかと考える。これに
応えていくには、自前での教育だけでは負担が重すぎる場
合が多いと思う。学生のために、有志の短期大学同士が共
に手を携えてコンソーシアムを形成し、全国規模で教職
員・学生が一体化した「短期大学力」を創発して、学生に
最良の学びの場を提供できるようにするなどの工夫が喫緊
の課題ではないかと感じた。

アンケートの結果
(１）私情協のコンソーシアム活動報告について
・ 地元進学の学生が多い中、コンソーシアム活動により、
離れた地域の短期大学からの意見も取り入れることができ、
AL・PBL・SLのあり方について大変参考になりました。

(２）全体討議
①　サービス・ラーニングの導入について
・ ボランティア活動を通じて社会貢献と社会人力の学び
を得ることは重要であることが分かりました。一方で、
学生がスタッフとして利用されるだけにならないよう教
員の教育姿勢が必要であると考えました。　　

・ 地元の課題を学生が認識し解決策考えることは、短期
大学の人材育成の観点から重要であると感じました。

・ 地域の方々と継続的に話し合って学び場を創造する過
程が非常に重要であると感じました。

②　短期大学連携による地域貢献支援活動について
・ 他大学との連携事例について学ばせていただきまし
た。ICTだけではなく、ヒト・モノ・空間を共有するこ
とも必要であり、連携した成果をどのようにアウトプッ
トするのかがカギであると考えました。　

・ 話題提供等をお伺いし、本学では、そもそもサービ
ス・ラーニングや地域貢献ができていないことに気が付
きました。都市部の小規模大学であることが、かえって
活動しにくくしているようにも感じました。今回教えて
いただいた事例を参考に取組みを進めていきたいと思い
ます。

・ 離れた地域の短大が連携することで、新なアイデアを
発見でき、お互いの学びを刺激し活性化できる可能性を
感じました。

・ 他大学との連携や地域と連携することは、学生のコミ
ュニケーション能力等の向上につながる思いました。

③　生成AIを導入する本協会のコンソーシアム活動について
・ 生成AIを利用することでプレゼンテーションや資料を
作成する時間や労力を短縮できることが実践例から具体
的に示されており、ぜひ取り入れたいと思いました。　

・ 大変興味深く拝聴しました。短大生は時間がないとい
う弱みをうまく克服されていると感じました。一方でAI

にプロンプトを入れることで、どのような能力が育成さ
れているのか、という点はまだ議論が必要であり、授業
展開としても様々改善ができるようにも感じました。

・ ChatGPTは入力するプロントのノウハウを短大在学中
に身につけることは、時代の変化に対応した人材育成の
観点からも重要だと感じます。

事業活動報告
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この発表会は、全国の国立・公立・私立の大学・短期大学教員を対象に、教育改善のためのICT利用によるFD（ファ

カルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表を通じて大学教育の質向上を図るこ

とを目的として、平成５年（1993年）より実施しています。

ICTを利用して教育改善を実施している①アクティブ・ラーニング※1、②双方向型授業、③反転授業、④PBL※２、

⑤TBL※３、⑥事前・事後学修※４、⑦協調・協働学修、⑧遠隔授業※5、⑨学部等連係課程授業※６、⑩地域社会・産業界と

の連携授業などの取組みとします。優れた発表に対しては、文部科学大臣賞、私立大学情報教育協会賞や奨励賞を授与

し、その教育業績を顕彰します。これまで文部科学大臣賞５件、私立大学情報教育協会賞34件、奨励賞54件などを授与

し、教育改革へ貢献しています。2024年度の発表を下記の通り募集いたしますので、ふるってご応募下さい。詳細は当

協会のホームページ（次ページにURL記載）にも掲載しています。

発表募集要項 学修者本位の教育と教育の質向上を目指すICT利用

令和６年度(2024年度) ICT利用による教育改善研究発表会
オンライン開催

主催：公益社団法人 私立大学情報教育協会、後援：文部科学省(予定)

募 集

日　　時：２０２４年８月２３日(金)
オンライン(配信)会場：アルカディア市ヶ谷(私学会館)

東京都千代田区九段北4-2-25　 (地図　https://www.arcadia-jp.org/access/)

■応募要件
以下の要件のすべてを満たしているものとします。
（１）ICTの利用により教育改善効果が認められるものであること。
（２）大学、短期大学の現職教員が主体の研究発表であること。
（３）個人・グループの取組み、または学部・学科などの組織的取組みであること。
（４）学部、学科の教育目的・目標の達成に寄与しているものであること。

■発表内容
○ 教育改善の目的・目標 ：問題の所在、研究の目的・目標を明瞭にして下さい。

○ 教育改善の内容と方法 ：ICTを利用して問題をどのように改善しようとしたのか、その経緯を明らかにして下さい。

○ 教育実践による教育効果：実践による教育効果とエビデンスを示して下さい。

■発表時間
１件につき20分（発表13分、質疑応答５分、発表準備２分）を予定しています。

■発表方法
発表スライド等を作成した上で、発表映像（13分：時間厳守）を事前に事務局に提出し、当日は原則として配信会場

からの発表映像配信後に、オンラインにて質疑応答をいただきます。

※発表映像は、mp4等の映像ファイル、あるいはPPT等の発表スライドに音声を入れて作成ください。

＜参考：授賞の基準＞ 授賞の基準は、以下を満たしているものとします。

・文部科学大臣賞
（１）教育改善の目的・目標が顕著に達成されているものであること。

（２）ＩＣＴを利用した教育改善の内容と方法が画期的であること。

（３）他の教育分野での応用・展開が十分期待できるものであること。

（４）日本の高等教育の向上に資することが極めて期待できるものであること。

・私立大学情報教育協会賞
（１）教育改善の目的・目標が達成されているものであること。

（２）ＩＣＴを利用した教育改善の内容と方法に新規性があること。

（３）他の教育分野での応用・展開が期待できるものであること。

・奨励賞
（１）教育改善の目的・目標が達成されているものであること。

（２）今後のさらなる発展・展開が期待できること。

※１　従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えなが
ら知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し、解決策を探求する学修

※２　問題発見・課題解決型学修
※３　チーム基盤型学修
※４　学生に授業のための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業

の受講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）
を促す教育上の工夫、インターンシップやサービス・ラーニング

※５　オンデマンド型、リアルタイム型、ハイブリッド型(対面授業と遠隔授業の組合せ) 
※６　横断的な分野に係る教育課程を複数学部で実施する教育課程に基づく授業
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募 集

■発表申込費と参加費
発表申込費と参加費は、無料（加盟・非加盟）です。但し、発表者は、発表会論文資料代として1,000円を納付いた

だきます。（※配信会場に来場しない方は、本協会の指定口座に振り込みいただきます）

■申込方法と締切り
（１）申込みは、原則として研究発表者（大学・短期大学の教員で、当日の発表者）１人につき１件とします。

（２）Webから申込み下さい。下記サイトで｢発表申し込みへ｣のボタンを押し、画面表示に従って入力下さい。

「発表申込」、「シラバス」（またはそれに準ずるもので、Ａ４版４ページ以内厳守）」を送信下さい。

申込サイト： https://www.juce.jp/LINK/houhou/
（３）シラバス（本発表で扱う授業の内容や構成がわかるような資料）は、申込み画面に表示される送信機能を利用

して送信下さい。

申込締切　２０２４年５月１２日（日）

申込内容で当協会が取得する個人情報は、次の目的にのみ使用します。「大学名、氏名、所属（学部、部署）」は、発

表会開催要項、当協会Webに開示します。「電子メールアドレス、大学または自宅の住所、電話番号、ＦＡＸ番号」は、

発表確定等の通知や今後実施する事業の案内の際に連絡先情報として使用します。

■授賞選考の方法
書類選考：発表申込書の適格性を確認します。

１次選考：発表会の発表内容および発表会論文に基づいて、２次選考の対象となる研究発表を選考します。

２次選考：２次選考の対象となった研究発表について、１次選考の発表内容および発表会論文を精査し、授賞を決定

します。

■発表会に関するスケジュール

発表申込の締切 5月12日（日）

5月18日（土）

5月22日（水）

7月24日（水）

8月23日（金）

9月21日（土）

10月15日（火）

書類選考

書類選考結果の通知

発表会論文提出の締め切り（Ａ４版、４ページ）

１次選考（発表会）

２次選考

選考結果の通知

ICT利用による教育改善研究発表会 私情協　教育イノベーション大会

２０２４年９月６日（金）

Zoom

大学・短期大学の教職員

開催日

オンライン会場

申込者

発表内容

レフリーの有無

２０２４年８月２３日（金）

Zoom

大学・短期大学の教員

・ICT利用による効果的な教育改善

・教育の改善成果

・計画・試行段階は不可

・ICT利用による教育改善の取組みや、学修支援の

取組みなど

・計画・試行段階も可能

有り 無し

■ICTを利用した教育改善に関する本協会の実施事業
本協会ではICTを利用した教育改善に関する発表を「ICT利用による教育改善研究発表会」と「私情協　教育イノベー

ション大会」で同時期に募集しますので、下表の発表募集内容の比較をご覧いただき応募下さい。

※私情協教育イノベーション大会の発表申込は別途Webでご案内いたします。

■問い合わせ
公益社団法人 私立大学情報教育協会　事務局

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F TEL:03-3261-2798／FAX:03-3261-5473

E-mail: info@juce.jp https://www.juce.jp/LINK/houhou/

授賞の有無 有り 無し

11月29日（金）受賞者の表彰

8月16日（金）発表スライド・発表映像の提出締め切り
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本発表は、教育でのICT活用やその支援のあり方、環境構築について、日頃の取組みや考えを発表いただき、参加者と

の意見交換を通じて、教育のイノベーションに役立てていただくことを目的として開催します。発表は「令和６年度 私

情協 教育イノベーション大会」（９月４日〜６日の３日間開催）の３日目に行います。つきましては、下記要領で発表

を募集しますので、ふるってご応募下さい。

※募集要項は本協会Webにも掲載しています。https://www.juce.jp/LINK/taikai/24happyo/

令和６年度　私情協 教育イノベーション大会

オンライン開催

発表者募集のご案内

募 集

●発表日と会場

２０２４年９月６日（金）
Zoomによるオンライン開催

主　催：　公益社団法人私立大学情報教育協会　

●発表内容
遠隔授業（リアルタイム型、オンデマンド型、ハイブリッド型など）、アクティブ・ラーニング（能動的

学修）※1、双方向型授業、反転授業、PBL（問題発見・問題解決型学修など）、TBL（チーム基盤型学修）、教室外の事前・事

後学修※２、協調・協働学修、モバイル・ラーニング、データサイエンス・AIの授業への応用、生成AIを活用

した授業、VR・ARなどを活用した教育、教育効果の測定と評価（AI活用を含む）、社会人の学び直し教育な

ど、ICT活用及びその支援の事例、構想段階・実験段階も含みます。また、個人・グループの取組み、大

学・学部・学科などの組織的取組みも含みます。

※　参考として、昨年度の大会発表内容は本協会の「教育事例等コンテンツのオンデマンド配信」よりご覧下さい。

オンデマンド配信は法人単位での申込みが必要で有料となります。詳しくは下記サイトをご覧下さい。

https://www.juce.jp/ondemand/

＜注＞
※１　従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら

知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく学修。
※２　学生に授業のための事前準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業の受

講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を促
す教育上の工夫、インターンシップやサービス・ラーニング。

●発表時間 １件20分（発表15分、　質疑・入れ替え５分）

●発表資格
発表は、代表者１名で大学・短期大学の教職員とします。（同一の発表者による複数応募はご遠慮下さい）

●発表者の参加費　14,000円（10％対象の税込金額14,000円、内消費税額1,273円）

※　加盟・非加盟校とも同額です。（共同研究者が視聴を希望する場合は、大会の一般参加申込と一般参

加費が必要です）

※　発表者は、９月４日～６日の全プログラムに上記14,000円で参加いただけます。

※　発表者には、発表証明書を発行いたします。

●発表方法
次の何れかを選択いただきます。

①　Zoomによる発表・質疑応答

②　事前に発表ビデオを作成して本協会に提出し、当日Zoomで配信・質疑応答
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募 集

●申込方法と締切

Webから下記サイトの「発表申込みへ」のボタンを押し、画面表示に従って入力後、送信下さい。

申込サイト　　https://www.juce.jp/LINK/taikai/24happyo/

<申込締切>　２０２４年７月２４日（水）必着

<発表概要>

申込みの際は、以下の「発表概要」について入力いただきますので、あらかじめ準備下さい。

①　キーワード（自由記述、３つ以内でお書き下さい）

②　取組み年数（１つ選択）

計画段階・１〜２年・３年以上

③　発表内容（複数選択可）

遠隔授業（リアルタイム型、オンデマンド型、ハイブリッド型など）、アクティブ・ラーニング（能動的学修）、

双方向型授業、反転授業、PBL（問題発見・問題解決型学修など）、TBL（チーム基盤型学修）、教室外の事

前・事後学修、協調・協働学修、モバイル・ラーニング、データサイエンス・AIの授業への応用、生成AIを

活用した授業、VR・ARなどを活用した教育、教育効果の測定と評価（AI活用を含む）、社会人の学び直し教

育、その他（記入）

④　実施分野（１つ選択）

人文科学系・社会科学系・語学系・芸術デザイン系・理工系・生活系（栄養、被服、生活経済など）・医歯

薬系・看護系・体育系・情報系・学系共通・その他（記入）

⑤　本文（[1]〜[4]の内容を全体で1,000字〜1,200字の範囲でまとめて下さい）

[1]目的、意図　　[2]方法　　[3]成果あるいは期待される効果　[4]今後の課題

[5]取組みの組織名称（事例が組織的取組みの場合のみ、備考欄に記載下さい）

※申込内容で当協会が取得する個人情報は、下記の目的に限定して使用します。
「大学名、氏名、所属（学部、部署）」は、発表者として発表会の開催要項や本協会のWebに掲載します。「メールアドレス、大学または自宅の住
所、電話番号、ＦＡＸ番号」は、発表確定等の通知や今後実施する事業の案内の際に、連絡先情報として使用します。

●発表者の確定
大会運営委員会で審査の上、７月下旬に通知を予定します。発表概要が不明瞭、または発表内容が大会の

主旨に沿わないと判断された場合は、発表をお断りする場合があります。

●発表用抄録（配布資料掲載用レジュメ）の提出
分量：Ａ４判２枚　締切：８月21日 (水）厳守

●発表までのスケジュール
発表申込締切　　：７月 24日（水）

発表確定通知　　：７月下旬

発表用抄録締切　：８月 21日（水）

大会発表　　　　：９月 6 日（金）

●「本大会発表」と「ICT利用による教育改善研究発表会」の発表募集について

本協会では、ICTを利用した教育改善に関する発表を「ICT利用による教育改善研究発表会」と「私情協　教育

イノベーション大会」で同時期に募集しますので、下表の発表募集内容の比較をご覧いただき応募下さい。

私情協　教育イノベーション大会 ICT利用による教育改善研究発表会

2024年８月23日（金）

Zoom

大学・短期大学の教員

開催日

オンライン会場

申込者

発表内容

レフリーの有無

授賞の有無

2024年９月６日（金）

Zoom

大学・短期大学の教職員

・ICT利用による教育改善の取組みや学修

支援の取組みなど

・計画・試行段階も可能

・ICT利用による効果的な教育改善

・教育の改善成果

・計画・試行段階は不可

無し

無し

有り

有り

●問い合わせ 公益社団法人 私立大学情報教育協会 事務局

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル４Ｆ　TEL:03-3261-2798 e-mail: info@juce.jp

区　　　分
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学生収容定員

視聴コンテンツ

2023年度分のみ 2022年度分のみ 2021年度分のみ
2023年度と
2022年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

36,000円

48,000円

60,000円

3,600円 ０円

4,800円 ０円

6,000円 ０円

39,600円

52,800円

66,000円

視聴コンテンツ

2023年度分のみ 2022年度分のみ 2021年度分のみ 2023年度と2022年度

48,000円 4,800円 ０円 52,800円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のビデオコンテンツおよびレジュメで、

配信の許諾が得られたものです。ただし、質疑

応答、討議、本協会の活動紹介などは除きま

す。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、私情協 教育イノ

ベーション大会、短期大学教育改革ICT戦略会

議、教育改革事務部門管理者会議、大学情報セキ

ュリティ研究講習会です。

●コンテンツ数
2023年度 ： 89件

2022年度 ： 99件

2021年度 ： 109件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2023年12月１日〜2024年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ先
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

https://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。



システムですが、コロナ禍を経て、学生の入学時

のスキル差が更に広がったことや、オンデマンド

授業などの「自学自習」の風土が確立されてきた

ことも踏まえ、「予習」教材を提供する形に運用

を変更、授業内では小テスト・演習・質疑を中心

に行う「反転学習」形式の教育プログラムのため

のシステムと位置づけを変更することといたしま

した。

近畿大学様の情報リテラシー基礎教育における
ｅラーニングを活用した反転学習授業

近畿大学は、西日本エリアで６キャンパス15

学部49学科と短期大学部を擁し、少子化を背景

に大学間の競争が激しくなる中、入学希望者全国

一を誇る大規模総合大学です。

実社会で即通用する「実学教育」に取り組まれ

ていることも人気の理由です。

その「実学教育」の一環として、PC活用、情

報処理関連の基礎スキルを効果的に習得させるた

めに導入している手法が、対面

授業での実習とｅラーニングシ

ステム「KUDOS Knowledge」

を組み合わせた反転学習形式の

教育プログラムです。

■実施の背景・ねらい
学生のPCスキル差を埋

め、習得度・満足度を向上
させる
小中高で情報の授業が必須科

目となって以後も、実際は、学

校によって取組み方が様々で、

大学入学時点での情報リテラシ

ーの個人差が大きいのが実情で

す。スタート時点にはスキル差

があっても、「実学」としての

PC活用等の必要レベルは譲れ

ません。ある程度使える学生に

も、ほぼ初心者に近い学生にも

有意義な授業を提供するため

に、ｅラーニングを積極的に活

用しようと考えました。

実は、近畿大学とExCパートナ

ー（旧社名NTTラーニングシス

テムズ）との協力関係は20年以上にわたります。

2000年に、近畿大学が当時の最新設備を備え

た情報教育棟（愛称：KUDOS よみ：キューダ

ス）を立ち上げて以降、それまで学部や担当教員

毎にレベルや内容が異なっていた情報リテラシー

の授業を、統一シラバスで実施できるよう、教材

開発・講師派遣を含め、協力関係を続けてきまし

た。

2007年に情報リテラシー授業の自学習支援の

ためのｅラーニングシステム導入の際、複数の他

社システムと比較検討された結果、当時のNTTラ

ーニングシステムズ（現NTTExCパートナー）が

開発したASP型ｅラーニングシステム（サービス

名ELNO）を採用され、大学の情報教育の中核施

設である「KUDOS」の名前を冠した「KUDOS

Knowledge」が誕生しました。

それ以降、毎年7,000名近い学生が、「KUDOS

Knowledge」で学習してくれています。

導入当初は、主に「復習用」に活用していた本
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株式会社NTT ExCパートナー

賛助会員だより

学生は、大学のアカウントから
シングルサインオンでKUDOS
Knowledgeの各自の学習画面に
ログインして学習を進められる。

KUDOS Knowledgeのトップ
画面

KUDOS Knowledge
のコース一覧画面

学生が履修している情報リテラ
シー授業にあわせた学習項目が表
示される。進捗状況も数値で表
示されるので、学生はどこまで
進んだかがひと目で理解可能だ。



ラシー入門」（文部科学省「数理・データサ

イエンス・AI教育プログラム認定制度（リ

テラシーレベル）」の認定プログラムの構成

科目）は、全キャンパス全学科の学生が履

修できる「オンデマンド授業」として開講

されています。

その前段階にも位置付けられる「情報リ

テラシー」科目についても、今後は、それ

ぞれのスキルレベルにあわせて自分のペー

スで学習できるオンデマンド形態の授業に

移行することを検討されている段階です。

反転学習の試みによって、「自学自習でPC

スキルは十分習得できる」という感触が得

られたことが、実習授業のオンデマンド化

に踏み切ろうと考える土台にもなったと感

じます。

これからも、KUDOS Knowledgeをさらに

進化させて活用いただけるよう、コンテン

ツ、システムのブラッシュアップに努めたい

と考えています。

■情報基盤センター長　井口信和先生の

声

教学マネジメント指針でも言及されてい

る通り、学修成果の可視化と教育成果の見

える化は、今後の高等教育を考える上で重

要な要件となります。NTTExCパートナー

が提供されているASP型ｅラーニングシステ

ムを活用した近畿大学のKUDOS Knowledgeは、

自学自習用のメディア教材を提供するだけ

でなく、学習の進捗を教員はもちろん学習

者自身が細かく確認できます。これによっ

て学修成果の可視化が可能となりました。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

“実学の精神”を理念に、先進的な教育プログ

ラムで優秀な人材を次々に社会に送り出している

近畿大学。NTTExCパートナーはこの考え方に賛

同し、今後も同大学の人材育成に協力し続けます。

問い合わせ先
株式会社NTT ExCパートナー

（よみ：エヌティティエクシーパートナー）

ラーニングソリューション事業部西日本営業部門

TEL：06-6358-2817
E-mail：daigaku-ls@nttls.co.jp

URL：https://www.nttexc.co.jp/

■実施の効果

学生の満足度・習熟度の向上

狙い通り、学生からの「授業が早すぎる」また

は「遅すぎる」という授業スピードに関する不満

の声は激減し、「予習の大切さがわかりました」

「定着するまで何回も自分で学習できる事前学習

動画はとても役立ちました」といった意見が多く

聞かれるようになりました。

また、本授業のステップアップ授業として

Advanceクラスを実施している学部でのレベル別

クラス分けにおいて、優秀層の比率が高くなった

ことは、サービス提供者として、とてもうれしい

ことでした。

■今後の展望

情報リテラシー教育のオンデマンド授業化も

視野に

現在、近畿大学では、情報系科目「データリテ
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賛助会員だより

KUDOS Knowledgeの学習画面

事前学習動画はパソコンの操作画面に指示コメントが挿入
されたシンプルな構成で、自学習がスムーズに行える。
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１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。リテラシーレベルのワークショップも実施していま
す。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は157法人（173大学、42短期大学）となっており、賛助
会員46社が加盟しています（会員数は2024年３月31日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活
用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

利用推進を進めています。また、ICT活用教育の推進に向けて
改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きかけています。

２）イノベーションの育成に向け、大学と企業が連携する「産学
連携人材ニーズ交流会」、若手社員との意見交流による「大学
教員の企業現場研修」の支援、ICTの重要性を学生に気づかせ
る「学生による社会スタディ」を実施しています。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発（FD）のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理
者会議の開催

５）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド
の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2021年２月改訂）

１．投稿原稿の対象
教育の質向上を目指したデジタル・トランスフォーメーションに関する事例紹介、ICT活用による企業・社会と連携

したPBL授業の取組みと効果・課題、数理・データサイエンス・AI活用教育の導入事例の紹介、情報活用・情報倫理教
育の効果的な授業事例の紹介、遠隔授業と対面授業を組み合わせたハイブリッド型授業の取組みの紹介、海外大学又
は関係機関の情報など参考となる内容を対象とします。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とします。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつけてください。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成ください。
（４）図表等

図表等、上記字数に含みます。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式としてください。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述ください。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述ください。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記ください。

４．送付方法
本協会事務局へメール添付にて送付ください。
添付ファイルの容量が５MBを超える場合は本協会事務局にご相談ください。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡します。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定します。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知します。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めません。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈します。部数を追加を希望する場合は本協会事務局に相談ください。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、本協会のホームページにて公開します。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail : info@juce.jp

〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F

JUCE Journal 2023年度 No.476

投稿規程
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
157法人（173大学　42短期大学）

（2024年３月31日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

松本　章代（情報処理センター長）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

古瀬　一隆（情報処理教育研究センター長）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

福田　光良（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

駿河台大学

平井　純子（メディアセンター長）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（情報教育研究センター長、DX推進センター長）

江戸川大学

小口　彦太（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

増井　由紀美（メディアセンター長）

秀明大学

高見澤　秀幸（秀明IT教育センター長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

中央学院大学

大村　芳昭（学長）

帝京平成大学

蜂屋　孝太郎（総合情報技術センター運営委員会副委員長）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

安倍　達哉（教育支援センター部長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学院国際学術研究科教授）

学習院女子大学

清水　將吾（国際文化交流学部准教授）

共立女子大学・共立女子短期大学

福田　收（情報センター長）

工学院大学

田中　輝雄（学術情報センター工手の泉所長）

駒澤大学

𠮷田　尚史（副学長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山崎　壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

昭和女子大学

金尾　朗（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

成蹊大学

渕　史彦（高等教育開発・支援センター所長）

淑徳大学

松山　恵美子（総合福祉学部教授）

専修大学・石巻専修大学

髙橋　裕（情報科学センター長）
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名　簿

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

岡田　工（学長室部長（情報担当））

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

小池　新（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

杉本　雅彦（情報教育センター長）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

大貫　進一郎（理事・副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

明治大学

阿部　直人（情報基盤本部長）

明治学院大学

太田　和俊（情報センター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

佐藤　裕美（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（事務局長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（情報マネジメント学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

下條　文武（理事長・学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

北上　眞二（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

長田　利也（法人本部情報基盤センター次長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）

愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

白井　康之（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

文化学園大学

清木　孝悦（理事長・学長）

武蔵大学

竹内　広宜（経済学部教授）

武蔵野大学

林　浩一（MUSICセンター長）



79JUCE Journal 2023年度 No.4

名　簿

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

君山　博之（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

肥田　朋子（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

日本福祉大学

原田　正樹（学長）

名城大学

加藤　雅士（情報センター長）

大谷大学

廣川　智貴（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

藤本　茂（副学長、総合企画部長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都ノートルダム女子大学

加藤　佐千子（図書館情報センター長）

同志社大学・同志社女子大学

大久保　雅史（理工学部教授）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（学務部長）

大阪女学院大学

橋本　誠一（ラーニングソリューションセンター担当課長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

追手門学院大学

辰巳　早苗（CXD局基盤業務管理部システム企画推進課長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

松岡　隆（高等教育推進センター長）

帝塚山学院大学

西川　隆蔵（学長）

阪南大学

前田　利之（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

玉田　浩之（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

三浦　欽也（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和大学

高橋　一夫（学習教育総合センター長）

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

堀田　博史（学術情報部長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

愛知淑徳大学

松尾　貴司（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

安藤　玲子（マルチメディアセンター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常務理事）

大阪歯科大学

山本　景一（医療イノベーション研究推進機構専任教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　https://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

就実大学・就実短期大学

矢吹　優子（事務部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

鬼追　一雅（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（副学長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（情報処理センター所長、商学部教授）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（理事長補佐）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

藤村　まこと（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（e-キャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（文学部長、理事）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

鹿児島国際大学

大西　智和（情報処理センター所長）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

第一薬科大学

小松　生明（副学長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

末次　正（情報基盤センター長）
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